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○議長  おはようございます。 

ただいまから令和３年第８回西会津町議会定例会を開会します。（１０時００分） 

開会にあたり一言あいさつを申し上げます。 

議員各位には、公私誠にご多忙のところご出席を賜り、厚く御礼を申し上げます。本定

例会に提出される諸議案につきましては、後刻、町長から詳細にわたって説明されること

と存じますが、円滑に議事を進められ、適正妥当な議決に達せられますよう切望いたしま

すとともに、諸般の議事運営にご協力を賜りますようよろしくお願い申し上げまして、開

会のあいさつといたします。 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先立ち、事務局長から諸報告をいたさせます。 

事務局長、長谷川浩一君。 

○議会事務局長  本定例会に、町長より別紙配付のとおり 13 件の議案が提出され、受理し

ました。 

本定例会の一般質問の通告は、10 議員からであり、質問者及び質問の要旨は、お手元に

配付の一般質問通告書のとおりです。 

次に、例月出納検査結果については、監査委員から報告があり、その写しを配付してお

ります。 

最後に、本定例会に議案説明のため、町長、教育長、監査委員に出席を求めました。 

なお、本定例会に、地方自治法第 121 条の規定に係る説明委任者として、町長から副町

長、各課長及び会計管理者兼出納室長を、教育長からは学校教育課長、生涯学習課長をそ

れぞれ出席させる旨の通知があり受理しました。以上です。 

○議長  以上で諸報告を終わります。 

日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

会議録署名議員は、会議規則第 116 条の規定により、３番、小林雅弘君、９番、多賀剛

君を指名します。 

日程第２、会期の決定を議題とします。 

お諮りします。 

本定例会の会期は、本日から 12 月８日までの６日間にしたいと思います。ご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、会期は本日から 12 月８日までの６日間に決定しました。 

日程第３、議長諸報告を行います。 

９月定例会以降、現在までの議会活動は、お手元に配付の議長諸報告のとおりでありま

す。 

暫時休議にします。（１０時０４分） 

○議長  再開します。（１０時０５分） 

日程第４、管外行政調査実施報告を行います。総務常任委員会委員長の報告を求めます。 
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総務常任委員会委員長、秦貞継君。 

○総務常任委員会委員長  （別紙報告書により報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。ありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これをもって管外行政調査実施報告を終わります。 

日程第５、例月出納検査報告を行います。 

監査委員の報告を求めます。 

監査委員、佐藤泰君。 

○監査委員  （例月出納検査結果報告） 

○議長  ただいまの報告に対して質疑を行います。ありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これをもって、例月出納検査報告を終わります。 

日程第６、付議事件名報告を行います。 

付議事件名につきましては、お手元に配付の議会定例会議案付議事件記載のとおりであ

ります。 

日程第７、提案理由の説明を行います。 

町長の提案理由の説明を求めます。 

町長、薄友喜君。 

○町長  （町長提案理由の説明） 

○議長  以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会いたします。（１１時０７分） 
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○議長  おはようございます。 

令和３年第８回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、一般質問を行います。 

通告により、順番に発言を許します。質問者は順次質問席に着き、発言を求めてくださ

い。 

２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  皆さん、おはようございます。２番、上野恵美子でございます。私は今次

定例会に２件の一般質問を通告しております。 

１件目は空家対策についてであります。近年の人口減少や少子高齢化、既存の住宅建築

物の老朽化など、空家の数が年々増加しております。また、今後ますます増えることが予

想されます。適切に管理されていない空家が多くなれば、その結果として安全性の低下、

公衆衛生の悪化、景観の阻害など、多岐にわたる問題が発生し、地域住民の生活環境に深

刻な影響を及ぼします。そこでお聞きいたします。 

１、空家数の現状は。 

２、管理されていない空家が増えている要因は。 

３、空家化を抑制するための対策は。 

２件目は１人当たり市町村民家計所得についてであります。平成 30 年度、福島県市町村

民経済計算年報が令和３年３月に公表されました。１人当たり市町村民家計所得は、雇用

者報酬、財産所得、社会保障給付を総人口で割ったものです。町全体の所得水準を表した

諸表です。 

西会津町は 239 万円で、県平均 294 万９千円と比較しても低い水準にあると結果が示さ

れました。そこでお聞きいたします。 

この平成 30 年度福島県１人当たり市町村民家計所得の結果をどのように捉え、今後の

行政施策に生かしていくか、以上でございます。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  ２番、上野恵美子議員のご質問のうち、空家対策についてのご質問にお

答えいたします。 

まず、空家数の現状についてのご質問でありますが、令和２年４月１日現在、町が把握

している棟数は、野沢地区 122 棟、尾野本地区 85 棟、群岡地区 225 棟、新郷地区 48 棟、

奥川地区 213 棟、全体で 693 棟であり、内訳は住宅が 362 棟、その他 331 棟であります。

なお、令和２年１月１日以降の正確な空家数については、新型コロナウイルス感染症の影

響で移動制限等があったため正確な調査ができておりませんが、令和４年度において意向

調査を実施し、正確な空家数を把握することと考えておりますので、ご理解願います。 

次に、管理されていない空き家が増えている要因についてのご質問でありますが、少子・

高齢化及び人口減少から居住者が不在となり、町外に居住されている方が所有者等となる

ケースが多く見受けられ、年に数日利用されている家屋が増加しているものと推測してお

ります。町外に居住されている場合、生活の拠点は居住地が主となるため、経年により最
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終的には空家となり、管理が行き届かなくなってしまうことが要因と思われます。 

次に、空家化を抑制する対策についてのご質問でありますが、町では昨年 12 月に西会津

町空家等対策計画を策定し、空家化の抑制・予防、空き家等の利活用促進、管理不全状態

にある空家等の抑制・解消とする三つの基本方針により空家等対策を進めているところで

あります。 

具体的な抑制・予防対策としましては、空家等の実態調査を基に空家の所有者等に対し、

賃貸や売却など空家資源の活用を勧めるための啓蒙活動、空家等情報のデータベース化、

空家相談窓口の設置等を行っております。また、空家の取得や改修等への補助制度も実施

しており、昨年度までの過去８年間において、空家の取得で 12 件、改修で５件、店舗への

活用で５件の実績となっております。 

今後も少子・高齢化及び人口減少の進行によりさらに空家は増加するものと推測されま

すが、管理が行き届かない空家や、倒壊など危険空家となる以前の対策が重要であること

から、空家等対策計画に基づき早めの対策を講じてまいりますのでご理解願います。 

○議長  企画情報課長、伊藤善文君。 

○企画情報課長  ２番、上野恵美子議員の１人当たり市町村民家計所得についてのご質問

にお答えいたします。 

県で公表しております福島県市町村民経済計算年報につきましては、県内市町村の経済

活動を生産・分配の二つの面からとらえ、県内市町村の経済の規模、構造や県内市町村民

の所得水準などを明らかにしている統計であります。この１人当たりの市町村民家計所得

につきましては、給与等の雇用者報酬のほか、家計の財産所得や個人企業所得に加え、年

金等の社会給付分や保険金等を含んだ家計所得をその年の総人口で割り返した推計値であ

り、家計の実所得を表わすものではございません。 

平成 30 年度の本町の１人当たり市町村民家計所得は、239 万円となっております。人口

減少に伴い、給与等の雇用者報酬や家計の財産所得などが減少しております。 

町といたしましては、これまで町民所得を上げるための施策として、商工・農業分野へ

のさまざまな支援を行ってきたところであります。地域経済を支える町内の企業・商工業

者への支援としては、企業支援補助金や利子補給補助金などの支援制度をはじめ、農林業

経営の支援として、園芸作物や菌床栽培用のハウス施設整備、さらに新規農産物の導入に

より農林産物の産地化・ブランド化を推進するなどの支援を行ってきたところであります。 

町といたしましては、これまで進めてきた産業・農業振興関連事業の一層の推進や、町

総合計画、デジタル戦略に基づく諸政策を総合的かつ着実に推進し、町民所得の向上に努

めてまいりたいと考えておりますので、ご理解願います。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  それでは再質問させていただきます。まず空家対策からお聞きしていきま

す。答弁の中で、令和２年４月１日現在の空家数 693 棟と答弁ありました。この時点での

総住宅数が 2,876 棟になっているという報告がありましたので、現在の空家の現状につい

ては 12.59 パーセントが空家ということで、空家の定義、概ね１年以上利用の実態がない

住宅となっておりますので、本町においてはおよそ８軒に１軒が空き家、１年以上利用の

実態がない住宅という現状でよろしいか確認いたします。 
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○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

空家の中にも居宅・付属家ということでございます。空家率と申しますのは、総住宅、

居宅に対する居宅が空いている割合ということで、今、上野議員がおっしゃいましたよう

に 12.59 ということで数字は間違いございません。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  それでは次に、管理されていない空家が増えている要因についてご答弁い

ただきました。様々な社会的問題が背景にあって、そしてさらに私は、やはり費用、お金

の問題、解体するにしてもリフォームをして再活用するにしても多くのお金がかかること。

そして、相続登記などの問題。さらには相続する前に家の方向性を所有者と家族が十分に

話し合って決めていないということがあるのではないかと思います。相続した後に、家族

だけの意思で家を売却したり、人に貸したり、解体するのにはなかなか心が傾かないとい

うケースも多くあるということで、そのような理由から、とりあえず空家にして、管理し

ないままに老朽化してしまうというような、そういう現状もあるのではないかと思います

が、いかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  管理されていない空家につきましては、町のほうで空家等対策計画に基

づきまして、先ほどもご答弁申し上げましたが、早めの対策ということで、現在進めてご

ざいます。年１回、固定資産税の切符をお送りする際に、今後の空家、または年に数回利

用されている家屋について、今後どういうことで進められるかということで、所有者等に

対して啓蒙活動を行っているところであります。 

なかなか所有者の方ですと、町外にいて、お盆とか正月とか、ゴールデンウィーク帰っ

てきたりもしますし、ただ、急に１年以上使われなくなると、当然、家屋の傷みも進んで

しまいます。そういったこともありますので、早めにそういう所有者等の今後の家屋に対

してどのように進められるかということでは、啓蒙活動を行っているところでございます。 

なかなか決められないという方もいらっしゃいまして、それはやはり家屋への、家への

思い入れなどもあると思いますので、一概には、すぐには判断がつかないというのが現状

かなということで認識してございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  2015 年に空家対策特別措置法が施行されてから、空家の管理は所有者の義

務となりました。そこで、所有者が家をどうするかを明らかにしておくことが望ましいと

思います。今答弁の中にもありましたけれども、それがいつのタイミングかというと、や

はり空家になる前に家族できちんと話し合って、その方向性を出していく。行政としては、

その所有者や家族が一番いい選択ができるように、適切な情報を提供して、意思、決断ま

でサポートしていくということが必要なのではないかと思います。今、そういう考えだと

いうことで答弁されているので分かりました。 

西会津町空家等対策計画の中で示されています所有者及び家族等に対し、適切管理の基

本的な考え方や管理不全による諸問題、相続等による不動産の円滑な継承等にかかる周知

を徹底し、責任意識の醸成を図ると書かれておりますが、その知識や情報を提供して周知
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すること、また責任意識の醸成を図るということはすごく大切だと思いますが、これは具

体的にはどのように周知しているのかお聞きいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

啓蒙活動につきましては、今、上野議員がご質問されました内容についてでございます

けども、年１回、固定資産税の切符をお送りする際に、まず町民税務課で担当している除

却の分、活用の分では商工観光の部分ということで、連携してチラシをおつくりして、そ

の切符と一緒にお送りして周知を図っているということでございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  それは行政からの一方向の呼びかけになってはいないのか、また所有者や

家族の知りたい情報がしっかり盛り込まれていて、それに応える総合的な形になっている

のかお聞きいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

こちらで、情報的にはいろいろとチラシの中に盛り込んでございます。除却に対しても

補助制度をご紹介したり、また活用については、空き家バンクの活用であるとか、改修な

どはそういう補助金もありますよということで周知を図っているところであります。 

ただ、今年までは、なかなかコロナの関係で移動制限もございまして、きちっとした状

況把握をしていかなくちゃいけないということで、来年の４月に切符をお送りする際は、

意向調査も行って、空家数の把握であるとか、今後の空家をどのように所有者の方が考え

ているかというようなことまで含めて調査をする予定としてございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  私もそう思います。計画にうたわれている周知の内容は、すごく大切な内

容だと思うのですけれども、さらには所有者家族が一番最も気になっているのはお金の問

題だったりすると思うのですけれども、自分の家はいくらで売れるかとか、自分の家の改

修費用、解体費用はどれくらいかかるかというところを知りたいのだと思います。それに

対して丁寧に対応してもらうことによって、空き家問題が自分のこととして捉えられるこ

とができるようになって、家への責任意識が生まれてくるのではないかと思います。 

そこで、今の空家問題で一番危惧されていることが、近い将来に爆発的に空家の数が増

える可能性があるという、空家予備軍という問題なのですけれども、65 歳以上の高齢者し

か住んでいない持ち家、空家予備軍と定義されていますが、第９期高齢者福祉計画による

と、令和２年総世帯に占める 65 歳以上の高齢者のみの世帯は 43 パーセント、また高齢者

１人世帯が占める割合は 25.7 パーセントと、合わせて 68.7 パーセント、約 70 パーセン

トを占めるということになって、10 世帯に７世帯が数年後か数十年後かに空き家になる可

能性が高いというふうに考えられます。その事態に備えて対策しておくことが必要だと思

います。 

そこで、その空家になる前に空家対策をしているのが福井県美浜町での取り組みなので

すけれども、これはデジタルも活用して空家になる前に、空家になったときに家をどうす

るかを所有者と家族が一番いい選択ができるようにサポートしています。ちょっと紹介し



 13

ますけれども、まず空き家お値段シミュレーションソフトというのを使って情報を入力し

てもらうと、自分の家がいくらで売れるか、また解体費用や改修費用はいくらかかるかと

か、相続税、登記費用なども、そのケースに応じて試算してくれる。次に、空き家決断シ

ートというものを使いながら、売る、貸す、譲る、解体、そのままにしておくなど、どの

手段を取るかシートを見ながら家族でシミュレーションしてもらって、一番いい選択がで

きるようにと導いていっているということです。 

本町においても、今後の爆発的な空家の増加に対応するために、そのような仕組みづく

り、システム化と併せて個別のサポートという体制づくりが必要なのではないかと思いま

すが、お考えをお聞きいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

美浜町の取り組みにつきましては、町としても承知しているところでございます。今後

どういった部分で早めの対策を講じていけるかということは、今後検討させていただきま

すけれども、ただ、登記費用であるとか、解体費であるとか、根本的には個人の財産とい

うこともございますので、その辺も加味しながら検討し、次期計画にも盛り込めるように

はしていきたいなと思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  次に、費用の問題についてお聞きいたします。答弁の中でも補助制度の実

施、実績ありましたけれども、まず解体する場合の補助事業について教えてください。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  解体費用についてでございますが、国の補助金も受けまして、国が 50 万、

町が 50 万を上乗せして、100 万を上限として補助をしております。ただ、どの家屋にも対

象というとこではなくて、危険空家であったりとか、景観上よろしくない空家であるとか、

そういう部分についてのみの補助ということになります。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  次に対策の２番目で、利活用についてお聞きいたします。町にはこんなに

空家がたくさんあるにも関わらず、一方で空家を探していても、実際にすぐに住める家が

ないという現状もあります。家主はなるべく家の改修にお金をかけたくないという方も多

いと思いますので、空家の改修についての補助事業を教えてください。 

○議長  商工観光課長、岩渕東吾君。 

○商工観光課長  空家の改修補助事業についてお答えいたします。 

空家の改修につきましては、空家の管理者、あるいは空家の名義人に対しまして、改修

事業費の２分の１、上限 100 万円を補助する制度になってございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  家主はできるだけ改修費を最小限にとどめたい。でも補助金では到底足り

ない。一方で、町は最大限の支援をしていると思います。このギャップを埋めるにはどう

していったらいいかというところを検討していかないと、なかなか空家の利活用、進まな

いのではないかと思いますが、考えをお聞きいたします。 

○議長  商工観光課長。 
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○商工観光課長  お答えをいたします。 

今年度から空家の改修以外に、空家の登記に関する費用の補助も設けました。これは相

続登記もそうなのですが、空家を売るときに土地も一緒にくっついていくわけなんですけ

ど、本町の場合、土地の確定測量や登記がされていない土地が多くございまして、それも

お金がかかるということで、相続登記のほかにそういった土地の確定測量、登記にかかる

費用についても補助制度を設け、所有者の負担軽減を図っているところでございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  それによって空家の利活用は進んでいっているのでしょうか、お聞きしま

す。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  お答えをいたします。 

本年度に入りまして、補助制度の見直しの効果もございまして、空家に関する相談、そ

して補助の活用についても件数は伸びているところでございまして、今次議会の補正予算

につきましても追加計上をさせていただいたところでございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  分かりました。これ一つの町の取り組みですけれども、家主も改修費用が

かからない、町の持ち出しは実質ゼロ、入居者は月１万５千円で住めるという仕組みづく

りをしている町がありまして、これが高知県の梼原町というところの人口約 3,200 人の町

ですけれども、移住者が５年間で 200 人という町です。 

そこはどういう取り組みかというと、移住者の多くが 2013 年から始まった空き家活用

促進事業によってリフォームされた家に住んでいると。その仕組は、町が家主から家を 10

年くらい預かって、最低限の改修をして移住者に貸し出して、かけた費用を回収できた後

に家主に家を戻します。町が預けている間は家主に賃料は入りませんが、金銭的な持ち出

しは一切ありません。10 年後にリフォームされた家が戻ってきて、新たに貸し出すことが

可能なので、10 年間そのまま放置しているよりはよほどいいということです。改修するの

は主にトイレ、浴室、台所などの水回りを基本として、改修額の上限 700 万円ですが、２

分の１は国の補助金、残り４分の１ずつを県と町で負担しています。借りる側の家賃は月

１万５千円ですけれども、１万５千円の家賃でも 10 年間住んでもらうと家賃収入が 180 万

円見込めるために、町の持ち出しは実質ゼロということになります。ホームページに掲載

されている 40 軒以上の物件ほとんどが入居中であるということです。 

このような取り組みをしている自治体もあります。今後の空家対策、特に空家化の予防、

そして利活用への環境づくりが急がれると思いますが、まずは仕組みづくりが必要だと思

います。最後に考えをお聞きいたします。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  お答えをいたします。 

空家を改修して賃貸で低廉な料金で貸し出すといった事例は、全国でもいくつか散見さ

れてございます。十分に調査をしているところでございますが、本町におきましては空家

に対する改修費、先ほどの土地の問題もございますが、結構上下水道の整備なども含めま

して、改修費が多額にかかるというような問題。それと、取得した空家を賃貸に貸す場合
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に、その管理の問題。１軒、２軒ならばいざしらず、複数軒となってくると、その管理運

営、どのようにやっていったらいいか、まだまだ調査検討が必要な状況にございます。 

ご承知のとおり、不動産業者も少のうございますので、専門業者と連携をしながら、ど

のような方法が本町に合った形で進めていけるのか、十分に調査をしながら判断してまい

りたいと考えてございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  今の答弁で分かりました。爆発的な空き家の増加に備えて、やはりその対

策が急がれると思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

次の質問に移ります。１人当たり市町村民家計所得についてお聞きいたします。この資

料の出典は福島県市町村民経済計算年報ですが、この中にはこのように説明されています。

この推計結果よって市町村の経済成長率や労働生産性、人口１人当たり市町村民所得など

が明らかになり、市町村の行政施策の基礎資料として幅広く活用することができます。と

いうふうに記されています。言い換えれば、この結果を行政施策に活用することを促して

いると私は解釈しています。 

では、どのように活用するかということで、私はこの資料をもとにして、もっともっと

町の労働生産性、労働力、また所得の現状をさらにきめ細かに捉えて、分析して課題を明

確にすることによって、より現状に合った施策を生み出すことができると思います。 

例えば、町の１人当たり家計所得を月額に換算すると約 20 万円になりますが、これは平

均値です。そこで所得の分布はどのようになっているか、捉えておられればお聞きいたし

ます。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず所得の分布ということでございます。一応こちらの家計所得につきましては、先ほ

ども答弁させていただきましたが、いわゆる給与関係の、主に給与の部分で雇用者報酬、

あと家計所得の中でも、利子とか賃料などあります財産家計所得、あと企業所得といたし

まして、個人企業の利益分、また社会給付として主に年金、その他の計上移転ということ

で、町民の皆さんが払いました火災保険や自動車保険の受け取り分と支払い分の差額の部

分をまとめたものを家計所得という形で統計をされているものでございまして、こちらの

ほうにつきましては、まず分布と申しますか、割合と申しますか、そういう形でご答弁申

し上げますと、平成 30 年の部分につきましては、市町村民家計所得は全体で 143 億 600 万

円、そのうち雇用者報酬が 77 億 7,200 万円。家計所得の財産、いわゆる利子とか不動産収

入でございますね、これが６億 8,500 万円。あと個人企業、いわゆる個人企業の部分につ

きましては 22 億 8,600 万円。年金等が 37 億 1,400 万円。その他計上移転がマイナス１億

5,100 万円ということで、そのトータルで合わせまして、先ほど申し上げました 239 万円、

１人当たりが 239 万円という形になっているということでございます。 

そういう形で、経済上から家庭所得となります、その個別までは把握していないのが現

状でございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  推計でも全体を捉えれば、所得のバランスとか、町の全体像が見えてくる
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かなと思って質問したんですけれども、その辺は、その結果によってどのように評価して

おられるのかお聞きします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  所得ではないんですが、いわゆる総生産、いわゆる労働とか、その部分

では少し分析しておりまして、そちらのほうある程度業種別にご答弁することは可能なん

ですが、それでよろしければご答弁させていただきたいと思います。 

まず第１次産業、町の総生産、いわゆる労働、資本、原材料から生産要素、いわゆる原

材料費を引いた活動部分で総生産といわれておりますが、西会津町の総生産額につきまし

ては、214 億 7,200 万円ということで、こちらの数字につきましては、会津地方振興局 13

市町村中７番目となっております。 

その内訳を申し上げますと、第１次産業につきましては９億６千万円。第１次産業、農

業とか林業となっております。第２次産業につきましては、製造業、建設業があてはまり

まして、これが 58 億６千万円。第３次産業ということで、サービス、運輸、宿泊、飲食等、

様々な部分が入りますが、こちらが 145 億 7,200 万円が主なものでございまして、一応そ

の中で伸びているものという部分を申し上げますと、農業で約 3.8 パーセント伸びており

まして、林業でも 12.9 パーセント、製造業も 40.1 パーセント伸びているということで、

逆に減っている部分を申し上げますと、やはり小売業並びに宿泊サービス業がそれぞれマ

イナス 0.9 パーセント、宿泊業が 2.7 パーセントというような形となっているということ

でございまして、先ほどもご答弁申し上げましたが、町といたしましては、第１次産業的

な部分につきましては、先ほどもご答弁申し上げましたが、園芸ハウス並びに菌床ハウス

等の様々な整備事業といった形で、農家所得、林業での所得の向上に図っていますし、結

果的に数字ではあらわれておりませんが、商工業に対しましても、利子補給並びに様々な

施策を展開いたしまして、所得の向上に努めているということでございますので、ご理解

いただきたいと思います。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  次に年齢階層別ではどうでしょうか、老年人口、65 歳以上の就業率が第９

期高齢者福祉計画によると、総就業者に占める 65 歳以上の割合が 24.8 パーセントで、県

平均の 13.6 パーセントに比べると、非常に高い割合になっています。65 歳以上の 27.9 パ

ーセント、３人から４人に１人が就業しているということが計画の中では報告されていま

す。この層の就業率が高いということは分かりますけれども、所得の分布はどうなのか。

また生産人口、15 歳から 64 歳ですが、就業率や所得の分布はどうなっているか。この層

がこれからの将来を担っていく階層ですので、やはり現状を捉えて分析しなければ、現状

に合った、そして将来に向けた生きた政策が生み出されないのではないかと思いますが、

お考えをお聞きいたします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず、こちらの市町村民経済計算年報においては、その階層別という部分について記載

ございませんので、こちらのほうについては、どのような分布になっているかという部分

につきましては、町としては把握していないというような状況でございます。 
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ただし、先ほど上野議員が申されましたように、今現在、町の高齢化率については約 50

パーセントに近いという中から、なかなかそういう高齢者の形につきましても、年金だけ

ではなくて様々なマルチワーカー的なサービスとか、様々な部分も今後展開していかなけ

ればならないのかなということで考えていますし、また 15 歳から 64 歳までの生産人口に

つきましても、そのような働き方、多様な働き方を目指すような形で、様々なものを組み

合わせていかなければならないという部分は認識しているということでございますので、

ご承知おきいただきたいと思います。階層別にものについては、現在把握していないとい

うことであります。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  そこも詳しい分析が必要だと思っておりまして、そこを分析した後に、じ

ゃあ所得を上げるにはどうしていったらいいかという議論になれば、町の施策も具体化し

ていくのかなと思いますが、いずれにしても、所得の向上は将来の安心にもつながってい

くと思います。所得を上げるためには一人一人の生産性を上げる、すなわち一人一人が稼

ぐ力を高めるということだと思います。 

今の答弁の中では産業振興の部分を中心とした答弁いただきましたが、その一人一人が

稼ぐ力を高めるというところの取り組みについてはどのようなお考えかお聞きします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず１人当たりの生産性の向上に向けた取り組みという形で答えさせていただきたいと

思います。こちらのほうにつきましては、先ほどもご答弁申し上げましたが、今現在、今

の就業形態というのは、１人が一つの同一職業に就いて働いているというような部分が多

ございます。また、今の社会の中では多様化の部分がございまして、それぞれマルチワー

カーという形の方々も増えております。 

今後、町としては移住政策を進める中では、やはりマルチワーカーへの対応とか、様々

な部分の施策は打っていかなければならないのかなというような部分で考えておりまして、

それによりまして、生産人口の問題、または高齢者の皆さまの、そのマルチワーカーによ

ってある程度所得等が伸びるような施策を展開していかなければいけないのかなという部

分は認識しているところでありますので、その辺も踏まえまして、今後十分な検討を重ね

ていきたいと考えております。 

以上でございます。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  私も、その一人一人が稼ぐ力を高めるにはどうしていったらいいのかとい

ったときに、やはり持続的な成長を生み出すということが必要だと思います。今、キャリ

ア教育とかスキル教育とか、重要性ということが言われていますが、これは社会的にも職

業的に自立して、社会の中で自分の役割を果たしながら、自分らしい生き方を実践するた

めの基盤となる力を育てるということです。 

今回はスキル教育について提案させていただきますが、今、課長の答弁にもありました

マルチのことですけれども、人生 100 年時代になって、社会人の学び直しの重要性が高ま

ってきて、専門的な知識、技術の習得は、その稼ぐ力を高めるのにとても役立つと言われ
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ていて、私も実際そう思います。例えば、今、介護とか、農業、林業が町でも働き手が不

足している分野であると思いますけれども、この分野の専門的な知識、技術はすごく必要

で、そこでスキル教育に着目していくことが、一つの取り組みとして必要なのではないか

と思いますが、お考えをお聞きします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

いわゆる専門的な教育ということではございますが、一応、町として様々な農林業並び

に商工業におきましても、まず農林業であれば、林業関係であれば福島県も林業の研修セ

ンターをつくりましたし、農業もございます。また商工業についても、様々な拠点施設が

ございます。ハイテクプラザ等ございますので、その中でできる部分というのがあるのか

なと考えております。 

従いまして、先ほども申し上げましたが、そういう方々、専門的な知識がなくてもでき

るような、いわゆるマルチワーカー的な部分を、今後、多様な働き方という部分も踏まえ

て、その人材不足に対応した形のものを考えていかなきゃいけないというような部分では

認識はしておりますので、その辺は十分検討していく部分、いわゆる各経済分野なり農林

分野のほうで十分検討していかなければいけないものだと考えております。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  スキルを習得したとしても、それを生かさなければ生産性は産まれないと

思います。生かせる場があってはじめて生産性が高まります。なので、そのスキルを習得

した後はそれぞれの分野で活躍していただくという仕組みづくりも強化していく必要があ

るのではないかと思います。現在でも町で行われている研修講座、県主催のものとかもす

ごくいい研修講座、いっぱいあると思うんですけれども、そこで習得してもなかなか就労

につながっていなかったり、継続的に、せっかくいい研修会だったり講座だったりしても、

継続的に行われていないというものもありますので、今行われているものに対しては、し

っかり評価、見直しをされたらいいのではないかと思います。 

さらには国でも、スキル習得を支援する給付制度などもありますので、そのような制度

の活用も積極的に促して、稼ぐ力を高める施策ということも所得向上の一つの取り組みと

して申し上げたいと思います。最後に考えをお聞きします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

いわゆる生業づくりですね、いわゆる生産性の向上に向けた生業づくりということで、

確かに国の制度においても様々な支援制度、研修制度もございます。そちらのほうにつき

ましても、やはり適宜ご紹介する等、町民の皆さんの、いわゆるスキルアップできるよう

な形で取り組んでまいりたいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  県から出されたこの結果をさらに進めて、行政施策に生かしていくことは、

町が今取り組んでいるデジタル戦略、一人も取り残すことのない施策につながっていくと

思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

以上で私の一般質問を終わります。 
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○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  ３番、小林雅弘でございます。通告に従って一般質問をいたします。 

まずはじめに、新型コロナウイルス感染症対策についてお尋ねします。新型コロナウイ

ルス感染症は、日本では多くの都道府県で減少が続いています。しかし、厚生労働省クラ

スター対策班参与の医師によると、冬場は過去の経験からも呼吸器の感染症が広がりやす

い。その上、年末年始に向けて新型コロナウイルス前の感覚で忘年会を開催したり、人の

移動が活発になったりすると感染が再び拡大する可能性があるとのこと。多くの専門家は、

いずれもこの冬の間に第６波がくる可能性を指摘しています。さらに内閣府のコロナ対策

ホームページでも、最悪の事態を想定して、次の感染に備えるよう述べています。 

さらに今、新型コロナウイルスの新しい変異株、オミクロン株が全世界に広がりを見せ

ています。それに備えることが大切と考えます。 

西会津町では、町民の皆さんや町職員の皆さんの努力で、新型コロナウイルス感染症ワ

クチン接種も集団接種が終了し、感染者が確認されていない日々が続いています。そこで

お尋ねします。 

１番、新型コロナウイルス感染症ワクチン接種について、先日の全員協議会で説明を受

けましたが、町民の皆さんに再度説明をしていただきたいと思います。 

①現時点で新型コロナウイルス感染症のワクチン接種は、西会津町としてどのくらい終

了しているのか、この質問に関しては、町長の提案理由の説明の中で 12 歳以上の町民のワ

クチン接種率は 90.7 パーセントであることが明らかにされているため、省略させていた

だきます。 

②今、新型コロナウイルス感染症ワクチンの３回目の接種が進められようとしているが、

町としてどのような計画を持っているのか。 

２番、新型コロナウイルス感染症対策としての季節性インフルエンザワクチン接種への

助成について。 

①令和２年度実施された０から 18 歳までの児童生徒及び妊婦の方へのインフルエンザ

予防接種費用全額助成は、今後も実施される計画でしょうか。 

②昨年、新型コロナウイルス感染症対策として 19 歳から 64 歳までの町民へインフルエ

ンザ予防接種費用の約半額、2,500 円を助成しましたが、昨年この制度を利用した町民は

何人ですか。そのためにかかった費用はいくらですか。 

③昨年度は季節性インフルエンザの流行があまりみられなかったことは承知しています

が、そのため社会全体でインフルエンザの免疫が下がっているとの指摘がございます。長

崎大学感染症共同研究拠点のグループと複数の研究機関の共同研究によると、インフルエ

ンザウイルスと新型コロナウイルスを同時感染させた場合、それぞれの単独感染時よりも

肺炎が重症化し、さらに回復も遅れる可能性があることが明らかになっています。今年度、

19 歳から 64 歳までの町民へのインフルエンザ予防接種費用 2,500 円の助成について、町

はどのように考えていますか。 

３番、新型コロナウイルス感染症対策としての、いわゆる福祉灯油の実施について。新

型コロナウイルス禍での経済の停滞は深刻で、原油産出国は産出量の調整を行いましたが、

ワクチン接種などの対策が進み、現在では急速に経済の回復が進んでいます。しかし経済
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の回復に原油の生産量が追いついていないとのことで、ガソリン、灯油などの値上がりが

著しい状況にあります。特に灯油は雪国でもある本町の町民の生活を直撃しています。一

例をあげれば、町内の 18 リットル当たりの店頭価格は 1,836 円、１リットル当たり 102

円。配達価格はそれ以上となっています。過去 16 年間の福島県の灯油価格を調べてみる

と、この価格を上回っているのは 2008 年夏だけ、その年でさえ冬場は 1,100 円から 1,600

円へと下がっています。国が備蓄石油を放出するとしていますが、どの程度価格を引き下

げる効果があるかは見通せないところでございます。 

そこで、コロナ禍で困窮している町民を支援、救済するため、非課税世帯に対して一冬

100 リットルの灯油を援助する考えはないでしょうか。 

次に、学校給食費の保護者負担軽減について伺います。 

まず１番、日本国憲法第 26 条２項における義務教育はこれを無償とする。この規定につ

いて。 

①義務教育無償化というとき、その範囲について、義務教育無償の精神、理想から、昭

和 26 年、教科書の無償化に関わる参議院での質疑の中で、文部省がその理想について語っ

ている内容がございます。その内容について町の見解を求めます。 

②その理想は今も変わっていないと承知していますが、どうでしょうか。 

③以前の質問でご答弁いただいたうち、再度確認しますが、学校給食法の規定では、食

材費などは保護者が負担すると負担区分を定めているが、これは自治体の判断で一部、ま

たは全額を補助することを妨げるものではないと解釈されていますが、これに間違いはな

いでしょうか。 

④食育基本法でも、食育において学校給食が大きな役割を果たすことが期待されている

と理解していますが、どうでしょうか。 

次に２番として、会津の他町村の学校給食における保護者負担の軽減についてお伺いい

たします。 

①会津地方の市町村で学校給食費の無償化を実施しているのはどこでしょうか。 

②会津地方の市町村で半額以上の補助をしている市町村はどこですか。またその補助率

はどのくらいでしょうか。 

最後に子育て世代の教育費の負担は重いものがあります。文部科学省の平成 30 年度、子

どもの学習費調査では、保護者が１年間で負担する教育費として、公立小学校では学校教

育費６万 3,102 円。学校給食費４万 3,728 円。公立中学校では学校教育費 13 万 8,961 円。

学校給食費４万 2,945 円としています。本町でも子育て世代の負担軽減、少子化対策の一

つとして学校給食費の半額補助を実施する考えはありませんか。 

以上で私の一般質問を終わります。ご答弁よろしくお願いいたします。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ３番、小林議員の新型コロナウイルス感染症対策についてのご質問のうち、児童

生徒及び妊婦へのインフルエンザワクチン予防接種費用の全額助成と、福祉灯油について、

お答えをいたします。 

はじめに、児童生徒及び妊婦へのインフルエンザワクチン予防接種の全額助成について

でありますが、季節性インフルエンザは一般的な風邪とは異なり、症状が重く、感染力も
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強いため、特に抵抗力が弱い子どもや、免疫力が低下している妊婦は、感染すると重症化

しやすいことから、本町では平成 23 年度より、０歳から 18 歳までの児童生徒及び妊婦へ

の季節性インフルエンザワクチン予防接種費用、１回につき１千円を超える自己負担額を

助成してまいりました。また、令和２年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染

拡大などから、高齢者インフルエンザワクチン予防接種と同様に、子育て支援の一環とし

て全額助成し、保護者の経済的負担を軽減して、感染症予防対策に取り組んでおります。

町といたしましては、安心して子どもを産み育てられる環境づくりのため、今年度以降も

全額助成を継続して実施してまいる考えであります。 

次に、福祉灯油の実施についてでありますが、議員お質しのとおり、新型コロナウイル

ス感染症の影響により、在宅で過ごす時間が長くなる中、原油価格の高騰を受けて、冬の

生活に欠かせない灯油の価格が値上がりしており、低所得者世帯等の家計に大きな影響を

与えております。このため、冬期間の雪や寒さ対策のための出費増や、長引くコロナ禍等

により、生活に不安を抱えている低所得者世帯等に対して、安心して冬の生活が送れるよ

う、本年度の対策として福祉灯油緊急補助事業を町単独事業として実施してまいりたいと

考えております。 

具体的には、対象世帯を令和３年度の住民税非課税世帯であり、かつ世帯全員が 65 歳以

上の高齢者世帯、障がい者手帳等の交付を受けた者がいる障がい者世帯や 18 歳未満の子

どもと父親又は母親のみのひとり親世帯などといたします。また、給付の額や方法につい

ては、１世帯当たり５千円の灯油給付券を交付し、町内灯油販売店において券と引き換え

に灯油が購入できるものといたします。 

なお、本事業については、今次定例会へ提案いたしました一般会計補正予算案（第５次）

に事業費を予算計上しており、議会のご議決をいただいた後に、対象世帯へ年内中に給付

券をお届けできるよう速やかに事務作業を進めてまいりますので、ご理解願います。 

その他のご質問につきましては、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  健康増進課長、小瀧武彦君。 

○健康増進課長  ３番、小林雅弘議員のご質問のうち新型コロナウイルス感染症対策につ

いてのご質問にお答えいたします。 

はじめに、新型コロナウイルスの３回目の追加接種についてのご質問にお答えいたしま

す。現在、国では２回目の接種後、原則８カ月が経過した方から順次接種を進めることと

しており、国からの通知等に基づき町の接種計画を検討しております。 

追加接種実施に向けての町の基本的な考え方でありますが、町が実施した１・２回目の

初回接種では、自治区毎に接種日時を指定する方法や、希望する方への送迎の実施、円滑

に接種を実施するための看護師や薬剤師、事務員など必要人員の確保などにより、大きな

混乱もなく概ね順調に実施できたことから、追加接種についても国が示すガイドラインを

基本として、初回接種の実施方法や体制等で接種を進めてまいる考えであります。 

また、接種時期でありますが、医療従事者は本年 12 月から、高齢者施設等入所者及び従

事者の方は来年１月から、高齢者の方は３月から、64 歳以下の方は４月から、それぞれ接

種を開始し６月上旬には集団接種を完了する予定であります。 

なお、今後自治区毎のスケジュールなど詳細が決まりましたら、チラシやケーブルテレ
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ビ等により周知してまいります。 

町では、追加接種を希望される方が安全に接種を受けられるよう、西会津診療所と連携

し鋭意準備を進めてまいりますのでご理解願います。 

次に、昨年実施いたしました 19 歳から 64 歳までの方への季節性インフルエンザワクチ

ン接種助成事業についてのご質問にお答えいたします。 

はじめに、インフルエンザ予防接種の法的位置付けでありますが、予防接種法に基づき

実施しており、感染すると重症化する危険性の高い 65 歳以上の高齢者や 60 歳から 64 歳

で呼吸器疾患がある方などに対しては、各自治体の責任において実施する定期接種として、

64 歳以下の方は感染による危険性とワクチン接種の有効性を各自が判断し接種する任意

接種として実施しております。 

また、接種費用につきましては、町では定期接種の方は無料で実施しており、そのほか

18 歳以下と妊産婦につきましても、子育て支援等の一環として無料としておりますが、19

歳から 64 歳までは任意接種であることから、自費での接種となっております。 

しかし、昨年度は季節性インフルエンザ流行期に、インフルエンザか新型コロナウイル

スかが分からない発熱患者の受診や、同時流行による医療機関の負担軽減と受診者の混乱

の回避、また、町議会から新型コロナウイルス感染症対策としてワクチン接種助成事業の

年齢拡大要望がありましたことから、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を活用し、助成対象外であった 19 歳から 64 歳までのインフルエンザワクチンを接種した

方に、１人 2,500 円を助成する補助事業を、令和２年度限りとして実施したところであり

ます。 

ご質問にありました昨年度の助成実績でありますが、助成金利用者数が 622 人で、本制

度による接種率は 23.8 パーセント、助成金総額は 155 万５千円でありました。 

昨年度は心配されていたインフルエンザと新型コロナウイルスの同時流行や、町内での

インフルエンザ感染者も確認されませんでしたが、この要因として、新型コロナウイルス

感染症対策として普及した、手指衛生やマスクの着用、３密の回避、人の移動の制限など

がインフルエンザの感染予防にも効果があったと考えます。また、今年度のインフルエン

ザワクチンの供給量は、平成８年以降最大となった昨年の供給量と比較すると、少なくな

る見込みであることから、定期接種対象者が接種を受けられる機会を確保するよう、国か

ら協力要請がなされているところであります。 

このような状況を踏まえ、今年度につきましては、インフルエンザの感染予防にも効果

がある、新型コロナウイルスの感染防止対策を、引き続き様々な機会を捉え周知を図ると

ともに、町民の皆さんに実践していただくことで、インフルエンザの感染も一定程度抑制

することが期待され、受診者数の減少による医療機関の負担も軽減できる見通しであるこ

と、さらに、ワクチン供給量の減少や予防接種法の趣旨にも鑑みまして、総合的に判断し、

昨年度実施いたしました 19 歳から 64 歳までの方へのインフルエンザ予防接種助成事業

は、今年度については実施する予定はありませんので、ご理解願います。 

○議長  学校教育課長、玉木周司君。 

○学校教育課長  ３番、小林雅弘議員の学校給食費の保護者の負担軽減についてのご質問

にお答えいたします。 
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１点目の日本国憲法第 26 条第２項における、義務教育はこれを無償とする規定につい

てでありますが、ご質問の昭和 26 年の参議院文部委員会の質疑答弁の内容につきまして

は、義務教育の無償化の理想について、当時の文部省が答弁したものであり、この理想が

今も変わっていないのかということにつきましては、文部科学省の見解であり、町で判断

できるものではないと認識しております。 

次に、学校給食法により、食材費などは保護者が負担すると負担区分を定めているが、

これは自治体の判断で一部または全額を補助することを妨げるものではないとの解釈への

確認についてでありますが、令和元年第７回定例会においてご答弁申し上げましたとおり、

学校給食法第 11 条は第１項で設置者、第２項で保護者の経費の負担関係を明らかにした

ものであり、法律の趣旨としては、設置者の判断で保護者の負担を軽減することは可能で

あり、その方法についても制約はないとの文部科学省の見解が示されているものでありま

す。 

次に、食育基本法における食育に関しての学校給食への期待についてでありますが、近

年、偏った栄養摂取、朝食欠食などの食生活の乱れや肥満・痩身傾向など、子どもたちの

健康を取り巻く問題が深刻化しているほか、食を通じて地域等を理解することや、食文化

の継承を図ること、自然の恵みや勤労の大切さなどを理解することも重要となっているこ

とから、平成 17 年に食育基本法が、本年３月には第４次食育推進基本計画が制定され、子

どもたちが食に関する正しい知識と望ましい食習慣を身に付けることができるよう、学校

においても積極的に食育に取り組んでいくことが重要となっております。 

このようなことから西会津中学校に配置されている栄養教諭が町給食センターと連携し、

町内農産物生産団体の協力を得ながら、町特産品であるミネラル野菜や菌茸類の積極的活

用のほか、町民カレンダー掲載料理を提供する、食育の日献立や、読書週間に合わせて、

おはなし給食の献立、さらには中学３年生が授業で考えた西会津産米粉と野菜を使った、

米粉野菜蒸しパンの献立の提供など、食育に関する取り組みを実施しております。今後も

引き続き、学校給食が学校における食育の生きた教材となるような取り組みを推進してま

いります。 

次に２点目の会津地方の他市町村の保護者負担軽減の実態についてでありますが、会津

地方 17 市町村のうち学校給食の無償化を実施しているのは、北塩原村・柳津町・三島町・

金山町・下郷町・只見町の６自治体であり、半額以上の補助をしているのは檜枝岐村で９

割補助、喜多方市で５割補助の２自治体であります。 

次に３点目の本町でも子育て世代の負担軽減、少子化対策の一つとして、学校給食費の

半額補助を実施する考えはないかとのご質問についてでありますが、令和元年第７回定例

会及び第９回定例会においてご答弁申し上げましたとおり、学校給食費の半額補助は、今

後検討が必要な事項であると認識しているところではありますが、本町におきましては、

教育費予算は児童生徒の学びの環境整備や教育内容の充実に充てることを優先とする政策

方針としているところでありますので、ご理解お願いいたします。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  ご答弁ありがとうございました。それでは再質問をさせていただきます。 

まず３回目のワクチン接種でございますが、最近、国は６カ月前倒しの接種も妨げない
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という、そういう報道もございますが、町としては、この件についてはどのように捉えて

いらっしゃるんでしょうか、お尋ねします。 

○健康増進課長  それでは、３回目の間隔、接種間隔についてのご質問にお答えをいたし

ます。 

国では当初、２回目接種から８カ月を、原則８カ月を経過した方から順次接種をはじめ

るということで通知がまいりました。その後、例えば医療機関でクラスターが発生した場

合、あるいは高齢者施設でクラスターが発生した場合、そういった特定の条件が発生した

場合については、国の届け出をすることによって８カ月より前倒しをしてもいいという方

針が示されました。 

また、さらに今回オミクロン株の確認によりまして、本日、あるいは昨日のテレビ、新

聞などで報道されているように、前倒しについて検討されているということでありますが、

具体的な前倒しの内容につきましては、現時点で国から通知が来ていないということでご

ざいます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  まだ国から通知が来ていないということで、通知が来次第、やはり町民に明

らかにしながら進めていただきたいと思うんですが、本当に今回のワクチン接種、１回目、

２回目、この町では混乱もなく、整然と、しかも早く行われたということで、私は本当に

素晴らしかった。この町の取り組み、大変に素晴らしかったと評価しております。 

今後もこの３回目のオミクロン株を想定したような接種、これについても、やはり住民

の協力はもちろん、そしてやはり役場の職員の皆さんの努力、これによってなんとか乗り

切っていただきたいというふうに、本当に強く思う次第でございます。 

それでは、次に、私も昨年この制度を利用したんですが、インフルエンザ予防接種費用

の約半額、2,500 円についてなんですが、今回はそれをやらないということでございます。

今後状況が変わればこれも検討範囲に入るのかどうか、お伺いします。 

○議長  健康増進課長。 

○健康増進課長  それではお答えをいたします。 

昨年度実施いたしました 19 歳から 64 歳の方への助成につきましては、先ほど答弁の中

でも申し上げましたとおり、医療機関の混乱を防ぐということが一番大きな目的でありま

した。今年度につきましては、先ほど申し上げましたように、今時点でインフルエンザの

感染者も、まだこれ 12 月３日の統計でありますが、福島県内では１人の発生にとどまって

いるということで、全国においても 27 人ということで、最も少なかった昨年と比較しまし

ても４割ぐらい減少しているということであります。 

例年インフルエンザが流行するのは 12 月から流行がはじまって、１月、２月と流行期が

続きますが、今年度につきましては、このまま感染者数が少ないようであれば、先ほど申

し上げましたように助成事業は、今年度は実施をしないということで考えております。 

ただ、来年度以降、当然状況がどうなるか分かりませんので、これについては、また今

年度の状況を踏まえて検討してまいりたいと考えております。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  ありがとございます。 
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それでは、次に新型コロナウイルス感染症対策としての福祉灯油の実施についてお伺い

をいたします。この灯油、５千円ということでございますが、この算定基礎はどんなもの

でしょうか。 

○議長  福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  それでは、福祉灯油の５千円の算定基礎についてのご質問にお答えいた

します。 

この５千円の額につきましては、過去 10 年間の冬期、主に 11 月から３月までの価格帯

で、最も高い価格であったものを平均いたしまして、その平均した額と、今冬の、現在の

店頭で販売されている灯油価格との差額について、400 リッターを年間家庭で使う量と仮

定いたしまして、その差額分を影響額として５千円と設定したところでございます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  おそらく、ちょっと聞いてみたいんですが、資源エネルギー庁の福島県灯油

価格の平均値、民生用灯油、これの平均値から求められたものだと思いますが、いかがで

すか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  お答えいたします。 

議員がおっしゃるように、この数字につきましては資源エネルギー庁が毎月発表してお

ります額、価格、市場価格ですね。それちらをもとに算定したものでございます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  私も実はこういうように全部取ってみたんです、過去 16 年間。それで、おそ

らく 2011 年の 12 月からなんですけれども、私は残念ながら 12 月、１月、２月の３カ月

間、これを比較検討させてもらいました。そして、ここから 2020 年、あるいは 12 月、2021

年１月と２月ですね。これで高いほうも私も計算しました。そしたら、10 年間平均が 1,560

円、１缶当たり、18 リットル１缶当たり。どうも計算がずれているように思うんですが、

どんな計算をされたんでしょうか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それではお答えいたします。 

議員が対象とした月の違いもございますし、基本的にはその月、私が申しましたのは、

冬期間に一番高い、そのシーズンで一番高い金額をその年の一番最高額として抽出しまし

て、それを 10 年間の高い数字、10 個の高い金額を抽出して、それの平均を取ったという

ことでございますので、積算方法に違いがあるということから、差異が出てくるといった

ところでご理解いただきたいと思います。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  私も高いほうを取ったんです。ただ３月が取っていないので何とも言えない

んですけれども、ちょっといくつか例をお示しいただきたいと思います。2011 年から 12

年にかけてだと、一番高いのは２月の 1,577 円、これ間違いないですか。2110 年から 12

年の冬場ですと、12 月、１月、２月までの３カ月間だと、２月の 1,577 円、そして 2012

年、2013 年だと、２月の 1,767 円。こういうようにしてずっと 10 年間やってみたんです。

どうでしょう。 
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○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  議員おっしゃる 2012 年の冬ですと、３月が一番高い金額になっており

ます。1,666 円でございましした。なお 2013 年の２月が 1,767 円という数字については、

同じ数字となっております。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  ということは、基本的な考え方そのものは変わっていないということで、月

ですね、私は２月までしか取ってないので、３月がその高かったというところが。 

じゃあお尋ねします。私のほうはちょっと算定がずれていいますので、10 年間で平均

1,559.5 円というふうになっていますが、そちらのデータではいくらになっていますか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、先ほども答弁申し上げましたが、10 年間で店頭渡し 18 リッ

ターの価格で 1,609 円でございます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  そうしますと、だいたい計算しますと 400 リッターということで説明のとき

にいただいたと思うので、そのベースにして計算します。そうすると 400 リッターを補助

したいということだと、18 リッター換算で 22.22 本になりますね。そうです。400 割る 18

ですから、22.22。で計算してみたら 5,039 円ということで５千円の根拠が分かりました。

それについては結構でございます。 

次に、この対象なんです。支給対象。65 歳の高齢者世帯、障がい者手帳等の交付を受け

た者がいる障がい者世帯、18 歳未満の子どもと父親、または母親のみのひとり親世帯とい

うことで説明、回答いただいていると思うんですが、生活保護世帯はどうなさるんでしょ

うか、お聞きします。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  お答えいたします。 

対象世帯は、先ほど町長が答弁で申し上げました対象となってございます。対象が外れ

ますのが、議員おっしゃるような生活保護世帯、また町内に住所はありますけれども、介

護施設などを利用されて長期にご自宅を留守にされているような世帯については対象外と

させていただきます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  今回の５千円、目的はもう一回ちょっと何でしょうか。お答えください。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、ご質問にお答えいたします。 

町長が答弁でも申し上げましたように、今冬の灯油価格の高騰の影響を受けまして、低

所得者世帯の家庭への大きな影響が懸念されております。そういった冬期間の生活、安心

して暮らしていただけるような対策として、町の単独事業として実施するものでございま

す。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  低所得者世帯という中に生活保護世帯が入ると思いますが、いかがでしょう

か。 
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○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  ご質問にお答えいたします。 

生活保護世帯が低所得者世帯に入るのではないかというお質しでございますが、生活保

護の制度につきましては、生活保護の国の制度によりまして、要保護者の世帯が、年齢や

性別、また家族構成、住居の状況などによりまして、最低限生活に必要な最低生活費が保

障されている制度でございます。そういった制度で、生活保護世帯が生活されているとい

ったところでは、一般的な低所得者世帯とは意味合いを別にしているというふうな認識で

ございます。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  以前、私、質問したときに、12 月議会ですね。令和元年の 12 月議会だと思

いますが、回答の中で、冬期加算はあるから出さないんだという回答があったと記憶して

いますが、いかがでしょうか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、ご質問にお答えいたします。 

生活保護制度の中で、生活保護を受けていらっしゃる要保護者の方に対して、冬期加算

といった制度がございます。これは 11 月から翌年４月までに、冬期間加算、一般的な生活

扶助費の中に加算して支給されるものでございます。それが一つの要因として捉えている

ということでご理解いただきたいと思います。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  トーンダウンされましたね。私が資料として、それは厚生労働大臣が、それ

は違う話だよというような答弁がございました。その資料をお渡ししたからトーンダウン

されたのかなという気もしますが、いいですか、厚生労働省の生活保護制度という、ホー

ムページにはございます。それを見てみますと、これは単純計算はできないんですが、高

齢者夫婦世帯、68 歳、65 歳で、地方、郡部などの支給額は 10 万と 6,350 円と書いてあり

ます。これはかなり厚生労働省が確か、夫婦２人の場合の生活費として、今、必要として

いる、あるいは使っている生活費は、これはもちろん東京も一緒なので単純計算はできま

せんが、26 万でございます。とすると、10 万 6,350 円、これは低すぎる。冬期加算、これ

もこの地域、何区に属しているかというと３区なんです。その間にいろいろありまして細

かい規定がね、その中で、例えば３人世帯だと、福島市、例に書いてあります。そうする

と１万 6,190 円。足しても 12 万ぐらい。 

一転して今回の制度の設計を見てみますと、これ決して否定しているわけではないので

誤解なさらないように。世帯全員が 65 歳以上の高齢者世帯でございます。町の職員とは言

いませんが、公務員のお二人、退職なさって 65 歳以上だと、年金で約 40 万超えるんじゃ

ないんですか。どうでしょう、誰かお分かりになる方いらっしゃいましたら。 

ちょっと待って、一般論として聞いているんだよ。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、年金額の受給額についてのご質問にお答えいたします。 

年金制度は様々な年金がございます。国民年金や厚生年金、また救済年金といった年金

の制度がございまして、そこに働き盛り世代のときに加入していた制度によって、年金受
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給できる齢になってから年金を受給するわけになるわけですけれども、その額については、

個々人の様々な要因がございますので、平均的な数字は、町では現在持ち合わせておりま

せんので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  町では数字は持ち合わせていないということでございますので、これ以上は

聞きませんが、ただ、その年金が何十万とは言いませんけれども、高い世帯にも支給され

る。しかし、今申し上げましたように生活保護世帯、12 万足らず、しかしもこの制度、非

課税ですよ、もちろん。この制度、今ちょっと入ったのであれなんですけれども、今、国

でも、そういう一律の支給、高いところにも支給、低いところにも支給、これについて批

判を浴びているときに、この制度はちょっと欠陥があるんではないか。再検討が必要では

ないのかというふうに思います。 

○議長  議員、今の制度というのは、町の事務の中での話なのか、それがまた国に及ぶと

いうことは、ちょっと控えていただきたい。国の制度が悪いというような。 

○小林雅弘  そんな話をしているんじゃないんです、今、批判があるところでございます

と言ったので。 

ですから、もう一回やはり考え直していただきたい、そういうふうに思います。これ以

上はまた時間がないので、あと９分しかないものですから、学校給食費に移らさせていた

だきます。 

なかなか上部に私の質問を、ちょっと答えなかったんですが、まず、これ確認なんです

よ。議論の一番のベースになる確認をしようと思ったんです。それでお伺いしたんですが、

残念ながら答えてはいただけなかった。例えば、学校給食費の無償化という場合、この無

償化の内容、これについて法律が、あるいは憲法が保障している、義務教育は無償化とす

る、この内容についてお伺いしているんですが、残念ながらお答えいただけなかったんで

すが、もう一度お尋ねします。この義務教育無償化という場合の義務教育、これは、今は

文部科学省ですね、当時は文部省です。文部省の答弁からすると、どういう範囲でしょう

かと、こうお尋ねしたんです。それを答えていただきたい。 

○議長  学校教育課長。 

○学校教育課長  再質問にお答えいたします。 

先ほど１回目の答弁でお答えいたしましたとおり、このご質問につきましては、参議院、

文部委員会での質疑内容のやり取りでございます。私どもも、その当時の会議録等につい

てはインターネット等で検索もできますので、承知はしておりますが、文部科学省が答え

た答弁だということでお断りをしてから申し上げますが、この義務教育費の無償化の理想

といいますか、精神といいますか、その中での答弁になっているところでございますが、

教科書だったり、学校用品、それから学校給食費、こういった部分が入ってくるのではな

いかという文科省の見解でございました。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  ありがとうございます。一つ抜けてました、交通費も義務教育無償化の対象

となっていると、これを理想とする、理想とするという答弁でございます。 

整理します。こういう答弁になっています。これは共産党の岩間正男さん、のちに共産
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党に入党いたしました岩間正男さんの質問による、辻田力さんですか、の答弁の中にござ

います。現在では、ご承知のとおり国庫補助の面における義務教育につきましては、授業

料を取らないという形で無償ということになっております。で、うんぬんありまして、現

在は授業料でございますが、そのほかに教科書と、それから学用品、学校給食費というよ

うな、なおできれば交通費というようなことも考えておりますが、もちろん一概にはでき

ない、予算もあるので、ということで答弁しております。 

じゃあ学用品って何だと、私も調べましたら、学用品の内容は相当広範囲なものでござ

いまして、その中には、鉛筆、ノート、クレヨン、用紙、そのほかに定規、コンパスとい

うような学校で使うところの教材は全部網羅しているところでございます。これは答えた

のは内藤誉三郎さんという方でございます。これ説明員ですね。これが正式な答弁でござ

います。ということは、義務教育の無償化という場合、これらの学校給食費も、当然、精

神として入ってきて当たり前だというふうに捉えております。 

そこで質問でございます。まず、先ほど答弁がございましたように、もう只見町、金山

町、三島町、柳津町、北塩原村、これが無償となっております。そして、檜枝岐、喜多方

市、檜枝岐は９割補助、喜多方市は５割補助でございます。ここに地図がございます。そ

うすると、西会津町を取り囲んだ形で、全て補助がされています。このようなときに、周

りを見てという答弁がよくありましたが、周りを見ると、もうほとんど補助対象であると

いうことで、その補助を実施するという考えはどうでしょう、町長、ございませんか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  今、町長に答弁を求めておりましたけれども、私たち教育委員会として方針を

示したいと思います。 

町では限られた財源の中で、今、議員がおっしゃったように、無償化ということでござ

います。私たちも給食費の無償化については反対はしておりません。しかし、町の財源で

それを補助するということについては、やはり限られた資源の中で、どうそれを補助して

いくかという優先順位をしっかり本町では考えております。 

確かに他町村では給食費の半減なり無償化を進めておりますが、本町では教育内容の充

実を求めております。そういう意味で、今議員がおっしゃったように、教育費の無償化を

するということは、教育内容の充実を、それを差し置いても給食費の無償化をするという

ことを考えていらっしゃるのか、私はそのことについてどのように思っているのかを考え

ております。 

そういう意味で、町教育委員会としましては、教育内容の充実を優先するということで、

この給食費については、学校給食法の第 11 条にありますとおり、保護者負担をお願いして

いるところでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  どのように考えているのか、私は、やはり今の学校の取り組み、特にリーデ

ィングスキルの問題、これは素晴らしい取り組みだというふうに評価しております。です

から、こういう教育をやっぱり進めていただきたい。一方ではそう思います。しかし、も

う一方では、やはり町民の方々、あるいは子育て世代の負担軽減というところでの施策を

求めたいとそう思っております。 
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一つ例をあげさせていただきます。今回、例ではないです、一つ質問です。今回、大阪

府が、そこにも書いてございますが、昨年、今年度と学校給食費の無料化に踏み出してお

ります。その理由なんですけれども、昨年の３月に、ある議員が質問したところ、これは

共産党ではございません。質問したところ、21 年度から検討するというような回答でござ

いました。しかしその後、20 年度からもう実施するんだというようなことで、なぜか、コ

ロナ対策ですか、そういうことで大阪府が学校給食費の無償化に踏み出しております。 

そこでお伺いします。町としても新型コロナウイルス感染症対策で、対策というか、そ

こで非常に経済的にダメージのある子育て世代に対して、やはり学校給食費半額補助で、

それを応援するという気持ちはないでしょうか。それだけお答え願いたいと思います。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  この質問については、令和元年９月と 12 月でもお話をしておりますが、給食費

につきましては、調理員の委託料、光熱水費等、65 パーセントを町が持っています。残り

の 36 パーセントとは保護者に負担をしていただくということで考えております。そして、

経済的に厳しい家庭については、準要保護制度等の制度がありまして、免除になっており

ます。 

再度申し上げますが、本町では、この教育内容の充実を子育て支援として、給食費の無

償化に伴う、その予算を教育内容の充実に努めているところでございます。限られた財源

の中で優先順位を付けていくことは、私は大事なことだと思っております。 

議長すみません、逆に小林議員のお尋ねしたい点があるんですが、よろしいでしょうか。 

○議長  反問権ね、使ってください。 

○教育長  反問権ということで、小林議員は、教育内容の充実を削減しても給食費を補助

することに対して、そっちを優先するというふうに考えてよろしいでしょうか。 

○議長  ３番、小林雅弘君。 

○小林雅弘  それは、どちらかという話を持ち込んじゃいけないです。私は、限られた資

源といえば、それは町の財政そのものが限られた資源です。しかし、いろんなところでそ

れは生み出す可能性があると。例えば半額補助だと 800 万円です。そうですよね。そうい

うところも、いろんな努力をすれば生み出せる、だから大阪府は踏み出したんじゃないで

すか。 

だから、私が聞いたのはそういうことじゃない。いいですか、私は教育長のおっしゃっ

ていることも全部メモしてございます。それも理解しております。そういう観点ではなく

てということでお話をしています。 

それから、コロナウイルス、今の質問はそういうことではないんです。コロナウイルス

対策として実施する気があるのかないのか、これだけお伺いします。 

○議長  時間であります。質問は、これ反問権で小林議員が答弁した、それで終わりです。 

答弁できるかできないかだけ、じゃあ小林議員から。 

教育長の質問に簡潔にご答弁をいただければいいと思います。 

○小林雅弘  それではお答えいたします。 

限られた財源、その中で、ですから教育内容の充実、私はそれ否定するものではござい

ません、もちろん。だから、先ほど申し上げましたように、今の取り組み、これについて
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最大限の評価をしています。今後も続けていただきたい、そういうふうに思う次第でござ

います。 

ただ一方で、この財源については、教育費の中から生み出すのは、やはり困難でござい

ます。あるところで、これはもう町の名前を言ったら差し支えありますけれども、学校給

食費の半額補助をしたある町がございます。ところが、そこでは学校の予算も削ってしま

ったと、そういう事実もございます。そうじゃなくて、全体の中から生み出せないかとい

う議論をしております。決して学校教育費、学校の予算を削れというような、そういう暴

論を言っているわけではございません。ご理解いただきたい、そう思います。 

以上をもちまして私の一般質問を終わらせていただきます。非常に楽しい議論、ありが

とうございました。 

○議長  暫時に休議にします。（１１時５８分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

１番、荒海正人君。 

○荒海正人  皆さん、こんにちは。１番、荒海正人です。通告に基づきまして二つのテー

マについてお尋ねしてまいります。 

まずはじめに教育政策における今後の展望についてお尋ねいたします。今日の教育政策

において、ふくしま学力調査の実施やＩＣＴ端末等の導入により、児童生徒一人一人の学

力や非認知能力の見える化が図られているところであります。他方で西会津こども研幾塾

やアントレプレナーシップ事業などの取り組みにより、学ぶ目的づくりなどにも力が入れ

られているように見えます。教育現場においては大きな変化が求められているところでは

ありますが、相応の効果も期待できると考えています。変化が目まぐるしい学校教育分野

において、今後の展望を伺います。 

１点目、個別最適化されていく教育の展望についてお尋ねします。ふくしま学力調査の

結果を受け、今後の授業や学校運営全体に対して、どのように反映させていくのでしょう

か。別最適化していくための過程として、ＩＣＴ端末等の導入が大きな役割を果たしてい

ますが、機材の導入による効果検証等はどのように行われていますでしょうか。 

一人一人の非認知能力等の見える化も図られている中で、個性を伸ばしていくための教

育のあり方についてどのように取り組まれていますか。 

児童生徒への対応が個別最適になっていく中で、教育現場が複雑化していくとも推測さ

れます。先生ごと、教員先生ごとのスキルアップと負担軽減のバランスについて、どのよ

うに図られているでしょうか。 

次に、学びの目的についてお尋ねいたします。西会津こども研幾塾、アンテレプレナー

シップ事業、西高魅力発信隊の活動について、それぞれの狙いや個別最適化された教育と

のつながりについて、どのように考えておられますか。 

次に３点目、キャリア教育についてお尋ねいたします。中学校、高校における進路指導

について、どのように取り組まれていますか。また、子どもたちが将来を考えるにあたり、

社会とのつながりを意識する機会が重要だと考えますが、学校生活の中でどのような機会

が与えられているのでしょうか。 

続きまして、西会津町子育てコミュニティ施設の環境整備についてお尋ねします。旧芝
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草保育所を活用した西会津町子育てコミュニティ施設が 10 月に開所されたところであり

ます。１日当たり平均 20 名が利用されるということで、幼児教育の重要性や親子間のコミ

ュニケーション、親同士のつながりの形成など、期待される効果は大きいと考えておりま

す。今後さらに環境整備が図られていくということで、今後の展望を伺います。 

まず１点目、施設の整備についてお尋ねいたします。壁面等、経年劣化が見られる部分

について、今後の改修などの予定はどのように考えられているのでしょうか。 

また、名称についてどのように検討されていますか。 

また、未整備の部屋が２部屋、施設に入って右方向にありますけれども、今後の活用方

針などについてどのように検討されているのでしょうか。 

次に２点目、子どもたちの学び場、遊び場、学びの場としての整備についてお尋ねしま

す。各部屋にある遊具や玩具類は、今後どのように充実させていく予定でしょうか。 

また学びの場づくりとして、イベントやワークショップのような機会をどのように検討

されているのでしょうか。 

次に３点目、コミュニティ形成の場としての体制づくりについてお尋ねいたします。幼

児教育の実践や利用者同士のつながりをつくるための人員配置や仕組みづくりについて、

どのように検討されていますか。地域とのつながりを活用した場所づくりについて、どの

ように進められていくのでしょうか。 

以上、教育政策における今後の展望と西会津町子育てコミュニティ施設について、２点

についてお尋ねいたします。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  １番、荒海正人議員のご質問のうち､教育政策における今後の展望について､お

答えいたします｡ 

はじめに、１点目の個別最適化された教育の展望のうち､ふくしま学力調査の結果を受

けての対応についてでありますが､この学力調査は､児童生徒一人一人の学力を確実に伸ば

す観点に立ち､経年の変化を見ていくことにより、学習内容の定着度や学力の伸びを把握

するとともに､学習に対する意識や生活の様子などの状況をも調査するものであります｡ 

本町においては､平成 30 年､令和元年に続き､本年４月に３回目を実施いたしました。令

和元年との比較において､学校全体として、学力は伸びているという結果が見られました｡ 

今後は､一人一人の学力の伸びや質問紙の回答から､学校と家庭での学びを個々に指導し

ていくとともに､学校全体としての課題を把握し､改善を図っていく考えであります｡ 

次に､ＩＣＴ端末等の導入による効果の調査はどのように行われているのかとのご質問

でありますが､本町においては､国のＧＩＧＡスクール構想に基づき､昨年､すべての児童生

徒にタブレット端末を配付し､学校のみならず家庭での学習にも活用しているところであ

ります｡ 

導入から一定期間が経過したことから､本年６月に小学校４年生から中学校３年生まで

の児童生徒を対象に､タブレット端末使用状況調査を実施したましたが､タブレットをを使

うようになって家庭学習の時間が増えたと回答した割合が､小学生で約 75 パーセント、中

学生で約 50 パーセントとなったほか、タブレット端末の活用により、授業が分かるように

なった。授業が楽しくなった。家庭学習が前より分かりやすくなったとの回答が多く見ら
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れました｡ 

次に､個性を伸ばしていくための教育の取り組みについてでありますが､先ほど申し上げ

ましたが、ふくしま学力調査や読解力の定着度合いをみるリーディングスキルの結果を踏

まえ､個に応じた指導を行っているところであります｡ 

次に、個別最適化に対応する教員のスキルと負担軽減のバランスについてでありますが、

個別最適な学びを実践していくために､教員にとって必要なスキルは､児童生徒の実態を適

切に捉え、個に応じた指導を実践することであり､そのために町教育委員会としましては､

ふくしま学力調査の結果分析やＩＣＴ活用など､さまざまな研修の機会を設けております。

一方で､ＩＣＴを活用することにより､授業の教材づくりやテストの採点など、教員の負担

軽減を図りパランスを取るよう努めているところであります。 

次に２点目の学びの目的についてでありますが､まず､西会津こども研幾塾、アントレプ

レナーシップ、西高魅力発信隊のそれぞれの目的について申し上げます。 

西会津小学校５・６年生を対象とした西会津こども研幾塾は､体験活動等を通して､町や

会津地域の歴史や文化､自然､産業等について理解を深め､ふるさとを誇りに思い､町の未来

を担う人材を育成することを目的に実施しております｡西会津中学校で実施しております

アントレプレナーシップ教育は､社会の一員として生きていく上で必要な、自ら考え行動

し､問題を解決しようとする力や、自ら未来を切り開き､協働する力｣を育てることを目的

としています。また、西会津高校の西高魅力発信隊は､地域の魅力を掘り起こし､地域の活

性化に繋げる部活動であります｡ 

西会津こども研幾塾及びアントレプレナーシップ教育につきましては､それぞれの目的

達成のために､まずは地域を学び知ることなど､児童生徒が個々に考え､地域と関わりを持

ちながら探究的な学習を展開しております｡これらの個々の学びを尊重し､支援することが

個別最適化された学びにつながるものと考えています｡ 

なお､西高魅力発信隊の活動を含む西会津高校の教育活動に対しましては､本町の多様な

地域資源や人材を紹介するなど､西会津高校に配置している地域おこし協力隊が､支援、連

携しているところであります｡ 

次に３点目のキャリア教育についてのご質問のうち､中学校、高校における進路指導の

取り組みについてでありますが､西会津中学校においては､特別活動での進路の学習や総合

的な学習の時間での職場体験、アントレプレナーシップ教育により､生徒の自己実現が図

られるよう取り組んでおります｡また､高校説明会の開催や生徒、保護者、学校の三者面談

の実施などにより、生徒の適切な進路選択を支援しているところであります。 

西会津高校に対しましては､進路支援事業として､専門講師による進路講話や小論文指導

などに補助金を交付しているほか､修学資金貸与事業により､進学者への支援をしておりま

す｡ 

次に､社会とのつながりを意識する機会はどのようにつくられているのかとのご質問で

ありますが､本町においては､地域学校協働本部事業の取り組みにより、登校時の安全指導

や総合的な学習の時間における地域学習での講師、部活動の外部コーチなど、さまざま場

面で地域の方々と触れ合う機会が多く確保されております。 

町教育委員会といたしましては、コミュニティスクールと地域学校協働本部との両輪に
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より、学校にない地域の教育力を最大限に活用した学びを展開し、地域に開かれた学校を

推進してまいりますので、ご理解願います。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  １番、荒海正人議員のご質問のうち、子育てコミュニティ施設の環境整

備についてお答えいたします。 

１点目の、施設の整備についてのご質問でありますが、本年度の開所に向けた整備に加

え、第２期整備として、経年に伴う劣化がみられる屋根や雪囲い、廊下の修繕と、赤ちゃ

ん連れでも安心して利用いただけるよう授乳室の整備を計画しております。 

また、未整備の２部屋の活用方針や施設の名称については、今後、利用者の意見などを

踏まえ、本施設が子育て世代や地域の皆さんに、さらに親しまれるものとなるよう検討し

てまいりますので、ご理解願います。 

次に２点目の、子どもたちの遊び場、学びの場としての整備についてのご質問でありま

すが、乳幼児期の子どもたちにとって、家庭や地域、こども園などでの生活や遊びでの体

験、身近な人たちとの関わり合いなど全てが学びであることから、本施設の遊具、玩具類

につきましても、子どもたちの学びがより深まるように、利用者の要望と関係部署、団体、

アドバイザーなどの意見を踏まえ、引続き充実を図ってまいります。 

また、施設で実施するイベント、ワークショップなど学びの機会については、行政主導

での実施に限らず、利用者主体の開催が積極的に進むよう教育、福祉等担当課が連携して、

その実施体制を構築してまいりますので、ご理解願います。 

次に３点目の、コミュニティ形成の場としての体制づくりについてのご質問であります

が、現在、本施設の管理については、町シルバー人材センターに委託しておりますが、本

施設の機能強化を進めるために、利用者、関係者などと管理運営に適した組織づくりにつ

いて、検討してまいります。また、その検討の過程において、地域とのつながりを活用し

た場所づくりについても、他の子育て支援事業との連携、幅広い世代や多様な地域の皆さ

んの関わりなどにより、地域とのつながりが図られるような方策について、今後検討を進

めてまいりますので、ご理解願います。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  順次再質問させていただきます。まず個別最適化された教育について再質問

していきたいなと思います。ひとまずご答弁いただいた内容で、ふくしま学力調査などの

結果が出てきて、総じて学力が伸びていると評価がされたと、これはすごくうれしく思っ

ています。子どもたちも努力したんだろうなと思いますし、併せて国が進めているＧＩＧ

Ａスクール構想であったり、町の教育改革のその方向性も、ある程度データであったり、

評価も担保されはじめてきたのかなというふうに思っているところです。 

その中で、すごく気になる部分があって、個別最適化されていくと、やはり今までの子

どもたちの学力ひとつ取っても、今までは点数で子どもたちの学力等が分かっていたわけ

ですけれども、これからさらにその情報が大きくなってくると。例えばこの点数が出まし

たと、この点数が、ここができなかったのは、前の学年のここができていなかったからだ

よとか、または非認知的な集中する力をもう少し付けたほうが全体の学力は伸びますねみ

たいな、そういった指摘だったり、一人一人の評価が出てくるというふうに考えているわ
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けですけれども、そうすると、やはり現場での対応の幅というのもかなり大きくなってく

ると思います。例えば 30 人学級、30 人１クラスであれば、一人一人の対応掛ける 30 人し

なければいけないわけであって、そこの対応というのは、具体的に今後どのような形で行

われていくのか、今、少しずつやられていると思いますけれども、具体的にその個別最適

化された教育を授業の場であったり、学校生活の場で反映していくあたって、どのような

形で反映されていくんでしょうか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  ご質問にお答えいたします。 

個別最適化との内容でございますが、これまでの学校の先生方も、個別最適な学びの指

導を十分してきていると私は思います。その上で、昨今、ＧＩＧＡスクール構想というこ

とで、１人１台端末の配布ということで、その端末を使うことによって、より個別最適化

なデータの収集、または指導ができてくるということであります。 

例えば、社会科の調べ学習等、授業の中でしていた際に、資料を見る場合に、だいたい

子どもたちは教科書に載っている資料を見て、その学びをしていたわけですけれども、１

人１台端末によって、今度は自分でいろんなインターネットを使って情報を持って資料を

調べるという、その子に応じた個別的な最適な学びというか、またそういう情 報活用能

力を持てるような、そういう個別的な指導ができる。 

また算数、数学において、ＡＩ型のアプリケーションを使うことによって、例えば問題

が分からなかったとか、難しい問題でなかなかできないとかというときには、ＡＩが学年

を繰り下げて、前の学習から戻って児童生徒は勉強を学んでいく、そういうような意味で、

タブレットを活用することによって、今までなかなかできなかった個別最適な学びがより

できるということであります。 

そういう意味で、総じて先生個人の能力と合わせて、タブレットを活用することによっ

て個別最適な学びができる。さらにその履歴がクラウド上に入って、先生が後から児童生

徒の学習履歴を見るということができる。そういう意味で、今までとそんなに大きな労働

力というか、大変になっているというこではなくて、個別最適化を見ながら先生は個別に、

また指導の中で、授業の中で、その個別最適化を生かしながら授業を展開できるというこ

とが言えるのではないかなと、そのように感じております。 

以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  了解しました。タブレットであったり、ＩＣＴ機器、あるいはＡＩ、そうい

った分析等も含めて、要は、今までは学校の先生が黒板に向かって、これを見ろよと、一

人一人あたっていたものを、データ上であったり、クラウド上で、そこで分析しながら、

その辺りで業務というか、教えるほうの効率化を図りながら、そうじゃないところ、一人

一人あたらなければいけないところは先生が見てくれる。そういったイメージだというこ

とで理解しました。本当にこれから教え方もシステマチックな教え方になってくると思い

ます。その中でも先生たち、かなり対応してやられているので、期待していきたいなと、

引き続きしていきたいなというふうに考えています。 

また、ご答弁、一番最初のご答弁いただきましたけれども、やはり家庭の協力も必要な
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んだろうというふうに思っています。よくある話ですけれども、学校で子どもたちが一生

懸命勉強して、お家に帰ったら、お父さんが帰ってきて、帰ってきたらテレビをつけて野

球中継を見ながら缶ビールを開けると。で、子どもたちに宿題やったのかという説教をす

ると。そのお父さんは本をちゃんと読んでいるかというと、一回も開いたことありません

というような話をよく聞きます。また、かといって学校の現場で先生がお家の人に、お父

さん、お母さん、ちゃんと本、読んでますかと。読んでません、お家に帰ったらテレビ中

継を見ながら缶ビール、プシュッですというような話があって、それをしっかり先生が指

導できれば、素晴らしい先生なんだろうというふうに思うわけですけれども、やはり、特

に新採用の先生だったりすると、そういうわけにもいかない。そういう家庭との連携とい

う部分で大きなつながり方を模索しているという段階かと思います。 

これから家庭とのつながりを密にしていかなければいけないと思いますけれども、そう

いった人間関係の形成だったり、今学校に集まってイベントだったり、行事等がなくて、

そういうつながりが希薄になっている中で、どういうやり方で家庭をこれから巻き込んで

いくのかという考えについてはどのように思われているでしょうか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  学校と家庭との関係性を強めていくというような内容で、ご質問でございます

が、先ほど子どもたちがこの６月に調査をした中での回答の中で、90 パーセント以上の子

どもたちが家庭学習で学習アプリを使うことに役立ったと、家庭学習が前より楽しくなっ

た、学校の勉強を復習するようになったということで、特に小学校においては、今まであ

りまやらなかったような 70 パーセント以上が、家庭学習が増えたという、その回答の中に

も、今話したように、学校での勉強を復習するようになったとか、楽しくなったという、

そういう回答が出ています。 

私は学校の校長先生方にも常々話をしているんですが、学校での学び、その学びを補完

する意味での家庭学習をしっかりとやっていく、今言われているハイブリッド型で学習と

いうものを完成させていく。そのためには家庭学習をしっかりとやっていかないといけな

いということを話をし、各担任も保護者に家庭学習の充実、大事さをしっかりと教えなが

ら、学校の学びだけではなくて、家庭での学び、学年に応じた勉強の時間がそれぞれある

かと思いますが、それをしっかりとやっていくことが学習をしっかりと完結する大事な点

だと、そういう部分で、そのことをぜひ家庭の保護者の方にも理解をしてもらいながらや

っていくことが大事なんですが、なかなかコロナ禍で授業参観とか懇談会という部分で密

になることが少なくて、オンラインでの授業参観等もあったりもしますので、その辺は学

校だよりとか、学年だより等、また子どもを通じながら家庭学習の充実をしっかりとやっ

ていくことを目指してながら、家庭との関わりをつなげてまいりたいと考えております。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  了解しました。コミュニティ施設等もこれから開いていって、幼児教育から

学校教育、中学校、高校と、教育に関してはかなり一貫して仕掛けをつくられているとい

うふうに思います。親御さんだったり家庭との巻き込み方も今後深めていって、本当に面

として子どもたちの教育の支援ということを行っていただきたいなと思います。 

あと、今話にも出ましたけれども、ＩＣＴ端末導入における検証ですけれども、先ほど
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教育長の話からもありましたが、家庭教育、家庭学習の時間が小学生では 75 パーセント、

中学生では約 50 パーセント増えたんだということで、これは本当にこのやり方が合って

いるんだろうなと、これからの時代の教育のあり方として一つ合っているんだろうなとい

うふうに評価してもいいんじゃないかなというふうに思います。 

ただ、一つ心配事がありまして、特に僕らより、私たちよりも下の世代、あと今学校に

通っている子どもたちは、ＩＣＴ機器は産まれたときから身近にあって、おもしろおかし

くいじっていたわけですよ。要は何を言いたいかというと、一番最初にＩＣＴ機器を触れ

たきっかけが遊びでいじったという子どもたちがほとんどだと思っていまして、となると、

やっぱりＩＣＴ機器、タブレットだったりパソコンの認識が遊び道具ということで、一つ

インプットがされているのかなというふうに思っています。ただその学校の課題をやった

り宿題をやる中では、やはりその課題は先にやらなきゃいけないという意識はあると思い

ますけれども、ふとした授業の合間とか、昔は教科書の端っこにいたずら書きなんかをし

ていたわけですけれども、タブレットをいじって、今はユーチューブだったり、いろんな

検索できるものがあります。また最近はスマホ脳なんていう書籍ができたり、中毒性につ

いてもいわれているわけですけれども、そういったタブレットだったりＩＣＴ機器をツー

ルとして使っていく上で、どのように伝えているのかということはすごく心配していると

ころなんですけれども、どのような形で学校教育の中で指導されているんでしょうか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

 ○教育長  ＩＣＴをツールとしてどのように使っているかということなんですが、かつ

てはＩＣＴは先生が使う教具としてＩＣＴを使っていた。教える道具として先生が使って

いた。今回のＧＩＧＡスクールにおいて、今度は子どもたちが自分たちが１台ＩＣＴを持

つということで、そのＩＣＴを文具、俗にいう鉛筆やノートや消しゴムのように文具とし

て活用するという部分で、今、子どもたちもやっています。 

特に今お話があったように、子どもたち大変タブレット等の操作にも慣れて、先日ＣＢ

Ｔ化に向けての試験対応を福島県で小学校１校ということで、西会津小学校の６年生がＣ

ＢＴの全国学力調査の検証問題をやったわけですけれども、子どもたちは大変素早く、パ

ッパッパッパッとできて、大変慣れているんだなというふうに感じました。そういう意味

では、大変子どもたちはもうタブレットの操作には慣れていると。 

先日も調査をしましたら、ほとんどの子たちがタブレットについて分からないことはな

いと、数名、ちょっと分からなくなることがあるけれどもということなんですが、そうい

う意味では、もう十分学びのツールとして、学用品、文具として子どもたちはＩＣＴを使

えているというふうに感じております。そういう意味では、先生方の学びの方法もＩＣＴ

をどう使っていくかというところがあるかと思います。 

先ほど自分でＩＣＴが来ると、別のことをやっているんじゃないかというようなことが

ありましたが、特に中学校では、学習支援のアプリケーションが入っていますので、生徒

の画面が全部先生の大型の電子黒板に出てきますから、そこに入っていないとやっていな

いということになりますし、当然、今までのものとは違う、自分が学習していることが全

員で共有できるような、そういうアプリの学習支援ツールでございますので、そういうも

のを活用しながら、今までの授業形態とは違う授業のやり方も、今学校では広がっている
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というふうに考えております。以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  使われ方もしっかり見ているし、授業中の使い方はちゃんと見られていると

いうことで、落書きはできないだろうと思います。かといって、これやっちゃだめ、あれ

やっちゃだめだと、やはり子どもたち一人一人の想像力だったり、好奇心みたいなのも結

構損なわれてくるところで、ほかの自治体ではそういったところが結構議論されているわ

けですけれども、西会津は比較的寛容に進められているなというふうに思います。この後、

質問、振りますけれども、目的づくりなども含めて、やはりそこの、いかにサボらないよ

うにするかじゃなくて、いかに目的だったり、やらなきゃいけないことに集中するかみた

いな方向で、今後も取り組んでいただきたいなというふうに思います。 

併せて西会津の教育政策いろいろ進めていらっしゃいますが、今、国との文部科学省だ

ったり、各教育機関とのつながりが大きくなってきているということでもお話がありまし

た。中でも今、元文部科学省で、今県に来られている高橋洋平アドバイザーが、今西会津

のアドバイザーになられているということで、こうした国とのつながりだったり、最先端

のノウハウをしっかり町としてもゲットしていかなければいけないというふうに思います

が、その辺りも含めて、この高橋洋平アドバイザーがをどういった役割だったり、町との

関わり方をされているのか、補足でご説明いただけますか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  最初に高橋洋平氏の関係ですけれども、高橋洋平氏はかつて県の教育委員会の

教育総務課長を３年、その後、企画調整課長を２年やって、５年間、福島県での出向して

勤務をしていただいたんですが、この４月に文部科学省に戻られて、まさにＧＩＧＡスク

ール担当室の室長補佐ということになりました。で、帰られたので、西会津町として、ぜ

ひ高橋洋平氏にアドバイザーになってほしいということで申請を行いまして、見事、西会

津町地方教育アドバイザーということで、高橋洋平氏がなっていただきました。 

この夏休みに、８月の 24 日前後に、本来ですと来ていただいての講演会を、また研修会

を持つ予定でしたが、今回このコロナ禍でしたのでオンラインによる研修会ということで、

西会津だけではなく、全県下にオンラインで参加を呼びかけまして、多くの先生方に拝聴

していただきました。そういう意味では、国が進めているＧＩＧＡスクール構想の内容を

直に本町に取り入れながら、よりよいＩＣＴの使い方を研修しながら進めています。 

その中の一例として、今、先ほどあったように情報モラル的なものということで、他町

村では、こうしちゃいけない、こう使っちゃいけない、ああ使っちゃいけないという、ど

ちらかというと規制をしながらＩＣＴを活用しているわけなんですが、本町ではデジタル

シチズンシップという考え方で、デジタルを前向きに考えながら、こういう使い方をする

ともっといいというふうに、規制をするのではなくて、よりプラス面での使い方をしてい

くということで、先日も国際大学の豊福教授とオンラインで話をして、１月にこの方が本

町に来ていただいて、デジタルシチズンシップの研修会をもっていきます。 

そういう意味で、これから日本もデジタルシチズンシップという考え方に基づいてＩＣ

Ｔを活用していくという形になっていくのかなと、ＳＮＳでの問題行動を起こしたり、い

ろんなデジタルを使っての問題が起きてきますが、それを規制をするのではなくて、どう



 39

いうふうに関わっていけばいいのかという前向きな形で、そういうふうな問題が起きない

ような、そういうふうなデジタルの使い方を進めていこうと考えております。 

以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  個別最適化された教育、まさにこれからの一番目玉となってくる分野だと思

います。いろんな関わり、いろんなノウハウから西会津の一つの魅力として確立していく

んだろうと。そこから周りの市町村に波及していくんだろうというふうに期待しています

ので、よろしくお願いしたいというふうに思います。 

次に、目的づくりの部分で、先ほど私が取り上げさせていただいのが西会津こども研幾

塾、アントレプレナーシップ、そして西高魅力発信隊ですけれども、この三つが本当に子

どもたちを見ていても、目的づくりに直結している事業の代表例だなというふうに感じて

います。ただ、こういった取り組みってほかのところであまりされていなくて、というの

も、やっぱりこういう事業を行っていく上では、ある程度の事業を行っていく上でのノウ

ハウというのが求められていると思うんですね。例えば、町の魅力を探してみましょう。

いろいろあがってきますけれども、あがったきた中で、その魅力って何でそういう魅力だ

と思うんだとか、その魅力の本質って何だというところまで掘り下げていたり。あとはメ

ンターといわれる伴走してくれる大人に関わってもらって、アイデアが一つ出た段階でい

ろんな角度から評価検討したり、考える力を育むみたいな、そういった機会をつくられて

いると思います。 

今後これがどんどんどんどん汎用されていけば、ほかの課外学習の、例えば職業体験だ

ったり、ボランティアなどにもつながっていくものだなというふうに考えているわけです

けれども、こういった子どもたちが考えるであったり、本質を見抜く力をつくるみたいな

企画立案のノウハウ、そこの理念となるノウハウの蓄積であったり、それをどう汎用させ

るかというところって、どのように議論されているのか。学校との調整だったりしている

と思いますけれども、教育長の中でどのようにお伝えしたり、共有しているのか、お考え

をお願いします。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  目的意識を持つという部分で、大変難しい話ですけれども、私は大きく考えて、

毎日の授業の中で、しっかり今日の目当ては何だというところを持ちながら、それぞれ学

んでいくということの、変な言い方ですけれども、癖をつけていくと。その癖をつけてい

くことによって、常に目的意識を持てる子どもに育っていけるのなかなと、そんなふうに

思っています。 

私はこれまでいろいろ校長先生方にも話をしているんですが、これまでの学校というの

は、子どもを育てる学校というイメージでありました。それは主語は先生なんですね、先

生が子どもを育てる学校だと。ではなくて、私はこれからは、子どもが育つ学校、主語は

子どもだというふうに、子どもが育っていかなければいけないという部分に感じておりま

す。 

そういう意味では、今お話したように、授業の中でそれぞれ自分で今日、課題を設けて、

目標を設けて、それに取り組んでいく。そして今日、私はこういうことが分かったと、毎
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時間、毎時間の授業の中で目的意識を持って、その目的が今日はどこまで達成したという

ことが非常に、重いことですが、できたということを繰り返していく中での、そうすると

児童生徒が物事に対する目的意識、目標を常に持っていけるのかなと思います。 

そういう意味では、そういう授業を展開するような授業を先生方にしっかりとやってい

ただく。そういう意味でもありまして、今年度、教育アドバイザーを１名、本町学校教育

課に配置いただきまして、学校の先生方に授業に入っていきながら、そういう授業をつく

っていくんだということで、授業援助をしていただいております。 

そういう意味で、今お話した目的意識を持つ、大変難しい、我々大人でもなかなかそう

いうのは難しいので、子どもたちには１時間、１時間の授業の目当てを持って、その目当

てを達成するために頑張るというようなことを繰り返していくことが大きな力になってい

くのかなと、そんなふうに考えております。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  今、学校の先生だったり、も学びながらそういった部分、積み上げていくと

いうことでした。まさに僕らも学校教育に一部関わっていたりもしますけれども、やはり

そこの部分で何が正解かというのは、最近ではそういった研究も進められていますけれど

も、やはり現場で試行錯誤していくことが必要だと思います。先生たちも常にＩＣＴ関連

の話もそうですけれども、学びながらやられているということで、教育長言われたとおり、

その積み重ねの中で先生たちも考える習慣もしっかりつくっていただきたいなといふうに

思います。 

また併せて、先ほど私も申し上げましたけれども、メンターの役割というか、いわゆる

伴走してくれる大人、学校の先生とは別な大人の参画というのも、かなり地域とのつなが

りだったり、その中から社会というものが見えて、目的意識が向上するということにつな

がると思っています。こういった外部人材の関わりの重要性について、今、おそらく年々

メンターさんといわれる人、あるいは外部人材の学校への参画ということが、人数が多く

なっていると思いますけども、その辺りの意識だったり、そういった外部人材をどんどん

学校に入れていくことに対しての、その意義というのはどのように思われていらっしゃい

ますか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  まさに地域の力を学校に取り入れるという部分では、大変私はこの西会津町は、

そういう意味では地域の人材をどんどんどんどん取り入れているのかなと、そういう意味

では地域学校共同本部の事業が、本町では本当もう５年目に入りまして、大変定着化して

おります。各学年に応じて地域の人材、こういう人材がほしいというようなことも教育委

員会にすれば、コーディネーターがうまくコーディネートして、そういう内容を進めてお

ります。 

そういう意味では、地域の人材を活用することによって、子どもたちは自分の肌で、ま

た体験を通しながら西会津のよさ、また指導者のその人格的なものを感じていけるという

部分で、学校では学べないものが地域にはたくさんあるのかなと、そういう意味で先ほど

申したように、地域に開かれた学校ということで、西会津は本当に県内でも大変進んで取

り組んでいるというふうに評価を受けております。そういう意味では、そういう学習内容
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が西会津の特色ある教育内容だというふうに、今後も進めて取り組んでまいりたいと考え

ております。 

以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  まさに西会津の教育の特色の一つだと思います。ＩＣＴを使った教育、加え

て地域の人たちの参画によってアナログ的な仕掛けも、ぜひ今後も増やしていただきたい

なと思います。 

次に、キャリア教育についてですけれども、キャリア教育は、今話した目的づくりのと

ころにもつながってくるかと思うですけども、ここで聞きたいのは進路指導についてです。

進路指導と位置付けは、やはり手塩にかけて子どもたちを育ててきたその最後の、子ども

たちが次にステップにつながるポイントだと思っています。 

ただ、現実の進路指導の話を聞くと、我々の時代もそうだったわけですけれども、高校、

大学進むにしても、偏差値のいいところであったり、あとは就職するにしても給料の高い

ところだったり、そういったところがやはり一番の話し合われる内容になっている。これ

からやっぱり個別最適化された教育が進む中で、その先のステップの情報も集約していか

なければいけないと思っています。どういった、この高校ではこういう先生が教えていて、

こういう内容を教えているんだと。こういう仕事もあって、こういう仕事はこういう社会

のつながりがあるんだと。この社長さんはこういう理念でやっているんだと。そういった

情報も含めて、今後進路指導において子どもたちとだったり、保護者の方たちとだったり、

話を含めていただきたいなと個人的には思っているんですけれども、その辺りの今後の方

向性というところでは、教育長はどのように思われているんでしょうか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  進路指導については、実は教育委員会は直接児童、または生徒一人一人に対し

ての進路指導はしておりません。学校にその進路指導についてお話を聞いた際に、生徒が、

特に夏休み等を利用しながら学校のオープンキャンパスだとか、疑似体験、体験学習とか

に参加し、中には模擬授業に参加したという生徒もいるという中で、その生徒が自分が希

望する進路の学校の学習環境を見てきたり、また、その学校にはこういう先生がいるんだ

なというところを実際、自分で肌で感じてきたりしています。 

そういう意味では、生徒の、やはり自分で自己選択をしながら自分の進路を見つけてい

くということはとても大事なことだと思いますので、そういう意味では、学校のほうでは、

生徒の希望、また生徒が希望するだろう学校にお願いをして、西中のほうで学校説明会と

いうのを開いております。その中で直接生徒から、講師の来ていただいた高校の先生にい

ろいろ質問したり、いろんなことを聞きながら、この学校を選択しています。 

そういう意味では、自分の将来を選択しながら、自己決定していくという大事な内容だ

と思いますので、教育委員会としても、学校側のほうに十分な情報提供できるように支援

をしていきたいと、こんなふうに考えております。 

以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  やはり本当に今行われている教育政策、終始、やはり個別最適化された教育、
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子どもたち一人一人に対してしっかりと対応していくというような教育だと思います。最

初から最後まで、最後の部分の進路指導の辺りまで面倒をみるというか、気を使っていた

だきたいというふうに思っています。 

次に、コミュニティ施設の環境づくりについてお尋ねします。まずはじめに、福祉介護

課長にお伺いしますけれども、今後施設の整備だったり、あとはイベント、ワークショッ

プ等も利用者の方だったり、地域とのつながりを借りながら運営していきたいというよう

なお話をいただきましたけれども、まずもって、やはり今開所した段階から、どのように、

まずそこの場所を知ってもらって、そこに自分の居場所をつくってもらうことから、今後

の運営に参画してもらうという流れになってくると思うんですけれども、まずその開所し

た今の段階において、利用者の方が施設に関わるであったり、地域の方が施設に関わると

いう関わりしろというのはどのようにつくられていくんでしょうか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、子育てコミュニティ施設のご質問にお答えいたします。 

この施設につきましては、子育て世代から非常に要望の多かった、子どもの屋内遊び場

として整備したとこでございます。10 月に開所いたしましてから、土日には施設を開けて

子育て世代の方や、またそれに関わる方がおいでいただいて、施設をご利用いただいてい

るところでございますけれども。そういった子どもを中心とした子育て世代の方や、また

地域の皆さんが賑わいのある施設として、これからその施設を活用しながら役立てていた

だくということが一番いいのかなというふうに考えております。 

その中で、それを利用する方たちももちろんですが、また町のほうでもその運営体制な

どをしっかりと構築しながら、その施設が本当に子育て世代、子どもたちの遊び場、基本

は遊び場ですが、さらには子育て世代の何かこう拠点となるような施設につくりあげてい

くことを、行政も携わりながらやっていきたいということで考えてございます。 

具体的に運営体制につきましては、これから様々な皆さんをご意見をいただきながら、

よりよい運営体制を構築していきたいと考えてございますので、もうしばらくお待ちいた

だければというふうに思います。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  開所したばかりだということですので、これから本当に関わりしろをつくっ

ていただきたいなと思います。特に小さい子どもがいるご家庭の人だったり、教育関係者

は使うことはすごくイメージするんですけれども、例えば前回の全員協議会の中でもあり

ましたけれども、芝草自治区の皆さんだったり、その地域の方たち、地域で活動されてい

る方たちがあそこの施設に関わるというところについては、まだイメージすることができ

ない部分が結構多いなと思っていますので、この辺りの部分もしっかりやっていただきた

いなというふうに思います。今後の検討を待ってくださいということですので、少し定点

観測的に引き続き議論させていただければと思います。 

あと、やはりこの施設の目的の一つとして、子育てプラス、コミュニティをつくるとい

うところが一つ大きなテーマになっているのかと思います。前回の全員協議会の中で教育

長にお答えいただいた部分でもありますので、こちらのコミュニティづくりについては教

育長にお伺いしたいと思いますけれども、子どもたちは仲良く遊んでいるんですけれども、
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やはりそこを使う親御さんたちだったり、地域の人たちのつながりをどう創造していくの

かというのは、すごく課題としてあります。やはり大人ですので、挨拶はするもののそこ

からいきなり仲良くなるということは結構難しいと思っていまして、今後の運営の仕方に

元保育士だったり、保健師だったり、教師だっり、あとはアドバイザーだったり、そうい

った方たちが関われるということでありましたけれども、教育関係だけじゃくなくて、例

えばその地域とのつながりだったり、あとはそのコミュニティづくりということにすると、

まちづくり的な観点も必要になるんじゃないかなと、必要になってくるんじゃないかなと

いうふうに思うんですけれども、今後そういう関係づくりだったり、人員配置をしていく

上で議論を進めていく中で、そういったいろんな角度の要素というのは、どういうふうに

取り入れられていかれるんでしょうか。 

○議長  教育長、江添信城君。 

○教育長  私は子育てコミュニティ施設については、福祉と教育の一体化した施設にして

いきたいなと、そんなふうに思っております。そういう意味では、乳幼児の教育から学校

教育につながっていく、大事な乳幼児の子どもたちが自由に遊べるような、またその保護

者がしっかりコミュニティをつなげられるような、そんな場だというふうに考えておりま

す。 

そういう意味で、今、介護福祉課のほうも、今組織づくりについては、いろいろ検討し

ていきながら進めていくということでお話ありました。確かに西会津には保健師さんとか、

保育士さんとか、幼稚園の先生とか、また学校の先生、そういうＯＢの方がたくさんおり

ますので、その方々の力もうまく使っていきながら進めていきたいなと、こんなふうに思

っています。 

何よりも、先ほど議員のほうが定点観測をしていくというようにおっしゃったんですが、

そうではなくて、逆に利用者一人一人が中に入っていただいて、こういう施設にしよう、

こういうふうに運営していこうという町民参加型の、そういうような施設につくっていけ

ればなと。なかなかどうしても行政主導型ではなくて、当然、行政もバックアップしてま

いりますけも、町民も参加していく、そこを利用する保護者の方も参加できて、もっとも

っとその参加、ニーズに応じた施設にできるうよな組織づくりも考えながら、みんなでつ

くっていく施設にしていこうというようなものを目指したいなと、そんなふうに思ってい

ます。 

そういう意味で、人員配置ですとか、そういうものも福祉介護課、また生涯学習課とも

連携しながら、どういう組織運営がいいのかというところを考えながらやっていきたいな

と、そんなふうに考えております。 

以上でございます。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  私自身も関わっていきたいと思います。本当にそこに関わるにしても、関わ

りしろをどうつくるかと、いろんな施設でも言われていますけれども、場所をつくっただ

けでは人は集まらないと。やはりそこにおける仕掛けというものを考えていただきたいと

思いますし、利用している私たちも提案していきたいというふうに思います。 

本当に昔から言われているお節介おばちゃんみたいな人があそこに１人いるとか、そう
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いったものでも結構空間の雰囲気だったりも変わってくると思いますし、あと利用されて

いる方たち集まって草むしりをする、花植えをする、そういったのでも結構コミュニティ

としてできていくかと思います。そういった部分も踏まえて、今後個別にも提案させてい

ただきたいなと思います。 

あと、やはり子育てをされている方たちが、土日しか今やられていないということで、

その子育てしている方たちが教育だったり子育ての部分で関わっているのは、やはりこど

も園だったり、そういった教育施設だと思いますけれども、そういった施設間でのつなが

りだったり、人材の共有みたいなものというのは、どのように今後考えられていらっしゃ

いますか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、議員のご質問にお答えいたしたいと思います。 

こども園は、子育て支援の拠点施設として子育て支援センターや、また幼児保育、教育

を担う施設として 29 年に整備してまいりました。施設の中にも職員がおりまして、子育て

に関わる相談ですとか、また、おいでおいでといった子育て、家庭でお子さんを保育して

いるグループの活動なども、そこの場所で実施しているところでございます。 

今回、新しい施設が芝草に開所したことから、そういったこれまでの町で行っておりま

した支援と連携しながら、どういった、空き施設、空いている部屋などもございますので、

そこで機能強化が図れるかどうか、両方連携しながら進めてまいりたいと考えております

ので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  １番、荒海正人君。 

○荒海正人  私もこども園のその取り組みに参加したことがあって、そうすると、やはり

親御さん同士仲良くなりましたし、それを場所を変えてコミュニティ施設でやるだけでも、

結構あそこの場を軸にコミュニティがつながりそうだなというのを、今イメージできまし

た。なので、新しくできた施設だからといって、目的だったり使う人が今までと違うかと

いうとそうでもなくて、関連性たくさん出てくると思いますので、そういったところを組

み合わせながら進めていただきたいなというふうに思います。 

以上で質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  皆さん、こんにちは。私の質問は消防団についてであります。本町の消防団は、

地域の生命と財産を守り、防犯、防火に尽力されている。しかし、近年は団員数の減少を

含め、様々な問題を抱えています。次の点について質問いたします。 

一つ目として、消防団の団員確保対策について。 

二つ目として、消防団員の報酬について。報酬配付の方法等であります。 

三つ目として、消防設備について。施設及び機械器具、車両更新について。 

四つ目として、高効率かつ迅速な消火活動の充実について。 

以上であります。 

町側の明快な答弁を求めます。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  ４番、秦貞継議員の消防団についてのご質問にお答えいたします。 
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はじめに、消防団の団員確保対策についてでありますが、令和３年 11 月１日現在、団員

数は 356 名であり、条例定数の 435 名から 79 名が欠員となっております。 

町は、これまで、消防団応援事業や運転免許取得費補助金などを創設したほか、町外に

在住する方であっても町内の企業等に勤務していれば入団できるよう入団資格の緩和を行

うなど、消防団への加入促進を図ってまいりました。また、消防団と連携し、企業及び自

治区長のご理解をいただきながら勧誘活動を行うなど、団員確保に努めてきたところであ

ります。 

今後も消防団と連携し、非常備消防の重要性や役割を理解していただくとともに、各分

団による地元勧誘を中心とした新入団員の確保に取り組んでまいります。 

次に、消防団員の報酬についてでありますが、現在は団の意向により、各分団に一括で

支給しておりますが、令和４年４月１日からは報酬等を個人支給に切り替えるよう国の指

針が示されたところであり、今後の対応としましては、現在、団との協議を進めておりま

すのでご理解願います。 

次に、消防設備についてのご質問につきましては、町は小型動力ポンプや消防車両の更

新について、団からの要望に基づき、老朽化や車両の配置替えに対応するよう計画的に行

っているところです。今後につきましても、団からの要望により、消防力を維持できるよ

う消防設備の更新を進めてまいりますのでご理解願います。 

次に、効率的かつ迅速な消火活動の充実についてでありますが、令和４年度に、部班の

統廃合による消防車両の配置替えを計画しており、車両の効率的な運用による出動率の向

上を図るとともに、導入を検討しております消防団アシストアプリにより、災害現場への

時間短縮及び、迅速な現場の状況把握と消火活動に努めてまいります。 

また、消防団員の減少や、自治区の高齢化等の理由により、配備している小型動力ポン

プの管理が困難な自治区が存在するため、水道施設がある地域においては消火栓の増設に

努め、少人数でも初期消火が可能となるよう整備するとともに、自主防災組織や消防支援

隊との連携を図りながら、消防団並びに常備消防が到着するまでの間の消火体制づくりを

進めてまいりますのでご理解願います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  それでは、通告に従い順次質問していきたいと思います。 

まず、この質問は、私議員になってから３回目なんで、定期的にやっているものなので、

本当いろんな施策、町側もいろいろ頑張っていらっしゃいますが、私が考えるに、町民の

生命と財産を守るというのは根幹で、一番重要なところではあります。ここを守らずして

安心安全な町というのはなかなか目指せないと思いますので、その中でも消防団の活動と

いうのは、本当に多岐にわたりますし、今申し上げましたとおり、人口減少、それだけじ

ゃないんですけども、団員数の減少、これに歯止めをかけないと、この先 10 年後、20 年

後、その未来を担っていく方々が苦労する、不安になるような町にしてはいけないと思い

ますので、ここで我々ができることを精一杯討論しながら、未来の西会津、安心安全な西

会津を目指したいと思いますので、逐一質問していきたいと思います。 

まず、消防団、この間の全協でも説明いただきましたが、定員、消防団員の定員が 435

から 400 に削減されるという説明をいただきましたが、これ過去５年ぐらいでどのぐらい
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消防団員数というのは減っているのか、その数字等、把握されているのであればお示しく

ださい。まずそこからお聞きいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  過去５年の消防団員の減数でございますが、29 年度当初が 405 名で、令

和３年度の当初、12 月１日現在ですと 356 名ということで、49 名の減ということになって

います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  結構減っちゃったんですね。これから減った団員をどう、これから減るであろ

う団員をどう抑えて、できれば増加にもっていくにはどうしようか、そうやって地域の消

防力、防災力を高めるにはどうするかを議論していきたいと思いますが、これ消防団、団

員募集の情報発信というのはどのように行っているんでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  団員の募集につきましては、広報誌に年数回、出して、掲載しまして募

集を図っております。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  広報誌というのは、広報にしあいづとかそういったものですか。こんなのです

か。顔が出ているのであれですけれども。これ定期的に、毎年、毎年やっているものなん

ですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  定期的に広報にしあいづに掲載し、募集をかけてございます。なお、年

度当初には特に出して募集をかけております。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ちょっとさっき顔を隠しましたが、私の知り合いがインタビュー付きで載って

いるんですけれども、やっぱりこんな感じで、現場の人の声を聞きながら、それを載せて

いるような感じでよろしいですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  広報の内容につきましては、消防団の声と、あとはこういう災害時には

こういう消防団員が必要ですということで、消防団の役割も含めまして、毎回同じ記事で

はございませんけども、掲載し、募集をしているところであります。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  やっぱり知っている人の顔を見えるとすごく効果的だと思いますので、これは

引き続き行ってください。 

それと、その情報発信というのは、うちにはケーブルテレビという町内全域にわたる広

い情報発信ツールがありますけれども、こういったケーブルテレビというのは活用されて

いるのかどうかお聞きいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  ケーブルテレビにつきましては、これまで募集に関しては毎年はやって

ございませんでした。消防団応援事業とか、そういった事業ができたときに併せまして、

事業の紹介と併せまして募集ということではやってきておりますが、定期的にということ
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ではございませんでした。今後、やっぱりケーブルテレビも有効に活用してまいりたいな

と考えてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ぜひそうしたほうがいいと思います。ケーブルテレビの視聴率も結構いいと思

いますし、本人が見てなくても家族が見ているとね、入らないとまずいぞと、だめだぞと

勧めてもらえると思いますので、ケーブルテレビ等を通して、先ほど申し上げましたとお

り、やっぱり顔が見える、分かりやすい広報で、どんなふうに活動されているのか、そう

いったのもぜひケーブルテレビで発信していただきたいなと思います。それぜひ前向きに

検討していただきたいなと思いますけども。 

その本人がやる気、もちろん本人の理解が一番大事だと思うんですけども、それ以外に、

例えばやりたいと思った人が伸び伸びと、本当に消防団活動に集中できるには、ある程度

周りの理解というのが必要だと思うんですけど、その辺はいかがお考えでしょう。どうい

った理解が、周りの理解が必要だと思いますか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  周りの理解と申しますと、第一にはやっぱり家族かなと思います。あと

は、当然その自治区内でも、やはりご理解をいただきたいなというところはあります。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  まさにそう思いました。私も、まずは本人ですね。次は家族。その次なんです

よ、私が考えるに、なかなか消防団に入れない理由の一つというのが、やっぱり企業です

ね、働いているということなんですね。例えば自営業の方とかね、農家の方々だとある程

度自分で時間の調整はできますが、今そのサラリーマン、要は勤め人が多くなったという

ことが、なかなかいざというときに人が駆けつけられない事情だと思うんですよ。その企

業にどう理解してもらうかということが大事だと思うんですけれども、こういったところ

に関して、地元の企業の消防団への理解活動というのはどのように行っていらっしゃった

でしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  企業へのご理解ということで、町としましては、団長さんと、これは会

津地方振興局の職員と一緒に企業を回りまして、企業のご理解をいただくように、団の勧

誘に努めてきたという経過がございます。ただ、今年はコロナの関係もございまして、ま

だその活動はできてませんが、昨年まではそういう形をやってきたという経過がございま

す。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  やはりその企業さんというのも、例えば火事が起きたときに、その職員、自分

のところの会社員がばっと出て行っちゃって仕事できなくなっちゃうわけですよ。そうな

るとやっぱり不利益を被ることになると思うんです。そうすると、そういったものも、火

事が起きたときのフォローはなかなかできないにしても、普段そういった町のこういった

防災、防火に協力してもらっている企業や組織の方々というのは、やっぱりある程度ウィ

ンウィンがなければだめだと思うんです。 

たぶんこれ役場でもご覧になっていると思うんですけど、例をあげますと、地方公共団
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体名、長崎県なんですけど、ここでは消防団の協力事業所を紹介、もしくはＰＲ動画を作

成して、ケーブルテレビで放送するんです。ですから、ここの会社に関しては、こういっ

たことで消防団に協力しています。で、それだけじゃなく、この会社はこういったものを、

例えば製造している、こういう活動をしていますというのを、私も動画を見たわけではな

いので何とも言えないんですけど、こういった活動をされている自治体もあるんですよ。 

こうやって、やっぱり企業を助けつつ、いざというときは町も助けてもらう。お互いウ

ィンウィンの関係をつくるというのが大事だと思うんですけども、今の事例、総務省の消

防庁、確か事例紹介に出ているものですけども、これに関して今後の見解というか、お伺

いしたいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  今ご質問のありました内容につきまして、町としましては、これまで企

業のご理解をいただくために回ってきたわけですけれども、やはり企業さんとしても、や

っぱり製造、生産等があって、その従業員が抜けるとなかなか困るというようなところも

ございます。やはり多少なり企業さんの温度差がありますが、そういったところでご協力

をいただけるというようなことにつきましては、もっともっと紹介するべきかなと、今思

ったところでございまして、ケーブルテレビなり、それが消防団の確保につながるという

ことであれば、どんどんやっていきたいなと思います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  例えば、建設業だったかな、消防団員数の人数に応じて、その入札のポイント

加算なんか行っているなんていう話も聞きますので、一般のね、例えば製造業さんにはそ

れはなかなかできないにしても、やっぱりそういった町に協力している方々、もしくは企

業さんに対しても、やっぱりそういった温かい対処の、目に見える恩恵というものを、や

っぱり今後もぜひ検討していただきたいと思います。 

本人、地域がだんだん同じ方向を見て、地域の防災を高めようという方向を目指したと

すると、今度はどうやって具体的にその消防団員数を確保するか。今、消防団の方々も団

員確保に関しては一生懸命頑張っていただいているところですが、なかなか成果が出ず、

その結果が、今回 435 の定数が 400 になってしまったというのが現実だと思うんですね。 

その際、じゃあどこに、じゃあどうやったら具体的にその人を集められるかというとこ

ろなんですよ。これ順次協力していただきたいなと思う方々の名前を出していきますけど

も、地域おこし協力隊というのは消防団には入れないんですか。まずお聞きします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  消防団の加入できる範囲ということで、町内に住所を有するということ

で、地域おこし協力隊は町内に住所がありますので、団員に入団する資格はございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  地域おこし協力隊というのは、数ある自治体の中から西会津を選んで入ってき

てくれて、この町の、要は西会津という地域をおこしたいという高い志を持ってきていた

だいている方々ですけれども、そういう方々に対して、たぶんそういった方々ですから、

たぶん西会津を愛してくれて、守りたいという気持はたぶん大きいと思うんですね。そう

いった方々、地域おこし協力隊の方々に、その消防団の入団や、そのボランティア精神、
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ボランティア精神は別としても、消防団に入ってみませんかという勧誘だとか、紹介とい

うのは行ってきたんでしょうか、お伺いします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  地域おこし協力隊に消防団への勧誘というのは、現在も行ってきてはお

りません。地域おこし協力隊がお住まい、今後、地域おこし協力隊が住んでいる地区、そ

の近くの部、班ございますので、そこの部、班と連携して、今後お誘いするというような

ことも必要なのかなと思います。ただ、入団に関してはその方の意思が一番尊重されます

ので、その辺も含めて部、班と連携取りながら勧めてまいりたいと思います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  これ我々もそうなんですけども、無理やり消防団に入ってくれという命令はで

きませんので、やっぱり消防団活動の内容を理解し、そのボランティア精神といいますか、

確かにお手当はいただいていますけども、ほぼボランティアですよね。そういったところ

をよく理解していただけるよう、ぜひ情報発信等お願いしたいなと思います。 

次なんですけれども、役場消防隊に関してなんですけれども、これ役場消防隊というの

は、現在どのような活動をされているのか、まず確認。要は、この間の幹部会だったと思

うんですけれども、そこで役場消防隊の人員を消防団のほうに入れていただけないかとい

う、確か意見が出たはずだと思うんですけども、人員確保という意味で、まず確認のため、

役場消防隊の活動というのはどのようなものなのか、お聞きしたいと思います。 

○議長  総務課長、新田新也君。 

○総務課長  役場消防隊についてお答えをいたします。 

役場消防隊につきましては、総務課が事務局ということでやってございますので、お答

えいたします。まず役場消防隊でありますが、平成 28 年４月１日に設置をされてございま

す。現在、隊員数は 15 名。まずその設置の経緯でございますけれども、消防団員のサラリ

ーマン化が進んで、平日の日中、火災等が起きたときに出動できる隊員が非常に少なくな

っているということでございまして、その際、まず火災の連絡は広域から真っ先に役場に

入ります。役場に入りまして、役場が最初に出るということで、迅速に現場に駆けつけ、

さらに業務の内容としましては、広域の指示に従って初期消火、交通整理、情報収集、情

報伝達などを役割として行ってございます。 

以上が役場消防隊の、ほかに何かありましたっけ、の役割でございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  今、役場消防隊の活動は分かったんですけれども、実際その 15 名いらっしゃる

わけですよね。出ていただくの非常にありがたいんですけれども、消防団の中で話が出て

いるのは、今とにかく人がどんどんどんどん減っている。新郷と奥川に関しては、もう統

合、統合で、奥川はもう一部１班制になっちゃいましたよね。結局この先５年後、10 年後

を予想したときに、やっぱりなかなか奥川、新郷地区が、例えば火事が起きたとき、自分

の地域で火事が起きたときに、その現場、要は新郷で火事が起きたときに新郷の人たちで

初期消火はできたにしても、効果的な消化ができるかどうかといったら、厳しくなると思

うんです。じゃあどうするかといったら、例えば尾野本や野沢の人たちが駆けつけて助け

なくちゃいけなくなることは、私は予想するんですね。 
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そうなったときに、今でもだんだんだんだん先ほどね、一番最初の質問にありましたと

おり、消防団の団員数が減っていく中、人が減り続けた場合というのは、これは地元の役

場の方以外の消防団員だけでは、私はなかなかちょっとカバーするのは厳しくなると私は

予想しますが、まず町側の、この私の考えに対しての見解をお伺いしたいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  今後、団員数が少なくなって、特に奥川、新郷で団が少なくなったとき

どうするかということでございますが、今回の部、班の統廃合のときに、車両が動かせな

いところがありまして、それを今こちらのほうに、２分団のほうに配置換えをして、今度、

出動範囲も見直しながら出動率の向上ということで、車両を動かせるところに持ってきて、

奥川とか新郷のほうにも出動できるような体制を組まなければいけないと考えてございま

す。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  そうですよね、やはり私も、町もたぶん同じ考えだと思うんですけれども、結

局大きな、人口のある程度まだ比較的、今はですよ、余裕がある部分で、その人たちが例

えば郡部の人たちを助けるしかない環境が、この後、未来、来ることが予想されるわけで

すよ。そのときに人が足りなくなって、どうしましょう、今も先ほど来、申し上げますと

おり、入ってくださいと言っても、なかなか若い人たちは入ってくれないというときに、

やはり私が考えるには、私もそうですけれども、やっぱり役場の人たちも、ある程度、地

元の方々と一緒になって消防活動を行うような方向性というのは、もうだんだんだんだん

検討しなくちゃいけないと私は思うんです。団からもそういうお話が、今あがっていると

いうのであれば、今から考えるべき、もう時期が来ているのかなと私は思うんです。 

ちなみにこれもまた消防庁の、総務省の消防庁のホームページにも出ているんですけれ

ども、宮崎県都城市ですね、新規採用職員の消防団入団研修。もう入った時点で研修を行

っている自治体もありますし、佐賀県の武雄市、33 歳以下の市職員は、もう無条件入団、

33 歳以下。若い人は入ってくださいというような取り組みをやっているところもあるんで

す。あと、福井県の永平寺町、若手町職員の精鋭消防隊なんかもつくって、要は、こうや

って、やっぱりどこもそうだと思うんですけれども、人が少なくなってきたら、もう職員

の人たちも一緒になって、町民の人たちとね、消化活動をやらなくちゃいけないですよと

いう時代があちこちの自治体でも出てきているんですよね。この方向性を、ぜひ今後も検

討していただきたい、考えていただきたいと思いますが、町の見解をお伺いいたします。 

○議長  総務課長、新田新也君。 

○総務課長  お答えをいたします。 

現在、町職員 127 名、女子入れているわけでございますけれども、そのうち 10 名が消防

団に入団してございます。団員数の少ない地区がほとんどでございまして、１分団１名、

２分団は０、３分団が１名、４分団が４名、それから５分団が２名、女性消防隊が２名、

合計 10 名の方が、職員が消防団に入団をしてございます。 

それで、町職員の職務でございますけれども、当然、職員として、この町やここに住む

町民の皆さんがよくなるために仕事をするのが町職員の責務だと思ってございます。また、

町職員として様々な形で地域に貢献することも必要なことだと、それは思っています。今
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回 10 名の方が消防団に加入してございますけれども、それは消防団から、その方々に要請

があり、その職員が自分で判断して消防団員になったということでございます。 

ですので、消防団から今後職員に対して要請があった場合は、あくまでもその職員がき

ちんと判断して入団するかどうかというようなことで、今後も考えてございます。今現在、

町として職員に対して消防団入団するような命令は、今現在、考えてございませんので、

ご理解をいただきたいと思っています。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ちなみに、これ猪苗代町、職員数 170 名に対して、消防団員 20 名入ってます

よ、やっぱり近隣市町村でも、こうやって、今総務課長おっしゃったとおりだと思うんで

す。まずは、先ほど来お話しているとおり、本人の理解ですよね。地域に対してどれだけ

守ろうという気持ちを持っていただくか、これが大事だと思いますし、今後、今は、もち

ろん我々もそうですけど、命令されて入ったわけじゃないので、これは理解した上で入団

していただくしかないと思いますが、ぜひ今後も町全体、庁舎全体で考えて、前向きな考

えを目指してください。 

さらに消防団、今、女性消防隊が消防団に入団されて、消防団と同じ立ち位置で頑張っ

ていられると思うんですけれども、これ女性消防隊の団員確保のための情報発信というの

は、先ほど来の広報とケーブルテレビはないとしても、広報等では発信されているんです

か。定期的に配信されてましたか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  消防団として、そこに女性消防隊もあるということで、一緒になって広

報をしてございます。また、女性消防隊は女性消防隊独自で、独自に勧誘活動を行ったり

ということもしてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  男女共同参画社会といわれる今は、この昨今ですけども、町長もこれからは女

性の力を、どんどん力を借りて町おこしをやっていきたいとおっしゃっていたと思うんで

すけれども、まさに私も同感で、女性の力も借りたいなと思っているところなんです。ち

なみに確認なんですけれども、今の女性消防隊の方々というのは、火事現場に行くことが

できるんでしょうか、そこをお伺いいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  女性消防団員につきましては、当初、女性消防隊から女性の消防団員と

して切り替わるときに、女性消防隊と同じ活動で募集をかけてございます。どういう活動

かと申しますと、予防消防の広報が主ということで、火事現場には、現在のところ行くよ

うにはなってございません。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  このことに関して、女性消防隊が火事現場に行けないかどうか、もしくは後方

支援ができないかという相談は、消防団のほうからあったかないか、お伺いいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  町で制約しているものではございません。あくまで消防団の活動として

どうもっていきたいかということについて、町でどうこうしてくださいというようなこと
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はございません。ですから、例えば女性消防隊が、今後、火事現場に行って後方支援した

いということであれば、それはそれで妨げるものはございません。あくまで団本部付けと

してございますので、そこで決定されれば、そのようにしていただいて問題はございませ

ん。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  女性消防隊からその話があったと、団長の話を私、聞いたんですけれども、団

長からそういう女性消防隊を火事現場のほうの後方支援に、後方支援で頑張っていただき

たいという、頑張っていただけるようにできないかという相談は団本部から受けましたか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  そういう話が出されたときに、実際に町がどうこうということではなく

て、女性消防隊がどうしたいかということをまず意思疎通を図ってくださいということは

お伝えしましたけれども、こちらからそれを阻止する、だめですよとかそういうことでは

なくて、町に相談じゃなくて、団の組織なので、そこで決めていただければいいですよと

いうお話はしてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ちょっと団長と、私、聞いた内容とちょっと違うんですよね。何か聞いたら、

窓口で相談されたそうなんですよ、団長は。だけど、ちょっと女性消防隊の方々が現場、

火災現場に行くというのは、現在の、先ほど課長ちょっと言いましたけれども、女性消防

隊を募集したときの要項の中に、火事現場に行くというのはなく、予防消防をやっていた

だくということで募集しているから、今現場に行くというのは、ちょっとまずいんじゃな

いんですかという、何かアドバイスを町から受けたというんですけれども、そういった事

実はございませんか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  募集のときには、どういう活動をしていただくかということで、団本部

と協議して募集しております。ですから、町で決めたというよりは、これまでの女性消防

隊の活動を引き継いでいただくことで最初は合意されています。ですから、募集のときに

そういう具合にやっていて、で、例えば団本部のほうから後方支援もやってもらいたいと

町に言われたとしても、女性消防団員がどう考えているかというのをよく協議してくださ

いということはお伝えしました。 

ただ、そういう中で、だめですよと、当初はそうやって募集をかけて入っていただいて

います。それを今度、火事現場まで行って炊き出しだとか、応急手当だとか、そこまでや

っていただくのであれば、それはやはり内部で協議することは必要じゃないんですかとい

うことはお話した経緯はございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  実は女性消防隊長さんにもお話を聞きまして、７月 10 日、８月９日、その後い

ろいろ話をされて、最後に10月10日に返答を団長からいただいたというお話なんですが、

その８月９日の会議の中でも、災害時の対応については、団からの要請を受け隊員全員が

後方支援としての出動をしてもいいという意向が確認されたそうです。これ女性消防隊長

さんに確認しました。この旨も団長さんに伝えたそうです。あとは細々とした、火事が起
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きたときにどこに集まればいいのか、出動するにはどうすればいいのか、何を持っていけ

ばいいのか、連絡体制はどうするのかというのをお話し、決めてくださいと、団本部で決

めてくださいと言って、その後、それに関してもだいたい今言った内容に関しては、ここ

で集まれとか、出動の判断、連絡方法、現場に向かう手段、指示の明確化、あと消防団員

として必要な知識や技能を身につける。ここまで協議されたそうなんです。団長さんは、

なおかつ消防署のほうにもお話をして、こういうふうに女性消防隊の方々が言っていただ

いていると、こんなありがたい話ないと私も思うんですよ。ありがたい話だと思うんです。 

でも、結局、さっき言ったように団長さん、そこまで手配したにも関わらず、10 月 10

日、西会津町消防団女性消防隊定例会において、その他の事項で、災害現場の出動につい

ては団から要請があり定例会で話し合ったが、女性消防隊は予防消防に徹するとのことで、

現場への出動はなしという回答をもらっちゃったと。これ女性消防隊の人たちは、あそこ

まで話し合ったのに、やる方向でいたのに、どうしてなんだというふうに、すごく私は言

われたんですね。なので、その辺に関して団長から相談、私はてっきり受けているのかな

と思ったんですけど、そういった話はなかったんですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  町がだめだと言ったことはございません。定例会の中で、その団本部で、

町としては募集のときはそういうことで募集かけたんですけども、そこまで、現場まで行

ってもらうということは、確かに女性消防隊の意思、そういう活動をしたいというのであ

れば、それはそれでもいいですよ、別に町がそういう制限をするものではないということ

では、お話はしてございます。その定例会の中で、だったらあれか、当初の目的のとおり

ということで決められたのかなと思います。町が決めたということは、ちょっとそれは違

う内容です。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  じゃあちょっと聞き方を変えますけれども、今後、女性消防団員の方々が、さ

っき言ったとおり、本人たちはこのとおりなんですよ。もう後方支援やってなんとか助け

たいと言った場合というのは、活動に対して、例えば問題等、町側として問題等はないの

かどうか。そこだけちょっと確認いたしたいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  問題といいますのは、何か、町としては団としての活動ですから、その

制限するものもございません。だから、問題というのは、特に考えられないんですけれど

も。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  女性消防隊の方が火災現場で後方支援する、活動することに関しては問題ない

と、それ出動も含めてという認識で理解いたしましたので。 

であれば、ちょっと話が変わりますけれども、やっぱりそこまで言っていただいている、

やる気のある女性消防隊の方々を今度はどうやって応援するかだと私は思うんです。これ

またちょっと事例になって申し訳ありません、全部消防庁のホームページに出ていますの

で、さらなる女性消防隊の活動に向けて、女性消防隊専用の詰め所を設置、これ熊本県人

吉市なんですけれども、こういうやる気のある方々を応援するような取り組みをされてい
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るところもあますので、ぜひ応援していただきたいと思います。 

そういう我々もやる気のある方々をバックアップして応援しますと、こういうふうに活

動して皆さんに感謝されています。これを発信して、はじめて、ああ、私もそういうこと

ならやろうかなという人が私は増えると思うんですよ。ぜひそういうふうな方向に、前向

きに、やっぱりやる気のある方々を応援していただきたいと思いますが、その辺の見解に

ついて、最後にお伺いいたします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  消防団からの要望につきましては、協議をしていただいて、町のほうに

要望という形で、例年、団長、副団長に来ていただいて、町長にお話をしていただくとい

うような流れでやってございます。その中で、どういう要望かということで、内部的に協

議が整えば、そういう形で進めていただければと思います。町としても前向きに対応して

まいりたいと考えてはございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ぜひよろしくお願いします。せっかくやる気になった方々いらっしゃるわけで

すよ、やっぱりそうやって男女共生というのが、私はそうやって女性も頑張る、男性も頑

張る、お互いにみんな力を合わせて西会津町を守っていこうとやっていって、はじめて全

体に理解が広がり、何年かかるか分かりませんが、そのときにみんなでこの町を守らなく

ちゃという意思に、皆さんの統一された意思につながると思いますので、ぜひ前向きに今

後も取り組み、消防団を応援していただきたいと思いますのて、ぜひよろしくお願いいた

します。 

あと、話題がちょっと変わりますけども、消防団の方々が、ちょっといやだ、消防団に

入るのちょっとねと言う理由の一つが行事なんですよ。町主催行事というのは、文化財防

火デーと総合防災訓練でしたっけ、この二つでしたっけ。これ文化財防火デーで１月末に

たぶんやっていたと思うんですけど、これ何で１月末にやらなくちゃいけないのか、お聞

きしたいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  毎年１月下旬に、冬の時期にやってございます。これは、文化財防火デ

ーというのが法隆寺の火災があってこういう日が設けられた。それにちなんでの合同消防

訓練ということでこの時期になっております。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  私もそのように認識しているんですけれども、これ要は、１月の、西会津でい

うとちょうど冷え込むときなんですよね。だからこれ何でかんでこの日にやらなくちゃい

けないのという話を私も聞いたものですから、これは全国一斉、必ずこの１月の末にやら

なくちゃいけないものなのかお聞きしたい。そういう意味で私はお聞きしたんですけれど

も、どうでしょう。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  これまでも長年、ずっとこの時期にやってございます。今後、文化財防

火デーの絡みもありますけども、ちょっとその辺は検討させていただきたいと思います。

ただ本当に、やはり忘れないためにというのも必要だと思いますので、ちょっと一概には
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移動させることもどうかと思いますので、ちょっと検討はさせていただきたいと思います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  来年の１月、また計画されていますが、今回のコロナの感染時期に１月に行う

と、風邪ひいたときに、コロナだかインフルエンザだか、ただの風邪なのか分からない、

しかもそれが、結局職場に迷惑かかってしまう、こういう話もありますので、私はそれこ

そ課長おっしゃったとおりだと思いますよ。やっぱりそういったみんなでね、日本国民が

忘れちゃいけないという意識はもちろん大事だと思うんですけども、それはそれで守りつ

つ、団員がちょっと、それじゃあちょっと難しいよなと、会社から怒られちゃうよななん

ていうようなことがないようにだけ、やっぱり私、じゃあ日を変えればいいのかというと、

またそれもちょっと違うと思いますけども、そこら辺はぜひ検討していただきたいと思い

ますし、あと防災訓練に関しても、確か幹部会でお話出たと思うんですけども、秋季消防

検閲やった後でしたっけ、１週間後にまた今度防災訓練があったというところで、ある地

区に関しては、ちょっときついと、こういった話も出ていますので、この消防行事の簡略

化、もしくは効率化に関しては、ぜひ町としても検討していただきたいなと思います。こ

れは検討していただくことをお願いします。 

あともう一つ、次の質問なんですけれども、消防団の報酬に関してなんですけども、先

ほどの説明でも、総務省のほうでは、報酬を個人支給に切り替えるよう国の指針が示され

たということなんですけれども、これに関しては、もうこれで決定なんですかね、町独自

でなんていうことはできないのか、そこをちょっと確認したいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  まず報酬につきましては、本来、個人に支払い、支給されるものという

ことになってございます。これまで団からの要請もあって、分団に一括で払っていたわけ

なんですけれども、総務省のほうでは、近年の消防団員数が２年連続で１万人以上減って

いると、２年間で２万人以上減っているということで、緊急にその対応していかなくちゃ

いけないというようなことで、いろいろ総務省のほうで調査も行ってございます。その中

で、やはり報酬が自分に入ってこないというのも一つの原因じゃないかということで、個

人に支払いをするようにというようなお話がございました。文書で来たわけなんですけれ

ども、やはり家族への理解も得るためにも、年いくらの報酬になっているというようなこ

とも必要ではないかということで指摘されているところであります。 

ただ、一概には強引に進めるということではなくて、やはり、ただいま団のほうとも協

議はしてございます。その近隣の動きもちょっと止まっているといいますか、ちょっと近

隣の市町村も、今後についてはよく協議をしながらということでは今進めておりますので、

ちょっと近隣の市町村の状況を見ながら、ちょっと検討したいと考えてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ちょっとあんまり詳しく言うとね、特定の班に怒られちゃうかもしれませんの

であれですけど、やっぱりその報酬の配布方法によっては、それをみんなで持ち寄って、

何か例えばみんなで旅行行こうかと、どこかちょっと気晴らしをしようかと、一緒に飲み

食いをして、みんなでいざとなったときは、じゃあ頑張ろうねなんていう班もあるんです

よ。それがみんなばらばらだと、全部返しちゃうと、一旦皆さんに配布したものってなか
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なか回収できなくなっちゃって、結果的に、やっぱり人と人のつながりが一番大事だと思

うんですよね、それが途切れるようなことがあると、ちょっと不安だと思ったので、私今

お聞きしたんですけども、そこら辺も全てが私が言ったような班だけじゃないかもしれま

せんけども、一生懸命、個々で頑張っているところもありますけれども、やっぱりその選

択肢といますかね、団側の選択肢がある程度広まるような方向をぜひご検討いただきたい

なと思いますので、よろしくお願いいたします。 

あと、確認なんですけど、先ほど消防アシストアプリ、これ私も随分前から言ってはい

たんですけれども、これって須賀川で入れているＳＦＥというアプリでよろしいのかどう

か、確認したいと思うんですけど。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  消防アシストアプリ、今議員がおっしゃいましたように、須賀川でも導

入している非常に使い勝手のいいというような評判もございまして、それをぜひ導入した

いと考えてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  このＳＦＥというアプリを消防団員がつくったそうですね、確か、須賀川の消

防団員だと思うんですけれども、が原案を考えて、かつその須賀川のシステムエンジニア

がつくってくれた、自分たちが田んぼの真ん中にいても、ちゃんと情報が発信できるよう

にということだったんですけど。これ内容というのはある程度周知されるんですか、パン

フレットを配布するとか。要は、多くの人に知ってもらわないと、私も経験があるんです

けど、火事場に行って水利がどこにあるのか、火事の現場がどこなのか、これが行って煙

を見て、こっちかな、あっちかな。それで到着したのはいいけれども、誰が来ているかど

うか分からない。何より一番怖かったのは水利だと思うんですけど、そういったものの情

報というのは、どれだけ網羅されて情報発信されるのか、ここをお伺いしたいと思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  導入の際には、全消防団員にアプリを導入していただきたいと。その情

報としては、まず火災の連絡のあった場所、要は 119 番したところが、一応印はつきます。

そういうのも周知は図れます。ただ、そこが火災現場かというとそうではないんですけれ

ども、連絡したところとなります。また、消防団が駆けつけるにあたっても、結局、道順

もありますから、当然駆けつける時間も短縮されると。あとはその火事現場の近くにどう

いう水利があるかというのも表記されますので、その辺は今後迅速な消火活動には有効か

なということで考えてございます。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  うちの町はデジタル化を進めている町でもありますので、そこに関しては充足

率、要はダウンロード、ほぼ全員の方がダウンロードしてもらうように、やっぱり徹底し

た周知をお願いしたいと思いますし、利用方法に関しても、やっぱり若い団員もいれば年

配の方もいるんですよね。そういった方々がやっぱり使いやすいように、分かりやすいよ

うに、ぜひ周知をしていただきたいと思いますので、そこはよろしくお願いいたします。 

あと最後になると思うんですけど、問題は人、人の話をしてきました、アプリをの話も

してきたんですけど、この施設、機械。免許に関しては補助を出してやっているというこ
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とだったんですけれども、見ていて屯所が相当古い、階段がずれているとか、建物の隙間

が大きなものも結構見かけるんですけれども、こういったのって消防団の方々が機械器具

点検等で回るとは思うんですけれども、これ町では点検されていないんですか、お伺いい

たします。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  全施設を町が点検ということはしてございませんので、そういう情報が

ありましたら、団本部を通じてあげていただければ、修繕、本当に屋根の塗装であるとか、

シャッターであるとか、そういったところは直接言っていただいてもよろしいかと思いま

す。それはそれなりの修繕料も予算では取っておりますので、大きなもの、あと施設の更

新、車両の更新については、団本部を通じてということで要望をあげていただければなと

思います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ここなんですよ、どのくらい町の消防予算があって、毎年どのぐらい使えるの

かっていのを消防団のほうには伝えてありますか、そういう施設整備に関して。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  修繕料については、来年どういうところをやるかというのは要望をお聞

きして予算要求をさせていただいております。ですから、100 万とか、そういう限度付き

のものではなくて、修繕が必要なところを優先、全部が一気にできるということではなく

て、優先順位を付けながら、ある程度の予算は要求をして、付けていただいて修繕をやっ

ていくというような流れでありますので、予算がいくらあるというようなお話で進めてい

るわけではございません。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  これは、やっぱり執行する、お金を執行する側もある程度、私、点検したほう

がいいと思いますよ。団がもちろんそれを管理して、ここがお願いしたい、お願いしたい

というのもあると思うんですけれども、例えば建物的に危険がある、なしというのは、消

防団の人はなかなか分からないですよね。そういったものというのは、消防団の方々も点

検しますし、町側もちゃんと点検して、お互いに意見を出した上で、団からこういうふう

にあがってますけど、ここは危険ですよねと、そういったもの、意見をなるべくお互いす

り合わせをして、より明確な、有効な予算活用をしたほうがいいと思いますが、いかがお

考えでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  施設の管理につきましては、消防団にお願いしてございます。ここが危

険だということであれば、必ずその後、予算の前に見積りもしなくちゃいけないものです

から、ちゃんと担当課でもその現場は確認させていただいておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  これもそうですが、積極的に、やっぱりそこに入っている人たち、身を預けて

入っているものですから、これは先ほど来、申し上げているとおり、やっぱり双方で安全

確認をされたほうがいいと思います。ぜひ今後は前向きな検討をお願いしたいと思います。 
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長々と質問しましたが、とにかく地域の防災というのは人の命、生命、財産を守る大事

な組織でありますし、活動でありますので、今後も前向きに、要は皆さんが一致団結して

この西会津町をみんなで守っていく意識醸成をお願いしたいと思いますので、それをお願

いして私の一般質問に代えたいと思います。 

以上であります。 

○議長  暫時休議にします。（１５時００分） 

○議長  再開します。（１５時２０分） 

８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  ８番、伊藤一男であります。私は今次定例会におきまして３件にわたって一

般通告をしておりますので、これから質問をいたします。 

まず１点目は、ＡＩオンデマンドバス運行についてであります。町では、さらなる利便

性向上や安全で効率的な町民バス運行のため、11 月８日からＡＩオンデマンドバスの実証

運行を開始し、来年４月の本格運行を目指していますが、この事業の取り組みについてお

伺いをいたします。 

まず一つ目として、ＡＩオンデマンドバス導入の経緯についてであります。 

二つ目は、事業の予算についてであります。 

三つ目は、バーチャルバス停は電話予約の利用者も利用できるのか。 

四つ目として、高齢者にとってスマートフォンからのアプリ予約は大変難しいと思いま

すが、普及にはどのような取り組みをされるのか。 

２件目は、農業公社設立についてであります。町では、農林業の総合的な課題解決に向

けた農業公社設立の可能性について調査検討を進めていますが、現在の状況についてお伺

いをいたします。 

３件目は、６次化の推進についてであります。町では、将来の農林産物を生かした加工

商品の開発、製造、６次化に取り組む方の研修や販路拡大につながる支援などは行ってい

るのか。 

二つ目は、旧群岡中学校にある農林産物の加工に関する知識と商品開発に取り組むため

の施設である農林産物加工研究所は、現在利用されているのか。 

以上であります。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ８番、伊藤議員の農業公社設立についてのご質問にお答えをいたします。 

本町においては、人口減少や少子高齢化が進む中、人材や地域資源を活用して、いかに

しごとの創出や所得の向上、移住定住を促進させていくかが課題となっております。 

こうした中で、本町の主要産業である農林業は、地域の資源を活用した生業の一つとし

て、稲作を中心にミネラル野菜などの園芸作物栽培、菌床きのこ栽培などの振興に取り組

んでおり、一定の生産実績を上げておりますが、農業者の高齢化や担い手の不足、また、

耕作放棄地や鳥獣被害の拡大など、本町の農業を取り巻く環境は依然厳しく、今後解決す

べき課題が山積しております。 

こうしたことから町では、地域経済の核となる農林業の振興や雇用の創出、地域の活性

化など、農林業の総合的な課題解決に向けた手段の一つとして農業公社のような組織体の
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活用が考えられることから、今年度より農業公社設立の可能性や必要性などの調査検討を

進めているところであります。 

農業公社につきましては、他市町村の事例を見ますと、市町村や農協などが出捐し、農

林水産業関連の業務を行う、第三セクターによる運営が主で、農作業の受託や特産品の研

究開発、農産物の加工、流通、販売、また、森林の維持や観光など農林業に関連した幅広

い事業運営を行っております。 

今回の調査検討にあたっては、まずは本年６月に、農林業に関わる公共的機関の関係者

や町内生産者の方々による検討組織を立ち上げ、本町の農業に関する課題の洗い出しや先

行事例の研究、グループ討議による農業公社の役割に関する意見交換など、２回の検討会

を開催しております。検討会に参加された皆さんからは、農地等の保全管理、農業用機械、

設備への支援、農業技術を習得するための人材育成、さらには個々の農家ではできない販

売活動を農業公社が担って欲しいなどといった活発な意見が出されたところであります。 

町としましては今後も継続的に検討会を開催し、関係者の率直な意見を参考にしながら、

本町の状況にあった農業公社のあり方を検討していきたいと考えており、今後先進地視察

研修や専門家のアドバイスを受けることなども計画してまいります。さらに、法人の形態

や経営体制、事業内容、財源など総合的に検討を重ね、持続可能な農林業を確立するため

の農業公社設立に向け、幅広にかつ前向きに検討してまいりたいと考えておりますので、

ご理解願います。 

その他のご質問につきましては、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  ８番、伊藤一男議員の、ＡＩオンデマンドバス運行についてのご質問に

お答えいたします。 

まず、ＡＩオンデマンドバス導入の経緯についてでありますが、これまで全員協議会や

議会本会議におきまして、システム導入の必要性や予算額についてご説明しておりますが、

デマンドバスの運行を開始した平成 24 年４月に導入した予約システムが老朽化しており、

システムの更新にあたり、デジタル技術を活用してこれまで以上に効率的で利便性の高い

運行を図ることを目的に導入したところであります。 

今回導入したシステムは、利用者の需要に合わせてＡＩが策定したルート、ダイヤでの

効率的な運行や、バーチャルバス停留所を追加設置し、より便利な場所で乗降ができます。

また、電話に加えスマホによる予約ができ、スマホから予約した方は乗車する時間やバス

の現在地を確認でき、待ち時間の短縮にもつながり大変便利なシステムであり、町外者の

利用増進にも期待できるものであります。 

また、運行受託事業者においては、デマンドバス利用者の需要に合わせた運行効率の向

上、効率的な車両、運転士管理が可能となり、11 月８日から実証運行を開始したところで

あります。 

次に、事業の予算につきましては、システム開発等の委託料として 1,094 万２千円であ

り、３月議会定例会におきまして令和３年度一般会計補正予算第１次に計上し、ご議決を

いただいたところであります。なお、財源につきましては新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金（第３次）を活用したところであります。 
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次に、バーチャルバス停の利用についてのご質問でありますが、電話予約の利用者にお

きましてもスマホアプリでの予約者同様、バーチャルバス停からの乗降が可能であり、自

治区内のバス停の場所を提示した図面を各家庭にお配りし、電話予約でも乗降できること

をお知らせしておりますのでご理解願います。 

次に、高齢者のスマホアプリからの利用普及についてのご質問でありますが、現在、ケ

ーブルテレビで操作方法についての特別番組をはじめ、診療所、奥川支所などでのＰＲ活

動、いわゆるサポートデスクの実施、さらにデジタル教室やスマホ教室などで勉強会を実

施しております。また、随時、町民税務課及び会津バス野沢営業所で操作についての問合

せに対応しているところであります。 

はじめてスマホアプリをお使いになるのは、抵抗のある方もいらっしゃるかと思います

が、利用していただければ大変便利で親しみやすいアプリであると考えておりますので、

町としましては、利用増進のための各種支援を今後も継続してまいりますので、ご理解願

います。 

○議長  農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  ８番、伊藤一男議員の６次化の推進についてのご質問にお答えします。 

町では、農林産物の生産から製造、加工、その後の販売までを一体的に進める、いわゆ

る６次産業化につきましては、地域資源を活用し新たな付加価値を生み出すことにより農

家所得の向上や雇用の拡大につなげる取り組みとして推進しております。 

お質しの加工研修会や販路拡大につながる支援でありますが、まず研修会につきまして

は平成 22 年度から昨年度まで農林産物等加工研修会、食の楽校と題し実施をしてまいり

ました。その間多くの町民の皆さんにご参加いただき、加工の知識、技術の習得を図って

きたところであります。 

その結果、研修会を受講された皆さんの中から数名の方が、町の農林産物加工施設整備

事業補助金などを活用しながら、それぞれ加工所を開設し、現在は町内で 10 カ所ほどの加

工所が、実際に運営されております。 

なお、今年度は研修会を実施する予定はありませんが、来年度以降さらに効果的な研修

のあり方について検討し、実施に移してまいりたいと考えております。 

また、販路拡大の支援でありますが、昨年からの新型コロナウイルス感染症拡大のなか、

イベントの中止などで販売や広告宣伝活動が制限される状況でありました。今後は感染状

況をみながらイベントへの参加やインターネットを活用した情報発信などを支援し、県産

品加工支援センターなどとも連携しながら各加工所の活動支援等を行ってまいる考えであ

ります。 

次に、農林産物加工研修所、こゆりちゃんキッチンでありますが、当該施設は旧群岡中

学校の一部を、加工に取り組む人材の育成と農林業の振興による地域活性化を目的に平成

23 年度に改修整備した施設であります。 

施設の利用については、加工研修会で使用しているほか、町内で加工に取り組む皆さん

で組織する農林産物加工ネットワーク会員の商品開発などに使用されてまいりました。 

現在の利用状況につきましては、加工に取り組む皆さんがそれぞれ加工所をお持ちであ

ることや、本年６月からの改正食品衛生法に基づくＨＡＣＣＰによる衛生管理の義務化に
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より販売目的の加工品の製造が難しくなっていることから、本年度の利用はほとんどない

状況となっております。 

しかしながら、こゆりちゃんキッチンは本格的な設備を備え、加工研修所として有効な

施設であることから、今後の利活用方法を検討してまいります。 

町といたしましては、引き続き、すでに加工に取り組んでいる皆さんや、今後加工に取

り組みたいといった皆さんに対し、県の関係機関と連携して支援してまいりますので、ご

理解願います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それぞれ答弁いただきましたので、これから再質問をしたいと思います。 

まず、ＡＩオンデマンドバスの運行についての再質問を行いたいと思います。今デマン

ドバス導入の経緯についてはお伺いしたわけであります。その中で、今回の導入にあたっ

ては、システムの更新によってＡＩオンデマンドバスの導入をしたというようなことであ

りますが、このＡＩオンシステムの開発というのは、これは受託業者のほうでやられてい

るのか、それとも今回、今年から町のデジタル戦略の中で、今年度の事業としてＡＩオン

デマンドバスの導入をするというようなことが載っているわけですが、それとの関係とい

うのはないんでしょうか。これは受託業者のデマンド、オンデマンドバスのシステムとい

うことで始めたということですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  今回のＡＩオンデマンドバスのシステムの導入につきましては、先ほど

ご答弁申し上げましたように、システムが老朽化していて、ＯＳがもう使えなくなって故

障したらあと終わりというようなところまできておりました。そんな中、デジタル戦略の

中でよりよいシステムを導入していきましょうというようなことで、デジタル戦略の中で

もＡＩオンデマンドバスのシステム導入ということを位置付けまして、今回導入したとい

うことでございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  だから、このＡＩオンシステムについては、町は関わっていないということ

でよろしいですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  開発につきましては、各社いろんなシステムはございまして、その中で

もより使いやすいというようなシステムを、システム会社ですか、開発会社のシステムを

導入するというようなことで、開発を一切委託費で出して、町は、関わりは仕様書を作成

して、このようなシステムで運行したいという仕様書をもって委託に出していると、それ

に合わせて会津バスのほうでシステム会社と協議しながら開発したという流れでございま

す。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  受託業者が開発というか、システムを、それを町で導入したということです

ね。そうすると町のデジタル戦略の中では、そういうことの関わりはなかったということ

ですね。 

○議長  町民税務課長。 
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○町民税務課長  町の関わりと申しますか、デジタル戦略の中で、先ほどもご説明しまし

たが、位置付けしてございます。こういうシステムでというような、より町民の生活が豊

かになるようにということで、位置付けでやってございます。システムの内容につきまし

ても、西会津バージョンということで仕様書をつくって、システム開発には、その仕様書

の作成の段階では町は携わっているという状況でございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、次に事業予算でありますが、1,094 万２千円であるということで

ありますが、この予算の使途といいますか、それについてお知らせいただきたいと思いま

す。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  総額で先ほど 1,094 万２千円ということでご答弁申し上げました。その

内訳でございますが、システムの導入開発費で 614 万 200 円。各デマンドバスにタブレッ

ト端末を導入、８台の導入とシステムを実証運行するにあたっての利用料というようなこ

とで、394 万 1,520 円。広報活動、ＰＲ活動、そのシステムのＰＲ活動ということで、委

託料として 86 万 200 円。これは四つ折りのパンフレットをつくったり、それを各戸にお配

りして、アプリをダウンロードして、このように使いますよというようなＰＲするための

パンフレット等もおつくりしてございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  予算についての使途については分かりましたけれども、これは４年の４月か

ら本格運行というようなことになるわけですが、そういう継続的な経費みたいなものはか

かるんでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  ランニングコストということでシステムの利用料は今後かかってくるよ

うになります。あくまでそのシステムを開発業者ございまして、そこのシステムを使うと

いうことで、ランニングコスト的にはシステムの使用料がかかってまいります。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  予算については分かりましたが、開始にこれからなるわけですが、その中で、

今まで 11 月８日からデマンドバスの運行をしてきたわけですが、その今まで、今日まで、

今日まででもなくてもいいんですが、11 月末までのその利用状況というのはどのようにな

っておりますか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  デマンドバス全体の 11 月の利用者数、これ 11 月の８日からということ

で申し上げます。11 月の利用者数は全体で 990 人。そのうちアプリからの利用者が 30 人

という状況でございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  このアプリからの予約というか、乗車といいますか、これについては旅行業

者とか、そういうところの、旅行業者というか、旅行者のそういう利用者の予約でしょう

か。 

○議長  町民税務課長。 
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○町民税務課長  アプリの利用者の 30 人の内訳でございますが、ちょっと町民税務課の

ほうでもアプリを使っての予約、どういう状況になるのかということで試験的に乗車した

件数が７件、それ以外の 23 件につきましては、ほぼ、ほとんど町外とみてございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  利用者数については分かりましたが、バーチャルバス停は電話予約の方でも

利用できるということですが、100 カ所ほどそういう今のバーチャルの関係でなったとい

う、停留所ができたということなんですが、これはもう電話予約の方でも十分使える、そ

こで停留所を近いところで利用できるようになるということですね。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  バーチャルバス停の利用につきましては、電話予約の方でも乗降ができ

ます。その自治区内でどういうところに既存のバス停とバーチャルバス停、どこに設置さ

れたかということでは、図面でお示しして全戸にお配りしてございます。ですから、その

自治区内のバス停については、その自治区内の方はご理解いただけているのかなと思って

ございます。全町のバーチャルバス停も含めまして、一覧は全戸にお配りしてございます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  あとはスマートフォンからのアプリ予約のことなんですが、やはり現在西会

津町では、やっぱり高齢者人口が 50 パーセント近くなっているというようなところと、ま

た免許証を所持していない、そういう方々が、その町民バスを利用されているということ

でありますよね。普通、まだ利用されている中では、やはりまだ携帯電話を持っていない

方、またスマートフォンを持っていないという方が多くこれ乗っているはずなんですよね。 

そういう中で、やはり、例えばこの次世代のためにそういうこともあるし、観光客もあ

るし、学生もあります。そういう中で、やはりアプリでの予約というのは、確かにいいか

もしれませんが、高齢者にとっては、中には、これからスマホを持たないとやっぱりバス

にも乗れなくなるのかとか、そういう方が結構多いわけですよね、中にはいます。ですか

ら、そういう人たちのために、やはりそういう啓蒙といいますか、そういうもの持たなく

ても乗れるんだよと、そういうことの啓蒙の取り組み、そういったものをしっかりやって

いただきたいなというふうに思いますが。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  始まってまだ 1 カ月弱ということでございます。高齢者の方に、まだそ

ういった不安と申しますか、そういうことがあるということであれば、もっともっとＰＲ、

広報していかなくちゃいけないなと感じているところでございます。あくまで電話予約で

も、今までどおりに乗れると。さらにバーチャルバス停、近くから乗ることもできるとい

うことも含めまして、もっともっとＰＲ活動、していきたいと考えておりますので、ご理

解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  町では、このようにデジタルのまちづくりということで、いろいろ進めてい

ますが、やはりその事業の内容によって、やっぱりデジタル化したらいいのか、まだ早い

なとか、そういうところの検討というのを、これは町民税務課だけの問題ではありません

けれども、そういうのもやっぱり十分考えながらやっていかないと、もう何かデジタルだ
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けが一人歩きをして、何か高齢者や、この件に関しては免許を所持していない、そういう

方々が、本当に不安を抱えるようなそういうものであってはならないんだと、そういうこ

とで、取り組みを、啓蒙、そういったものをしっかりやっていただきたいなというふうに

思います。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  今回のシステムが、町のほうでは早いということではなくて、あくまで

システムの更新をしなくてはいけなかったということはご理解いただきたいと思います。

システムを更新しなくちゃいけないときに、じゃあ同じものでいいのか、またより生活が

しやすくなるように次世代のシステムを入れたらいいのかというのも十分検討させていた

だきました。確かに高齢者の方にとっては、今までとおり乗れるのかなということも、不

安もあったかと思いますけれども、そういった不安は今後十分取り除いて、今後スマホを

利用してのアプリからの予約というのは大変便利だなというのも、時間はかかるかもしれ

ませんけども、十分にＰＲしていきたいと考えてございますので、ご理解いただきたいと

思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは次の再質問に移りたいと思います。 

まず農業公社の設立について再質問したいと思います。この事業の調査検討委員会の設

置にあたっては、どのような方、どのような理由で選考されたのか、まずお伺いしたいと

思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

今回の農業公社設立の調査検討にあたっては、町内の現場で農業を営む方、それから関

係機関、関係団体の方をメンバーとして検討しているというような方針で参加者を設定い

たしました。内訳ですが、認定農業者の方９名、それから農業法人の代表者が５名、それ

から県の喜多方農業普及所の職員の方、それから会津よつば農協の職員の方ということで、

合計 16 名で組織しております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  この設置の可能性について調査検討というのは、今、先ほど町長から答弁あ

りましたけれども、委員の皆さんからは、農地の保全とか、農地保全管理、農業用機械設

備の支援、農業技術習得するための人材育成、さらには農家での販売活動、できないとこ

ろでの販売活動、そういうところを農業公社で担ってほしいということでありますが、こ

の検討会を開催するにあたって、もちろん町のほうでもたたき台をつくって、それに沿っ

て、例えばそれに沿ってやったものなのか、それともそういうたたき台がなくて、素案が

なくて、そういう委員の方から出てきたものを取り上げてやるのか、その辺についてお伺

いしたいと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  検討会の検討内容でございますが、町から、まだたたき台的なものは示

しておりません。このメンバーの方々に意見を広く伺いながら、その現状と課題ですとか、

これから将来的に必要になること、そういったことを意見を伺いながら、その上でそうい
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ったたたき台をつくっていくと、そういった趣旨でございますので、この検討会の中では、

まず現在町が考える町農業の現状と課題、説明させていただいて、その上で皆さんから、

第１回目は６月 30 日に開催していますが、お一人お一人発言いただいて、今、現場で生産

されている方、今の課題について出していただきたいということでお話を伺いました。 

２回目については、より議論を深めるためにグループを三つに分けまして、その中でま

たさらに現状と課題を改めて出していただいて、その中で、じゃあ農業公社としてどうい

ったことが業務として考えられるのか、そこまで広くお話をしたところであります。メン

バーの中に職員もまざって、割とざっくばらんな形で２回目はやったということでござい

ます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  今２回やったということなんですが、計画か何かちょっと見たときに、令和

３年度、今年度で一応その検討委員会は終了するのかというか、何か計画の中に令和３年

度で終了するというようなことではないんですか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  この検討会については、まだいつの時点までというのを決めてございま

せんで、これから今の議論を受けて、たたき台をつくってお示しをして、また意見をいた

だいてというようなことを繰り返しやりながら、検討してまいりたいと思います。その中

では先進事例の調査ですとか、研修ですとか、そういったことも取り入れながら、来年度

にわたって続けていきたいというふうに考えております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  そうすると、計画の中にちょっとあれなんですが、令和４年度から７年度ま

では、その結果に基づいた対応をするというようなことになっていますが、そうすると今

の委員会というのは、まだケツは決めないで、先は決めないで、もっとやっていくという

ようなことで理解してよろしいですか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  繰り返しになりますが、議論がある程度尽くされるまでやっていきたい

というふうな考え方でありますが、それにしても、将来的には設立を目指すということに

なれば、そこからまた具体化に向けた検討となりますので、そこからまた、このメンバー

というよりは具体的な作業に入っていくという時期も来ると考えられます。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  私は今、事細かく何かこう言っても、ちょっとまだ検討委員会が２回だとい

うようなことで、まだ進んでいないのでなかなか難しいと思いますが、例えば委員会での

方向性、例えば振興公社設立の方向でということは、例えば委員会で決めるのか、それと

も町が最終的には、もちろん決めることになりますが、方向性についてはこの委員会で決

めるとこになるのかどうか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  この設立するかどうかという判断ですが、今回の検討会の皆さんの意見

を聞きながら、実際はこの議会の場で予算の議決も必要であろうと思いますし、町が決定

していくということだと思います。 
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○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  この農業公社なんですが、なんか見ていると、どちらかというと農業関係だ

けのそういう議論といいますか、林業に関する議論がちょっと抜けているんじゃないのか

なというふうな気がしますが、その辺については町としてどのように考えていらっしゃい

ますか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  林業のほうということでありますが、ほかの市町村の事例を見ますと、

確かに森林の活用についても業務の中に取り入れている、農林公社といったようなものも

ございます。今回、農業公社ということで検討しておりますが、例えば木材の利用ですと

か、そういったことは、ここにも幅広ろにと出ていますが、そういったことも検討してま

いりたいと考えております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  いろんな議論はされていると思いますが、私はその委員の中で、やっぱり反

対的な議論というのも私はあってもいいというか、そういう人もいてもいいんじゃないの

かなと、そういう意見もやはり大切にしなければならないなというふうに私は思っていま

すが、まだそこまでの議論には発展していないということですか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  ２回開催した検討会の中では、反対というものはなかったかと思うんで

すが、慎重な意見としては、やはり公社といっても、やはり町の財政支出を伴うであろう

と思われますので、その辺は、やはり将来的な採算も考えてというような、そういう意見

はございました。ただ、反対とか、そういった意見は今のところは出ておりません。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  この設立については、今課長が言いましたように、財政を伴うものでありま

すから、やはりその辺の町として委員の皆さんが議論をして、町ではその財政的なシミュ

レーションというのはちゃんとやらなければいけないと思いますが、まだその辺まではい

っていないということでしょうか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  財政シミュレーションにつきましては、これからということであります

が、業務内容ですとか、公社のあり方、そちらをまず検討いたしまして、具体的な財政シ

ミュレーションについてはこれから検討してまいりたいと思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  西会津町も、どこの町村もそうだと思いますが、やっぱり振興公社とか、や

っぱりケーブルネットとか西会津にありますよね。そういう中でいろんなお金がかかると

いうか、修繕費やら、いろんなお金が今増しているというような状況の中で、十分にその

辺の財政的なシミュレーションといいますか、そういうことをやりながら考えていただき

たいなというふうに思っています。 

次に、６次化の推進についてお尋ねをしたいと思います。去年、今年とコロナ禍の影響

で、十分な事業や研修ができなかったというようなことでありますが、今年に関しては、

予算は取ってあったんでしょうか。そういう研修費や販路拡大についての予算については
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取ってあったのかどうか、お伺いしたいと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  ６次化の推進についてでございますが、昨年まで例年行っておりました

加工の研修会、これについては今年、昨年、一昨年と参加者が非常に少なかったものです

から、今年については少し検討しようということで、研修は今年度は実施しないというこ

とで予算化しておりません。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  今年度については研修の予算は取ってなかったということでありますが、も

う一回その辺の理由について、もう一度お尋ねしたいと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えします。 

昨年まで、22 年度からずっと行ってきたわけですが、答弁の中でも申し上げましたが、

ある程度、研修、この人材育成に向けての研修で、皆さん実際の加工所をお持ちになって、

もう取り組みに入っていらっしゃるということで、研修内容ももしかすると少しマンネリ

化した部分もあるかもしれませんが、その辺を今年度、少し見直して、今後新たに取り組

む方の掘り起こし、そういったことにシフトしていく必要もあるかなということで、また

検討、研修内容、今検討しているという最中ですので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  やっぱり研修会とか何かというのは、やっぱりただ技術の向上とか商品開発

だけではなくて、やはりその組織の強化や、そういうこれから加工で飯食べていくんだと

いうモチベーションですよね。そういう高めるためにも絶対私は必要なことだろうという

ふうに思いますので、やっぱりその研修会は研修会でやるべきだなというふうに思ってい

ますが。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えします。 

ただ、町主催ではありませんが、今年度については加工団体の皆さん主催で、保健所の、

新しく食品衛生法の関係で導入されましたＨＡＣＣＰ、これらの取り扱いについて研修会

なども行っていまして、そういう橋渡しといいますか、県の機関との橋渡しなどは行って

おります。 

そういった県の農業総合センターですとか、ハイテクプラザ、そういったところと連携

しまして、これから技術をもっと高めたいという皆さんにも対応できるように、今後そう

いう機関と連携して取り組んでまいりたいというふうに思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  答弁書には、本年６月からの食品衛生法の改正に基づくＨＡＣＣＰによる衛

生管理の義務化により、販売目的の加工品の製造が難しくなっているということでありま

すが、これそうすると加工されている方は、今、品目についても減らしているというよう

な状況なのか、それともやっていないのか、やっていない方もいるのか、その辺について

お尋ねしたいと思います。 

○議長  農林振興課長。 
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○農林振興課長  お答えします。 

ＨＡＣＣＰにつきましては、加工製造に取り組むあらゆる事業者が対象となるというこ

とで、町内で加工をやられる方は、皆さん取り組まれているということで認識しておりま

す。 

それから、加工する品目については、それぞれ取り組んでおりまして、実態については

詳しくは把握しておりませんが、ＨＡＣＣＰで品目を減らしたということはないかなとい

うふうに考えております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  それでは、販路については、現在、我々の知る範囲では、やはり道の駅のミ

ネラル野菜の家とか、あとは町のそういう、町にあるそういう大型店といいますか、そう

いうようなところで、あとＪＡさん辺りでは、そういう西会津の加工品なんかを取り扱っ

ているのかどうか、お尋ねしたいと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  町内の加工の事業者の皆さんの出荷先でありますが、道の駅にしあいづ、

最も出荷量の多い売り先でありますが、そのほかに道の駅の、別の道の駅、例えば道の駅

あいづですとか、道の駅ばんだい、そちらのほうにも出荷されているようでございます。

それからあと、ふるさと応援寄附金の返礼品としても出荷されております。それから各種

イベント、それから会津管内き観光施設などでも売られている方がいるということでござ

います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  このいろんな出荷先については分かりましたけれども、今、学校給食等につ

いては、そういう町の加工品、そういったものは使用していないのかどうか、お伺いした

いと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

学校給食において、町の加工事業者の皆さんの加工品ですが、町で知る範囲の中では、

我々知る範囲の中では使っていないというふうに認識しております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  今までも使っていた経過はないんでしょうか。どうでしょうか 

○議長  学校教育課長。 

○学校教育課長  学校給食の件ですので、こちらでお答えいたしますが、私が承知してい

る限りでは、ここ４、５年、使ったことはございません。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  分かりました。やっぱり加工品の皆さんも、やっぱり所得向上というのが一

番その継続するにしても、これから新しい人が入ってくるにしても、やっぱり所得の向上

がなければ、やっぱり誰も参入しないというか、ですから、確かにやっぱり個人の責任と

いうのはもちろんあります。しかし町のそういう農林振興課であったり、ふるさと納税な

んかも入ってきますので、これからそういうところの支援をしていただいて、加工の皆さ

んがずっとやっていられるような、このままだとどんどん衰退していくといいますか、こ
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れはコロナの影響である程度やむを得ないところもありますが、そういう町の支援、そう

いうのでもって、もう少し所得の向上が図られるような、そういう手助けといいますか、

そういうのをお願いしたいなというふうに思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  加工事業者の皆さんには、これまでも加工の施設整備、機械の補助です

とか、研修会もそうですし、各種イベントでの物販、それから道の駅は町の施設ですので、

そういったことで、これまでも支援はしてまいりました。これからも６次産業化、町の農

林産物を付加価値を付けて販売していくという大変有意義な取り組みですので、今後も支

援の継続、さらなる所得向上に向けて取り組んでまいりたいというふうに思います。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  これで私の一般質問を終わります。 

○議長  お諮りします。 

本日の一般質問はこの程度にとどめ、延会したいと思います。 

これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、本日はこれで延会することに決定しました。 

本日はこれで延会します。（１６時１６分） 
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○議長  おはようございます。 

令和３年第８回西会津町議会定例会を再開します。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程に入るに先立ち、事務局長から諸報告をいたさせます。 

事務局長、長谷川浩一君。 

○議会事務局長  本日の定例会に、答弁のため選挙管理委員会委員長に出席を求めました。

地方自治法第 121 条の規定にかかる説明委任者として、選挙管理委員会書記長を出席させ

る旨の通知があり、受理いたしました。なお、選挙管理委員会委員長より欠席する旨の届

け出がありました。 

以上であります。 

○議長  以上で諸報告を終わります。 

日程第１、一般質問を行います。 

昨日に引き続き、順番に発言を許します。質問者は順次質問席につき、発言を求めてく

ださい。 

５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  ５番、猪俣常三です。今次の議会に一般質問を通告しております。 

その前に、本町において新型コロナウイルスワクチン接種が２回目まで終えましたが、

最近の情報では、南アフリカ南部から強烈で新たなコロナ、オミクロン変異株と名付けら

れたウイルスが発生し、欧州を中心に南アフリカ南部からの渡航を制限する動きがあって、

厳戒な態勢に入ったと言われておりました。世界中に感染が広がり、我が国にも感染者が

出て不安が広まっている中、本町に飛び火しないことを祈るばかりであります。 

さて、通告に従って一般質問を行ってまいります。 

近頃、英語文字でサスティナブルという言葉を聞きますが、本町においてもＳＤＧｓと

いう言葉が聞こえてきます。また、テレビ、新聞等でも報道されているのが目に付きます

が、これらのことを詳しく、分かりやすく知りたいことから伺います。 

町長は、重点基本として公約に掲げているまちづくりの指針、ＳＤＧｓ、持続可能な町

を目指すとしております。そこで新年度に向けた取り組みについてでありますが、１点目

は、ＳＤＧｓに積極的に取り組んでまちづくりを進めようとされていることから、一つに、

地球温暖化対策として、再生可能エネルギーの取り組み。２としまして、脱炭素社会の取

り組みについて、どのようなお考えなのか。 

２点目は、まちづくりを進める中、野沢駅周辺の開発目標はあるのか、町の考えはどう

なっているのか。 

３点目は、野沢駅構内の跨線橋にエレベーターを設置、利用者の利便性を図る町の考え

は、など、お伺いいたします。 

次に、鳥獣被害対策についてでありますが、イノシシやサルなどの対策強化について、

今までの取り組みされている方々のご苦労は十分承知しております。 

１点目は、わな免許所持者が増えてきたことに伴い、捕獲にあたる方々への手当などに

ついて、町の考えはどうなのか。 
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２点目は、巡回パトロールについて、活動の内容とその効果はどのように捉えているの

か。また、今後の取り組みについて町の考えなどお伺いいたします。 

次に、生活道路の安全対策についてでありますが、本町の生活道路は、広い地域にまた

がって網羅しており、管理も多様化している中、点検や調査状況をお尋ねいたします。 

１点目は、町道や林道の生活道路の危険な箇所の点検及び調査など、実施されたのかど

うか。危険な箇所があれば、場所及び今後の対応はどうなっているのか。 

２点目は、県道奥川新郷線、そして県道熱塩加納山都西会津線、極入弥平四郎間につい

て、冬期間の雪崩による落石などの危険箇所はないのか。あるとすれば町の対応はどのよ

うにされているのか。 

以上、私の一般質問といたします。 

○議長  企画情報課長、伊藤善文君。 

○企画情報課長  ５番、猪俣常三議員の新年度に向けた取り組みについてのご質問にお答

えいたします。 

まず、地球温暖化対策として再生可能エネルギーへの取り組みについてでありますが、

現在、国連が採択した持続可能な開発目標、いわゆるＳＤＧｓの取り組みが全世界で進め

られております。ＳＤＧｓは、地球上のあらゆる問題や課題を解決するために掲げられた

世界共通の 17 の目標で、この中に、エネルギーをみんなにそしてクリーンにの目標があり

ます。 

このような中、町では温室効果ガスの削減や防災拠点としての機能強化を目的に、太陽

光発電につきましては野沢体育館をはじめ、さゆり公園体育館、小中学校等の７施設に、

森林資源をエネルギーとして利用するペレットボイラーは役場本庁舎、地域連携販売力強

化施設、認定こども園、小学校の４施設に導入したところであります。 

また、平成 25 年度から、再生可能エネルギーの普及拡大を図り、自然と共生する美しく

快適なまちづくりを推進することを目的に、住宅や事業所さらに農業生産等施設に対し、

太陽光発電やバイオマス燃料ストーブ、小水力発電設備等の設置を支援する、再生可能エ

ネルギー設備等設置事業を行っており、これまで太陽光発電 14 件、バイオマス燃料ストー

ブ 12 件の導入を支援してきたところであります。 

今後の取り組みについてでありますが、県では再生可能エネルギー先駆けの地とするた

め、2040 年までに県内のエネルギー需要量の 100 パーセントを再生可能エネルギーで賄う

目標としており、令和４年度に、地域再エネポテンシャル調査事業が予定されております。

この調査は、県が市町村と連携し、地域の小水力や地熱等の利用可能な量を把握するため

に行うもので、町といたしましては本調査事業に応募し、小水力発電等の実施の可能性を

調査していきたいと考えております。また、現行の、再生可能エネルギー設備等設置事業

の見直し作業を進めているところであります。 

今後も再生可能エネルギーの導入を促進し、町民の皆さんが持続可能なエネルギーを確

保できる環境づくりを目指していく考えであります。 

次に、まちづくりを進める中で、野沢駅周辺の開発目標についてのご質問にお答えいた

します。 

町では人口減少や少子高齢化が進み、人口減少に起因する様々な課題が山積する中、町
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の中心部である野沢地区においても空き家、空き店舗の増加、賑わいなどが失われるなど

の懸念される状況にあります。 

野沢地区は、小売りや飲食など生活関連サービス提供店や公共施設、公共交通機関等が

集中し、町観光の玄関口でもあることから、野沢地区を中心に子育て、学校教育施設が集

中する森野地区やさゆり公園、福祉施設周辺を加えた区域の将来像、中心エリア整備構想

を本年度中に策定する予定であります。 

構想の基本的な考えといたしましては、本年７月に組織いたしました、まちづくりデザ

イン会議での議論を踏まえ、野沢駅周辺も含めたエリアの現状把握、課題の整理や分析、

エリア別に必要な機能など、その方向性について体系的に取りまとめていく考えでありま

す。このため、具体的な野沢駅周辺エリアについては、構想を踏まえ、今後検討すること

としておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  ５番、猪俣常三議員のご質問のうち、脱炭素社会への取り組みについて

のご質問にお答えいたします。 

脱炭素化の動きは、地球温暖化が今後ますます進行した場合、平均気温の上昇による熱

中症リスクの増加、農作物への影響、自然災害による被害の激甚化などが懸念されること

から、世界規模での取り組みとなっております。 

国の動向としましては、2020 年 10 月の臨時国会において、菅内閣総理大臣が、2050 年

までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわちカーボンニュートラル、

脱炭素社会の実現を目指すことを宣言し、2030 年度において温室効果ガスを 46 パーセン

ト削減することを目指し、脱炭素社会の実現に向けた取り組みを実施していくこととして

おります。 

福島県においては、福島県地球温暖化対策推進計画において 2030 年度までに温室効果

ガスを 45 パーセント削減する目標としている中で、令和３年４月に知事メッセージを公

表し、福島県においても 2050 年までに脱炭素社会の実現を目指すため、福島県 2050 年カ

ーボンニュートラルを宣言し、地球温暖化防止対策に取り組むこととしており、福島県地

球温暖化対策推進計画の改定作業を進めているところであります。 

町としましては、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、西会津町地球温暖化対

策実行計画の事務事業編を策定、その後、同計画の区域施策編を策定し、両計画において

2030 年度までに 40 パーセント温室効果ガスを削減する目標を掲げ、町、町内事業所、町

民のそれぞれが温室効果ガスの排出削減に向け取り組んでいくこととしたところでありま

す。 

また、温室効果ガスの排出を一人一人が削減する取り組み内容の紹介や、町内企業が活

用できる福島県事業者向け省エネ対策推進事業補助金などの各種支援制度の周知と活用促

進を図り、脱炭素社会への取り組みを進めてまいりますのでご理解願います。 

次に、野沢駅における跨線橋へのエレベーター設置についてのご質問にお答えいたしま

す。 

町では、高齢者等の野沢駅利用者への配慮のため、構内の段差解消について、ＪＲ東日

本株式会社新潟支社と協議を重ねてきたところであります。 
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以前は、新潟支社からの提案もあり、跨線橋を渡らずに線路を横断しホームに行くため

の踏切を設置する方法で協議しておりましたが、踏切事故が多いことから、ＪＲでは、新

たな踏切は設置しないとの方針転換がなされ、実現の可能性がなくなったところでありま

す。その後、新たな段差解消の手法として、エレベーターの設置や地下道の設置等につい

て協議してまいりましたが、新潟支社としては、野沢駅は施設整備が済んでいる駅という

認識であり、また、新型コロナウイルスの影響を受けたことから、施設整備の投資はゼロ

ベースで検討するとしたため、エレベーターを設置するといったハード整備の考えはない

とのことであります。 

町としましては、新型コロナからの回復を待ちながら、今後も引き続き新潟支社と協議

を重ね、段差解消につながる方法を検討してまいりますのでご理解願います。 

○議長  農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  ５番、猪俣常三議員のご質問のうち、鳥獣被害対策についてお答えいた

します。 

１点目の捕獲にあたる方々への手当についてでありますが、わな免許を取得された皆さ

んは、町が進める複合的な鳥獣被害対策に賛同いただき、町より鳥獣被害対策実施隊員の

委嘱を受け、居住する地域を中心に鳥獣被害対策に取り組んでいただいております。 

その主な活動の一つとして、イノシシ捕獲に向けたわなの設置を行っておりますが、く

くりわなの設置については、町がその都度許可してわなを設置するツキノワグマの緊急捕

獲とは異なり、それぞれの実施隊員の判断で捕獲を行うもので、見回りが可能な範囲での

設置をお願いしております。 

くくりわなの設置や見回りの作業に係る個人への手当の支給は難しいと考えますが、鳥

獣被害対策実施隊員の年間の報酬や町有害鳥獣対策協議会を通じた猟友会への捕獲活動費

につきましては、活動に見合った額への見直しを検討してまいりますので、ご理解願いま

す。 

次に、巡回パトロールの活動内容とその効果、今後の取り組みについてでありますが、

活動の内容と町が期待する役割としては、発信器を装着したサルの群れの位置を確認し、

効果的な追い払いにより被害を防ぐことが最も大きな役割と考えます。 

パトロールは５月から 11 月までの狩猟期以外の期間に、月曜日から金曜日まで実施隊

員２名体制で、町内一円を巡回しており、７月からは日曜日も実施しています。猟銃での

捕獲が可能な場合には、山林内に潜んで移動しているサルを捕獲しており、令和３年度は

捕獲した 33 頭中、７頭をパトロール中に捕獲しています。例年おおよそ２割程度はパトロ

ール隊員による捕獲となっています。 

なお、猟銃の使用については、法令により厳しい規制があり、集落の周辺や開けた農地

での使用が禁止されております。パトロール隊員によるとパトロール中に農作物被害に遭

った町民の方から、すぐに捕獲して欲しいとの要望もあるとのことですが、当然のことな

がら法令に違反しての捕獲はできません。そうしたことを含め、町民の皆さんにはパトロ

ールの趣旨をご理解いただきながら今後も活動を進めてまいります。 

パトロールの効果についてでありますが、パトロールにより把握した群れの位置をケー

ブルテレビでサル予報として情報提供しており、さらに鳥獣被害対策専門員が追い払い講
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習会で効果的な追い払い方法を指導し、各集落で取り組んでいただいていることもあり、

令和２年度のニホンザルによる被害額は、約 230 万円と、ここ 10 年間で最も低い金額とな

っております。 

被害防止パトロールでは、イノシシとツキノワグマを含め、被害発生場所の調査と集落

への対策の指導、注意看板の設置なども行っており、今後も継続して実施することで、人

的被害の発生防止、農作物被害の減少に努めていきますので、ご理解願います。 

○議長  建設水道課長、石川藤一郎君。 

○建設水道課長  ５番、猪俣常三議員のご質問のうち、生活道路の安全対策について、お

答えいたします。 

国では、平成 24 年に発生した中央自動車道、笹子トンネル天井板落下事故を受けて成立

した道路法等の一部を改正する法律に基づき、高度経済成長期に大量に整備されている道

路構造物の総点検と老朽化対策を実施するよう全ての道路管理者に指示したところであり

ます。その後、道路法の改正により橋梁、トンネル、シェッドなどは、５年に１回のサイ

クルで点検が義務化されたところであります。 

これまで本町におきましては、該当する橋梁とシェッドについて総点検を実施したとこ

ろであり、その結果、現在修繕工事を実施しているものを除き修繕が必要と判断される橋

梁は４橋存在し、順次計画的に修繕工事を実施しております。さらに舗装につきましても

路面性状調査の結果に基づき、有利な交付金事業を最大限活用して、順次修繕工事を実施

しております。 

また、日常点検の定期的な道路パトロールや自治区からの情報をもとに、短期的な修繕

工事と中長期的な視点での修繕工事に分類し、直ちに安全確保が必要と判断される箇所に

ついては、速やかに修繕工事を実施しております。一方、大規模な修繕工事につきまして

は、国の補助事業などを活用し、順次実施しているところであります。 

次に、県道の危険箇所の把握についてでありますが、県においても定期的な道路パトロ

ールを実施し情報収集を行う中で、順次安全対策や修繕工事を実施していただいておりま

す。また、町では、町管理の道路のパトロール時にできる限り国県道を含め安全確認を実

施しているほか、自治区から得た情報をもとに、危険箇所を確認した場合は、県に対し速

やかに修繕工事や安全対策を依頼しております。さらには各種整備促進期成同盟会などを

通して県管理の道路整備に関する予算の確保や道路整備の促進について強く要望している

ところであります。 

町としましては、生活道路の安全対策について、今後も道路構造物の定期的な点検と計

画的な修繕工事を実施するほか、県との緊密な連携により、社会資本の適切な維持管理と

町民の皆さんの安全安心の確保に努めてまいりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  今、町の答弁をいただきました。それでは再質問をさせていただきます。新

年度に向けての取り組みについてでありますけれども、私が先ほど申し上げましたように、

町長がＳＤＧｓという言葉を出されて、非常に興味を持ったところであります。その中で、

非常に横文字の多い言葉でありますので、詳しくいろいろと答弁をいただいた中で、どう

しても私なりに理解ができないところもありますので、お尋ねをしていきたいと思います。 
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まず、答弁の中で持続可能な開発目標だということは分かりました。たまたまこのＳＤ

Ｇｓというのが出たいわれというのは、もし、もう一つ踏み込んで分かればお伺いしたい

と思うんですが。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  それでは、今現在、全世界で取り組んでおりますＳＤＧｓについてご説

明させていただきたいと思っております。 

こちらのほう、ＳＤＧｓという部分につきましては、日本語に訳しますと、持続可能な

開発目標といわれているところでございまして、こちらのほうにつきましては、だいぶさ

かのぼりますが、2001 年に策定されましたミレニアム開発目標というものがございまして、

その後継といたしまして2015年ですので、平成26年の９月の国連サミットにおきまして、

このＳＤＧｓにつきましては、加盟国の全会一致で採択されたもので、持続可能な開発の

ための 2030 アジェンダ、いわゆる目標ということでございますが、2030 年度まで持続可

能でよりよい世界を目指す国際目標ということとしております。 

17 のゴール、目標に対して、地球上の誰一人取り残されないということを誓って、ＳＤ

Ｇｓにつきましては、発展途上国のみならず、先進国自身が取り組む普遍的なものである

ということで、日本国においても積極的に取り組んでいるというものでございますので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  いわれは少しずつ私も理解ができましたが、なんとなく環境問題という様々

な社会問題に取り組むということなんだろうというふうに感じ取ったわけでありますけれ

ども、町長そのものもは、まちづくりの指針のＳＤＧｓという持続可能な町という部分が、

非常に強調されております。ＳＤＧｓというのは、持続可能な開発目標をするんだという

ことであるんですが、この再生可能エネルギーの取り組みと地球温暖化対策との関わりは、

どのように受け止められてのことなのか、伺いたいと思います。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まずＳＤＧｓの 17 の目標の中の一つに、先ほどもご答弁申し上げましたが、その７番目

に、エネルギーをみんなに、そしてクリーンにということで、目標が掲げられております。

こちらのほうにつきましては、循環可能でクリーンなエネルギーを皆さんで使いましょう

と、そして太陽の光や風、地熱、食品残渣等によるメタン発酵ガスなど、様々な資源を活

用し、これまで大型の発言所が建設が難しかった地域でも導入することということで、い

わゆる化石燃料に頼らず、いわゆる再生可能なエネルギーで地球環境にやさしくしていき

ましょうという部分で、その部分の理念につきましては、皆さまご存知のように地球温暖

化対策などにもつながるということで取り組んでいるというものでございますので、ご理

解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  それでなんですけれども、温暖化対策、地球温暖化対策にそのバイオマスの

検討を加えられていくことがここにあがっているわけですけれども、温暖化対策というこ

とになりますと、二酸化炭素を排出しないと、この脱炭素のほうと関連してくるのかなと、
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こんなふうには思いますけど、問題は二酸化炭素を排出しないように対策を考えていく、

一つの事業なんだろうと思うんですが、ここのところが、どうしても真逆にはなっていな

いのかなというふうに考えられるので、そこのところをお尋ねします。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答え申し上げます。 

まずはそのバイオマス燃料ストーブによって二酸化炭素を排出して、真逆な政策ではな

いのかというようなご質問でございますが、こちらのほう、先ほど町民税務課長のほうで

お答えいたしましたが、脱炭素社会の部分につきまして、カーボンニュートラルというよ

うな宣言が国においてもされました。その仕組につきましては、仮にバイオマス燃料で燃

やした二酸化炭素を、この地域にある森林資源で吸収するというような考え方で、それを

ゼロ、いわゆるニュートラル、発現と吸収を均等にするというような考え方でございます

ので、それは逸脱しているというような部分ではございませんので、そういう考えで進め

ているということでございます。ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  なかなかちょっと理解のできない、ニュートラルという新しい手法が出てき

たんですけれども、できるということになると、二酸化炭素そのものを排出しない方式が

考えられるのかなということが、一つ私なりに疑問を持っていたわけなので、そこのとこ

ろが改善する動きというのも、これもＳＤＧｓの内容にもあてはまってくるのかなと、こ

んなふうに思うんですが、問題は、二酸化炭素を排出しない方式があるんだとすれば教え

てください。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

二酸化炭素を排出しない政策という部分でございますが、一例をあげまして、先ほどカ

ーボンニュートラルということで、全く排出量を均等に、ゼロにするというふうな考え方

も一つの手段としてございます。 

また、今クリーンなエネルギーとして注目をあびているのは、太陽光発電とか、そうい

う部分につきましては、各事業所、民間事業者でも買取制度を活用しながら復旧を進めて

いるという部分、様々な手法がございます。西会津町とすれば、先ほども申し上げました

が、太陽光発電とか水力、小水力発電等、様々な可能性という部分をどういうものがある

かという部分を、今後調査していきたいということで進めていきたいという考えでござい

ますので、バイオマス燃料ありきという部分の考えではないということで、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  今の答弁でなんとなく理解はできますが、脱炭素との兼ね合いを申し上げる

とすると、今のＥＶという電気自動車というのかな、こういうのが今、流行りとして、我

が本町のほうにも相当見えてきております。そうなったときに、今のガソリンで、あるい

はいろんな燃料で走っているんだろうと、こんなふうに思います。 

問題は、やがてはこのガソリン等の燃料が、一つは減少させたいという政策で進められ

るんだろうと、こんなふうに思いますけども。問題は、どこで今度はチャージをする、充
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電をするかという、そういう整備がなされていなければ、こういったＳＤＧｓの開発目標

に達することができないのではないかと思いますので、その充電の設置の状況が、本町で

今現在あるのは道の駅、一つあるわけです。そうなったときに、今いろんなＥＶを乗って

こられて、電気自動車で乗ってこられて、チャージするところがないんだというふうにな

った際に、困らない方法を考える必要があるのではないかと思いますので、お伺いいたし

ます。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

いわゆる電気自動車の受給電設備を公共施設につくったらどうかというような部分でご

ざいますが、今現在、道の駅に、確かに公共的な部分では１カ所という部分でございます。

また、各電気自動車につきましては、ご家庭でも、いわゆる電気自動車の受給電設備とい

うのは、通称Ｖ２Ｈなんていわれている設備が多くなっているところでございます。 

確かに電気自動車につきましては、航続距離が最大でも 400 キロ程度というようなこと

がいわれておりますので、今後そういう部分で必要性に応じて整備については考えていき

たいと考えておりますし、今現在、町で考えている部分につきましては、いわゆる住宅用

に電気自動車の受給電設備に対して、県も補助事業を行っておりますので、その辺も踏ま

えて、その上乗せ補助等というような部分も様々考えておりますので、そういう電気自動

車の普及に向けて支援はしていきたいと考えております。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  内容は分かりましたが、ちょっとまた戻りますけれども、このバイオマス発

電の構想をした場合に、いずれにしても近隣市町村が既に森林を利用した事業を起こして

いるというのがございます。本町は 85 パーセントの森林を保持していますけれども、実際

この将来不足の心配というのは、材料の不足の心配というのはないのかどうかをちょっと

伺っておきたいと思います。見通しをお聞かせください。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  バイオマス利用のご質問でございます。かつて町で森林のバイオマス利

用の賦存量を調査しておりまして、将来的に公共施設なりで使うペレットの製造に利用す

る、その量につきましては、賦存量は十分に将来的にあるというような結果が出ておりま

す。 

バイオマス発電とおっしゃられましたが、確かに、今バイオマス発電に利用されるチッ

プについては、今、町から出荷されているということでありますが、将来的には町として、

今考えてございますのは、間伐材を町の公共施設にあるペレットボイラーのほうに燃料と

して、循環型でできないかというような検討もしておりますので、森林を活用して町でそ

ういう循環利用を図れるような仕組みについて、今後検討をしていきたいというふうに考

えております。 

賦存量については十分というふうに考えております。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  見通しとしては十分にあるというふうなご見解だというふうに受け止めまし

たが、温暖化対策を推進するには、一つの数字目標として 40 パーセント、一つ削減してい
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くんだというお答えをしていただきました。これは当然、町の数値目標はもちろんのこと、

これらに向けて達成するような方法、方策、そういったところは、見通しは大丈夫ですか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  脱炭素社会に向けての目標値に対する町の取り組みということにつきま

しては、先ほどご答弁させていただきましたが、町としましては、町、町内にある事業所、

町民一人一人が取り組んでいただくということでの目標値を掲げてございます。町としま

しては、それぞれの立場で脱炭素社会実現に向けた取り組みを町が手法等をＰＲして、そ

れぞれが取り組んでいただいて、今後、目標達成に向けて周知活動を行っていきたいとい

うことで、現在進めているところであります。そういう状況で、現段階では進めておりま

すので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  まず、まちづくりを進める中での、野沢周辺の開発目標はあるのかをお尋ね

申し上げましたが、ここはある町民の方が、ちょっとお話されているのをちょっと耳にし

ましたときに、やはり野沢のメインの入り口といえば、野沢駅前というふうに、私はそう

いうふうに解釈しておったわけであります。その西会津管内でも４カ所の駅を抱えており

ますけれども、どの駅も大切であるということであります。 

ただ利用者を考えたときの野沢駅の周辺、これが発展の鍵を握っているんじゃないかと、

そんなふうに感じているわけであって、利用者が野沢駅周辺を見て、活気がないと、それ

から寂しいという話を耳にします。旧役場跡地の周辺はどうなっているのかという話も耳

にします。そういうふうになったときに、野沢駅前の周辺の開発をすることが何よりだと、

そういった昔のように賑わいのある町に戻すということを考えたとき、町の考えは、もう

一度、再度お尋ねしたいと思うんですが、取り組みに関する意気込みなどをお聞かせくだ

さい。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

再度繰り返しになりますが、先ほどもご答弁申し上げましたように、確かに野沢地区の

駅周辺も含めまして、やはり人口減少に伴いまして、賑わいとか、空き店舗、空き家の増

加という部分は否めない事実でございます。そのものを今現在、今年の７月から組織いた

しましたまちづくりデザイン会議の中で、町の中心部に必要な機能とかを発掘しまして、

町民の皆さんの幅広い意見を反映させながら、まちなかの活性化に向けた中心エリア整備

構想というものをつくりあげていきたいと考えております。 

いわゆる中心街の賑わいと創出に向けた部分では、議員ご指摘のように認識は一致して

おりますので、今後、急ぎながらその構想づくりを進めていきたいと考えておりますので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  話題は変えますけれども、跨線橋にエレベーターということでご答弁をいた

だきましたが、縷々経過を答弁していただきました。その中で、ＪＲ東日本さんのほうの

考え方は、そういうエレベーター、駅うんぬんに関しては考えてはいないというようなお

話であります。たまたま私なりに聞き入れたところの話では、駅の構内の駅のホームから
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高齢者、または杖を持った方、幼い子どもさんなどの利用者を見ると、確かに気の毒であ

ります。これを解決してほしいという声も聞いています。エレベーターの設置は有効であ

ると思うがということで、私なりにお尋ねしたわけであります。 

今後、町の取り組み方としては、ＪＲさんとしては考えていないというふうになったと

きに、町の財源でこの方々の不便を取り除く、ＳＤＧｓにのっかった、一人も、困った人

間、誰一人残すことなく利便性の高いものにするというふうに考えた、精神のもとで取り

組むというふうに考えられないのかどうか、そこをお尋ねしたいと思います。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  野沢駅構内の段差解消につきましては、長年ＪＲ新潟支社と町とで協議

を進めてきたところでございます。先ほどもご答弁申し上げましたが、やはり町だけでは

できる課題解決の内容ではございません。あくまでＪＲ東日本、新潟支社のほうで、一緒

になってやっていただくということが必要になってきます。こちらでいくら要望したとし

ても、新潟支社さんのほうでＯＫを出さないことには先には進めないということでござい

ます。財源も当然そうですし、一つのエレベーターをとったとしても数億のお金がかかり

ます。それが町で負担できるかという問題もあります。その前に、エレベーターを設置し

てもいいということもなければ先にも進むことができませんので、エレベーターの線はな

かなかちょっと厳しいのかなと、町のほうでは認識してございます。 

そのほかの段差の解消に向けたやり方がないかということでは、今、新潟支社と一緒に

なって、段差解消に向けた方向、方策を検討いただきながら、町も検討していますし、今

後も利便性向上に向けた内容で進めていくという、現在は、今のところこういうご答弁し

かできませんが、毎年、新潟支社と協議の場をもって、いろいろ案を出しながらやっては

おりますので、今後も引き続き協議しながら進めてまいりたいと思いますので、ご理解い

ただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  もう一つ私が思う内容でお話申し上げますが、未来志向で野沢駅、活性化を

希望、期待したいというのが、ある話の中で出てきのが、ミニ新幹線が私なりにお話を持

ち上げて、いろいろ聞いてはいる中でお話申し上げますけれども、そのミニ新幹線という

のが、直下型地震というのがあった際の首都の関係で、そういった中で地方に逃れる際に、

この野沢駅というのには、当然、やがてそういう光を与えてもらいたいと、そういうこと

を前提に申し上げた場合に、高速道、それからまた上越、東北新幹線につなぐ路線、郡山

新潟間にミニ新幹線運行計画の構想を盛り込まれたということも話を聞いております。野

沢駅が生まれ変わる受け皿が必要になってくるだろうというふうに、利便性を図る上でエ

レベーターの設置は不可欠ではないかということで、お尋ねしているわけであります。 

その際、やがてこの野沢の駅が、また賑わいを戻せるような状態になる、受け皿になる

ことの整備を考えていただければと、こんなふうに思いますので、さらに力を、尽力を賜

りたいと思います。それに一言お答えしていただきたいと思います。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  すみません、ミニ新幹線についてのご質問でございますが、ミニ新幹線

の構想に入ったとかという部分につきましては、町としては現段階としては把握していな
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かったということでございますので、これにつきましては、やはり国のほうの大きな部分

の目線になってくるのかなということで、今後そういうお話があったと、そういうことで

あれば、しっかりと情報を掴みながら検討はしなきゃいけないものとは考えておりますが、

現段階では把握していないということでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  話題を変えたいと思います。鳥獣被害対策についてでありますけれども、非

常に捕獲にあたっておられる関係者の皆さんには、ご苦労されているということに対して

感謝は申し上げておかなければならない、こんなふうに思います。 

ただ、町民の声を聞く中では、もう少し見えるような活動というのがあってもいいので

はないのかということで、お話、質問させていただいているわけですが、ご答弁の中では、

かなりの成果をあげていますよということのご答弁でありましたので、さらにこのわな資

格を持った、所持者の方々の、さらに捕獲に向けた対策として、この手当等を考えていっ

たほうが、もっと効率が上がるのではないかということのお質しでございます。 

できるだけ多くの、免許を持った方々の力を借りないと、今イノシシそのものがものす

ごく出ているということ。それから電柵でも張っている限りは、ある程度防除はしていま

す。一旦それを取ると、ものすごい、彼らは夜行性なんですけれども、昼間がなかなか見

あたることができないが、夜の暴れ方は大変凄まじいものの跡になっています。 

そういったところで、さらなる対策の上で、所持されている方々に対してのお考えが、

いろんな手当等を一人一人に考えるというわけにはいかないというご答弁なので、そうい

ったところをさらに煮詰めていただければのご質問であります。ご答弁お願いします。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

昨年度、ワナ免許を取得者、30 名ほど取りまして、猟友会、それから猟友会の方々に、

町の鳥獣被害対策実施隊に加入していただいておりますが、60 名近くに隊員が増えたとい

うことで、体制整備ができつつあるということでございます。 

イノシシ対策につきましては、議員おっしゃられたように、非常に被害が拡大しており

まして、それについて町でも三つの対策ということで、被害防除、電柵の支援、それから

捕獲、それから集落周りの環境整備ということで、複合的に対策に取り組んでいるところ

でございます。 

わなの免許取得者の方々の活動も、非常に重要な取り組みでありまして、今後支援を進

めていきたいということですが、わなの設置にかかるわなの貸し出し、これについては、

ほかの市町村の例なんか見ますと、自ら備えると、準備するということだそうであります

が、町ではほとんど町で整備したものを貸し出しているという、それで使用になっている

ということでございます。 

それから、わなの設置ですとか、見回りに手当というとこでありますが、それぞれの活

動について、一つ一つ手当を考えるというのは、それをどうはかるかというのは難しい部

分がありますので、町としては、もう今現在やっております鳥獣の捕獲に対する活動費、

猟友会を通して活動費を支給しておりますが、それ、その金額の増額ですとか、それから

実施隊員、これは個人ですが、些少ではありますが報酬、年間でいくらというような報酬
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がありますので、その改定、それらは検討してまいりたいと思います。 

それから、イノシシ、夜行性というお話ありましたけれども、イノシシ、夜行性という

ことではありませんで、日中も活動はするような特性がありますので、そこはご理解いた

だきたいと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  話題を変えて、時間もございません。今１点だけ、生活道路の安全の関係で

お尋ねをしたいと思います。ご答弁の中では、非常にきめ細かく調査、検査されていると

いうことであります。１点、町道の字線で、高速道路の橋架下のところの登り口の付近、

急な曲道になっている箇所があります。分かりますか。ここは冬期間、あわやの事故にな

ることが起きていることから、早急に直線の道路にする余地があると考えられますが、再

度お尋ねします。 

○議長  建設水道課長。 

○建設水道課長  お答えいたします。 

町道野沢字線の字の近いところのカーブ、その箇所は認識しております。町としまして

も、検討というような段階というか、改良の有無について内部では調整しておりますが、

まだ実施の段階ではありませんし、十分、慎重に検討はさせていただきたいなと思います。 

○議長  ５番、猪俣常三君。 

○猪俣常三  危険はとにかく取り除いていただきますことを、とにかく強く要望いたしま

して、お願いをいたしまして、できるだけ政策に反映していただきたいと思います。 

以上、私の一般質問を終わります。ありがとうございました。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  皆さん、こんにちは。６番、三留正義です。今般、農林振興等について１問、

一テーマですか、通告しておりますので、通告文を読み上げます。 

質問事項としては、農林業振興などについて。 

①として、西会津農林業振興アクションプランについて。テーマが農林業で幸せづくり

を目指すということですが、どのような行動計画なのか伺います。 

二つ目、②として、令和３年度、稲作経営緊急支援事業について、概要と作業の進捗状

況について伺います。 

○議長  農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  ６番、三留正義議員の農林業振興等についてのご質問にお答えします。 

まず、１点目の、西会津町農林業振興アクションプランでありますが、令和元年度を初

年度とした新しいまちづくりの指針となる西会津町総合計画（第４次）及び、西会津町ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略（第２期）の下、農林業が抱える課題を克服し、持続可能

な成長を実現するため、本町が目指すべき農林業振興戦略を明らかにしながら、実効性の

ある具体的施策の方向性と実施工程を定めた個別行動計画として位置付け策定するもので

あります。 

農業経営基盤の強化の促進に関する基本的な構想や、西会津町農業振興地域整備計画、

西会津町森林整備計画など、法に基づく農林分野の基本的な計画との整合に配慮しながら

策定し、計画期間を令和４年度から令和７年度までの４年間と定めたところであります。 
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本プランでは、本町の農林業の現状と課題、これまでの施策の実施状況やその評価につ

いて明らかにした上で、戦略的な農林業振興に向けた施策の実施方針を打ち出しておりま

す。 

具体的には、農林業の現状と課題として、米、ミネラル野菜、菌床きのこ栽培を柱に農

林業振興に取り組んでいる現状や、農業従事者の高齢化、耕作放棄地の拡大、鳥獣被害対

策、新たな森林経営管理制度への対応などの課題をまず整理しております。 

その上で、西会津町総合計画（第４次）で定めた町の将来像であります、「笑顔つながり 

夢ふくらむまち ～ずーっと、西会津～」の実現に向けて、「温故創新 地産地消のまちづ

くり」の方向性の下、町民が笑顔で“しあわせ”になることを願い、各種農林業施策に取

り組むことといたしました。 

施策の体系としては、意欲ある農業者による生産・販売活動の推進、生産基盤の整備と

農村環境の保全、地産地消と農林業を通じた地域づくり、森林の活用と多面的機能の発揮

といった大きく四つの項目に分けて、それぞれの施策に合計で 10 項目の戦略を盛り込み、

戦略ごとに重点事業を含め主な実施事業を示しました。 

例えば、施策１の意欲ある農業者による生産・販売活動の推進の戦略１、きめ細やかな

新規就農サポート体制の構築では、就農希望者の実情に沿ったきめ細かい対応により確実

な就農定着を図るため、研修や雇用就農の受け皿など多様な役割が期待される農業公社設

立の可能性について、調査検討を進めるといった戦略を掲げており、重点事業の一つとし

て位置付け、取り組んでいくこととしております。 

また、施策２、生産基盤の整備と農村環境の保全の戦略６、有害鳥獣に強い地域づくり

の推進では、被害防除、有害捕獲、生息環境管理を三本柱として、被害低減を目指すこと

を戦略として掲げ、主な実施事業に電気柵設置補助やわな猟免許取得支援、解体処理施設

の整備、ジビエ肉制限解除に向けた検討などを盛り込んでおります。 

なお、プランに盛り込んだ施策については、各事業の効果や計画期間内に定めた評価指

標を毎年度検証し、必要に応じ改善を加え、次の事業展開に反映させる、いわゆるＰＤＣ

Ａサイクルで進行管理を行ってまいりたいと考えております。 

町といたしましては、生産者や生産者団体はもとより、国や県などの行政機関や土地改

良区、農協、森林組合などの関係機関と今後も密接に連携協力し、体制の強化を図りなが

ら、本プランの戦略実現に向けて各事業を推進していきたいと考えておりますので、ご理

解願います。 

次に、２点目の稲作経営緊急支援事業のご質問にお答えします。 

人口減少による米の需要減少や、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う業務用米の消費

低迷などの影響により令和３年産米の価格は大きく下落している状況であります。３年産

米のＪＡ概算金では町の主要銘柄である会津産コシヒカリで前年比 2,600 円の下落、前々

年比では 3,200 円の下落であり、稲作農家の経営への影響が懸念されるところであります。 

こうした状況から、営農意欲の減退による離農や耕作放棄地の拡大、地域経済への影響

も危惧されることから、町では稲作農家が次期作以降も継続して生産に取り組めるよう緊

急支援として実施するものであります。 

事業内容につきましては、営農計画書を提出している農家で主食用米及び備蓄米を出荷、
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販売している農家を対象に収入減少分の補てんと、次期作支援分を合わせて 10 アールあ

たり５千円を交付するものであります。対象農家は 462 戸、事業費として 2,517 万３千円

ほどとなる見込みであります。 

なお、事業に要する経費につきましては、農家へのできるだけ早期の交付金支給のため、

去る 11 月 22 日の町議会臨時会において関係予算をご議決いただいているところでありま

す。 

今後の作業でありますが、町農業再生協議会を事業主体とし、すでに対象農家に対しま

して申請案内を発送したところであり、12 月７日から９日にかけ、地区別に面談しながら

受付を行うこととしております。また、受付会場では農業共済組合の職員の方にも同席い

ただき、収入保険制度の説明や加入促進を併せて行ってまいります。 

その後、交付申請の取りまとめを行い、12 月下旬にはそれぞれの農家に交付金の支払い

ができるよう鋭意作業を進めてまいります。 

今後、令和４年産米につきましてもコロナ禍の影響や人口減少による構造的な需要減少

は継続するものと思われます。米の需給環境は依然厳しい状況が想定されますことから、

町としましても農業再生協議会と連携し、ソバやミネラル野菜等を中心とした園芸作物へ

の転換やナラシ対策、収入保険等のセーフティーネットの活用などを推進していくととも

に、米・食味分析鑑定コンクール国際大会でも入賞している西会津産米の食味の良さをＰ

Ｒし、ふるさと応援寄附金の返礼品としての取扱量の増加や首都圏等における販路拡大に

向け取り組んでまいりますので、ご理解願います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  全員協議会でも説明をいただきましたが、非常に広大な行動計画で、ちょっ

と改めて聞きたいなと思いましたので、全体的に事業、各事業ある中で、国県が母体のも

のって何パーセントぐらいを占めていますか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

財源を求める先というのは、かなりの割合、国県の財源、起債も含めてだと考えており

ます。できるだけ有利なものを活用するといった考えでございます。割合として、この場

で答える資料持っていませんので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  割合だとか、そういったものは後でまたお知らせしていただければ結構なの

で、聞きたいのは、既に施行されている事業、補助事業なり、それをアクションプランで

今後年度ごとに、将来に向けて、その幸せづくりというんですが、このテーマ、それに向

けてその計画、各事業の推進というか進捗をもって、いろいろな農家さんに該当するもの

について、十分に活用していって、より振興していこうというような意味なのかなと、一

応私は、大きくくくるとそういうふうなイメージで見ているんですが、それでだいたい間

違いないのか確認したいと思います。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

今回策定いたしましたアクションプランにつきましては、国県の義務的につくるもので
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はなくて、町単独で将来的な持続可能な農林業を目指してつくる、策定したものでござい

ます。あらゆる国県の事業、そういった有利なものをフルに活用しながら、町の状況に合

った持続可能な農林業の振興に向けて、総合的に検討を加えて策定したというものであり

ますので、ご理解願います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  それでは、ちょっと中の細かい部分についていくつか触れていきたいと思い

ます。昨日も話題に出ていた公社の設立について少しお伺いします、目標というか。説明

を受けている内容、販路、新規就農、そういったことは確かに理解できます。ただ、みど

りの食料システム戦略ですかね、ちょっとそちらもちらって参考に見させていただいたら、

やはり公社を考えていく、構想していく上では、生産から消費者までを、やはり一つの総

合的に取り扱っていける、そういったイメージを持たないといけないのかなと、それも考

え方の一つなのかなと。だから局所的なものだけを考えていくというのも当然、今必要な

ものはこれとこれがないとだめだという、アイテム的にほしい。それは私も分かります。 

ただ、将来的に見据えていくと、今私の前に同僚議員の一般質問にもありましたけれど

も、複雑な社会環境の絡み、そういったものも扱っていただく部分も当然、委ねる部分も

出てくる。そうすると局所的なものだけを委ねるような組織というのは、なかなか考えに

くいのかなと、今後も検討会の中で、まだ今２回ということだったんですが、考え方の一

つとしてテーブルにあげていく要素としては、そういったことも考えられるのではないの

かなと思うんですが、いかがでしょうか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  農業公社の検討についてのご質問にお答えします。 

現在まで今年度から開始いたしました、その調査検討においては、２回の検討会を生産

者の皆さんですとか、関係機関の皆さんが入っていただいて検討をしております。その中

で出された意見についても、やはり三留議員おっしゃったように、やはり生産者がなかな

か取り組めない消費者とのつなぎですとか、販売活動ですとか、それから担い手が少なく

なっている中で、農業施設の管理が大変になってきているというような現状を踏まえて、

そこの部分を、農家を下支えするような、そういった公社のあり方というのが、今後方向

性として見えてきたのかなという感じがいたします。昨日の答弁でも申し上げましたよう

に、広く今後の持続した農林業の発展のため、広く検討してまいりたいという考え方であ

ります。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  公社については、今後十分にテーブルの上で議論していくことが、まだまだ

山積みだと思うので、私の今のは一つの案としてお話したまでなんですが、よりよい形を

目指してさらに検討されていくことをご祈念します。 

それと、雪室なんですが、ちょっと後ろ、後段のほうにありますけれども、雪室の活用

について、前段の会議まで皆さんのご意見では、このスケジュール見ても現状維持みたい

な形なんですが、この辺の振興に多少力を注いでいくようなお話し合いはなされなかった

のかお伺いします。 

○議長  農林振興課長。 
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○農林振興課長  雪室につきましては、昨年度、設備の改修によって機能強化を図ったと

いうことでございます。主にふるさと応援寄附金の返礼品、米について今保管していると

いうことでございますが、今後、現在国の補助事業で行っております山村活性化支援交付

金事業、これで雪室に貯蔵した米を、どういったようにこれを付加価値を付けて販売して

いくかというようなことを調査検討するようなこともやっていますので、それも含めて有

効な活用方法について今後検討してまいりたいと思います。この検討会の中では、具体的

にはその辺の話までは出でいなかったかと思います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  雪室については、またおいおい折に触れて話題に出ることがあると思うので、

またその折に話したいと思います。 

このアクションプランそのものというのは、総合計画、あと農業振興計画、それらをベ

ースにしてというのかな、たたき台にして各法律でつくられた計画書をもとに、そういっ

た流れでこうきているんだということであったと思いますけれども、昨今の時代の流れと

いいますか、特に今年に入って、私の前の一般質問で同僚議員が話された地球環境をうた

うものが、急激に話が進んできているのかなというようなイメージがあるんですが、みど

りの食料システム戦略の中にも、たぶん課長はご存知かと思うんですけれども、その中で

バイオ炭の話とかこう出てきますよね。二酸化炭素の吸着、そういったものの話が出てく

ると思います。 

あと籾殻、特に水田農業経営体、やっている人、田んぼをやっている人の人数が少なく

なってくれば、経営面積が大規模化してくる。そうすると残渣、籾殻、この部分について

どういうふうに計画を、その処理、対処というんですかね、町としてどういうふうに対処

していくのか、このアクションプラン上にはプラス側のお話は出ているんですが、私の先

ほどの一般質問と同じで、ほかに先駆けて、ある程度そういったものの問題にアプローチ

しておかないと、いっぱい、ブランド品をいっぱいつくりましょう、この町で目指してい

きましょうといったときに、どうしても障壁となってくるのがその残渣処理だと私は思う

んです。安心に作付けできるというのは、事後処理もできる。最後まで完結できるという

ことだと私は思います。 

町で全部丸投げでという話ではなくて、どうせアクションプランをつくるのであれば、

そういったあまりメジャー、日に当たらない部分なんですが、温室ガスの抑制、そういっ

た問題絡み、直接関係のある農業、特に水田なんかは直接的に関係性が出てくる。である

ならば、その籾殻について、バイオ炭だとか、何かそういったことを、やはりアクション

プラン上に計画として盛り込んで、具体的なものは国側から降りてくるものがほとんどな

のは私も承知していますが、項目としては、やっはり町として考えていくべきではないか

と私は思うんですが、いかがでしょう。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  ただいま、バイオ炭、籾殻についての問題提起、ございましたが、籾殻

につきましては、各生産者の皆さん、それぞれ自分の農地にすき込んだり、それぞれの方

法で今のところ処理されているものと考えます。町に、それに非常に苦慮しているといっ

たようなことの申し出といいますか、そういったことは今のところあまり聞いていないよ
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うな状況ですが、今後そういったことも問題としてあがるとなれば、それについては、や

はり何らかの対処といいますか、そういう計画についても検討が必要と考えます。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  先ほどちょっと濁したのは、実情をご存知かと思ったので、具体的には申し

ませんでした。一応吸収という、二酸化炭素や一酸化炭素を吸収という言葉で置き換えた

んですが、公の場でちょっと話にくい部分がありますが、なかなかやはり残渣処理、その

ままですき込んで、そのままでやっている方っていらっしゃいますか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

町内の籾殻処理について、町として詳しく実態の把握というまではできておりません。

散見される焼却ですとか、そういうことについては、あまり推奨されるものではありませ

んので、これについては、やはり自らの農地で適切に処理していただきたいということで、

そういったことは申し上げておりますが、これにつきましては、もう少し町のほうで調査

して、実態を把握して次の対処というような作業になろうかと思いますので、ご理解いた

だきたいと思います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  先ほど菅総理の話、町民税務課長からありました 2050 年に完全移行という

国の計画書、戦略、そういったものを見ても、やはり 2050 年に完全移行という目標を目指

すというような書き方になっております。2030 年までにおよそそういった目標に近づくよ

うな形づくりというようなうたいになっていると思います。 

そうすると、やはりいずれは、やがては長期吸着、そういう炭素、炭素を長期吸着させ

るもの、たまたまみどりの食には、炭にして粉砕して土中に入れるなんていう案も載って

いたようですけれども、それは一つの例としても、今後我が町でも、非常に水田、主軸で

あるわけですから、そういったものは、やはりどういうふうにアプローチしていくのか、

やはりそういった事業として計画そのものは持たないにしても、やはりそれはアクション

していかないといけない部分ではないかなと、私は思います。 

あと、先ほどバイオの話で、うちの町は森林がすごく多いんだよと、バイオやっても森

林が吸収している分、放出量は少ないんだみたいなイメージで、たぶんお話がなされてい

たようなんですけれど、確かに森林が何十年か二酸化炭素を吸着してはおきますけれども、

それを燃やしたときに発生する炭素量とどうなのかなと、確かに西会津町の森林全部をバ

イオにするわけではない。一部をバイオにしてというような考えなんでしょうけど、その

吸着、森林の吸収と加工したものとの計算式があるのかないのか、森林どのぐらいで炭素

どのぐらい吸着するのか、何年吸着するのか。つくったものがどのぐらい炭素を発生させ

るのか。それがベースにあってお話をされているのか、ちょっとそこだけ確認したいんで

す。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  森林の二酸化炭素吸収ということですが、燃やして発生した二酸化炭素

を再度吸収する、これで同じ、カーボンニュートラルというような説明を先ほどありまし

たが、また再造林して、またそういった抑制対策をしていくという、循環型のそういう対
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策を講じていくという考え方であります。 

排出量と吸収量ということですが、今手元に数字ございませんので、分かるかどうかも

含めて調査してみたいと思います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  今そちらのほうの動きで、算定式はあるんだというふうに聞き及んだんです

が、一応根拠はあるということで了解しました。それがゆえに、結局やはりアクションプ

ランそのもの、もしくは別立てなのがいいのか分かりませんけれども、やはりある日突然

国から言われて、農家の人、えっと、突然振られても、やはり移行期間というんですかね、

やはりそういうものが私はあっていいのかなと。それにはやっぱり町も一緒になって考え

ていってほしい。ある日突然から、来年からだめだよというような切り方をされても、農

家の皆さん非常に、じゃあどうするのっていうような事態にならないように、少しずつ我

が町は移行していける、それについては考えていますよ、やっぱりそういった姿勢で農家

の方と寄り添っていかないといけないと私は思っています。 

まだ少し時間ね、あります。2030 年まである程度形づくり、こういった中で、やはり大

切な部分は早めに農家の方たちとのコンセンサスを取っていく、やっぱり絶やさず取って

いく、そういった姿勢はやはりあってほしいと思うんですけれども、考え方としていかが

でしょうか。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  お答えいたします。 

この農林業振興アクションプラン、生産者の方がまず第一義的には主役でございますの

で、そういった皆さんによく理解いただきながら進めてまいりたいと思います。議員おっ

しゃられましたみどりの食料システム戦略、また県であります地球温暖化推進計画、そう

いったものも踏まえながら、町としてこれから環境に配慮した農業の推進について努めて

まいりたいと思います。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  アクションプラン、今まで現行行われている事業、そういったものの形付け、

関連付け、そういったものの方向付けである、私はよく仕上がっていると、私は個人的に

は思っています。あと今年出した令和３年版の各事業の冊子、一覧表ね。事業一覧ですか、

あれも私は大変よかったと思って見ています。今後も農林にかかってくる諸問題というの

が、いろいろなものが、地球環境保全の中では今カーボンの話をしましたけれども、そこ

にとどまらないわけですよね、実際は。だからそういったアクションプランでうたってい

けない事業だとすれば、また何らかの形で、やはりいつも共有した問題として扱ってほし

いと思います。アクションプランについてはここで終わりたいと思います。 

もう一つ伺っておきました２問目の経営緊急支援事業ということで、田んぼをやってい

る農家の方は、春先に営農計画書というのを皆さん出すので、対象者は町で 100 パーセン

ト分かっているわけでしょうけれども、現行の中で、回答というんですか、10 日まで、締

め切りが 10 日までとなっていたかと思うんですが、既に提出されているのはどのぐらい、

何割ぐらいというか、だいたいどのぐらいもう既に提出されているのか、お伺いします。 

○議長  農林振興課長。 
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○農林振興課長  今回の稲作経営緊急支援事業につきましては、11 月の末に既に対象者の

方にはご案内しております。集中受付ということで、本日から明後日にかけまして、役場

もそうですが、町内、保健センターですとか、新郷連絡所、それから奥川みらい交流館、

こちらで集中受付を３日間かけて行います。それでかなりの提出があるかと思いますが、

本日までは役場内で受け付けておりましたが、90 件ほどということになっております。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  事前、集中期間前に 90 件ぐらい入っているということですね。先ほどの１件

目の答弁の中で、12 月下旬にはそれぞれの農家に交付金の支払いができるよう鋭意努めて

まいりますということで、一応目標としていらっしゃるようですが、全員協議会の話でし

たか、なかなか年内はちょっと難しい部分があるのではないかというようなお話でしたが、

見解とすると、やはり年内はちょっと難しそうなのか、お伺いします。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  現在、作業を進めておりまして、12 月半ばには一旦取りまとめをして、

12 月末にはお支払するように作業を進めております。 

○議長  ６番、三留正義君。 

○三留正義  まったく年内目標ということで取り組んでいるということですね。承知しま

した。皆さん待ち望んでいたものですから、できるだけ早い段階でお支払いできれば、私

もいいのかなと思っております。 

以上をもちまして私の一般質問を終わります。 

○議長  暫時休議にします。（１１時４４分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 

９番、多賀剛君。 

○多賀剛  皆さん、こんにちは。９番、多賀剛でございます。今定例会に２件の一般質問

の通告をしておりますので、通告に従いまして順次質問をさせていただきます。 

まずはじめに、行政ＤＸ、デジタルトランスフォーメーションの取り組みについてお尋

ねをいたします。本町は 20 年以上前から周辺他市町村に先駆けてＩＣＴを活用したまち

づくりに取り組んでまいりました。町内全域、全戸に光ファイバーケーブル網を敷設し、

高速インターネット回線を整備することにより、本町のような地方にいながら都市部と変

わらない情報デジタル環境を整え、テレワーク等の推進を図ってまいりました。また、本

年３月には、これも周辺他市町村に先駆けて、西会津町デジタル戦略を策定し、今後５年

間の中で各種それぞれいろいろな分野で取り組みを行うとしております。このデジタル戦

略は、総務省が唱える自治体デジタルトランスフォーメーション推進計画とあいまって、

様々な変革が起きようとしております。そこでいくつかお尋ねをいたします。 

一つ目に、このデジタルトランスフォーメーションにより、これから起こる変革は町民、

住民生活にとってどのような変化をもたらすのか。 

二つ目として、町民、住民の福祉の向上に寄与するものと確信はしておりますが、具体

的にはどのようなことが可能となるのか。また、どこを目指すのか。将来ビジョンはどう

なのかお伺いをいたします。 

三つ目に、行政デジタルトランスフォーメーション、ＤＸを推進することにより、町民、
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住民はどのような利便性を享受できるようになるのかお伺いをいたします。 

なお、次のような点などを例としてご答弁いただければ分かりやすいと思いますので、

よろしくお願いいたします。 

１点目は、マイナンバーの利活用方法。 

２点目は、脱判子と窓口業務の簡略化について。 

３点目に、オンライン申請等、手続きのあり方について。 

４点目に、これは私は以前から申し上げてまいりましたが、各種証明書のコンビニ交付

について。 

５点目に、ＡＩ、ロボット等の利活用について。 

最後に町民への周知方法についてであります。 

次の質問に移ります。選挙投票所のあり方についてお尋ねをいたします。人口減少、高

齢化が進む中、投票行動の変化を踏まえ、選挙投票所のあり方について検討すべき時期に

きているのではないかとの声があります。本町では期日前投票をする方が、７月の町長選

挙においては 55.89 パーセント、10 月の衆議院議員総選挙でも 60.68 パーセントとなり、

ともに半数を超えております。最近の選挙では投票日に投票する方よりも期日前投票する

方が年々増加傾向となっております。有権者数の少ない集落の投票所にあっては、人手が

少ない中、当日投票をする少人数の方々のために、一日中投票に立ち会っていなければな

らないなどの話も聞かれます。投票立会人、選挙事務の負担軽減を考えるとき、投票所の

再編、統廃合を検討すべき時期にきたのではないかと考えます。しかし、ただ再編、統廃

合を進めるのではなく、18 歳以上の国民に等しく与えられた投票する権利を損なうことの

ないよう配慮することも必要であります。 

先ほど話しましたように、全国的にこれだけ期日前投票をする方の割合が増えていると

なれば、もう何箇所か期日前投票所を増やすことや、あるいは日時を指定した移動式期日

前投票所、これは移動しやすい車、バス等などでもいいと思いますが、そんなことも検討

すべきではないのかお伺いをいたします。 

以上、私の一般質問といたします。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ９番、多賀議員の行政のＤＸ、デジタルトランスフォーメーションの取り組みに

ついてのご質問にお答えをいたします。 

 町では、人口減少に起因する様々な課題の解決や行政サービスの向上、さらに、移住定

住の促進等を図るため、本年３月に、他の市町村に先駆け、六つのビジョン、戦略から成

るデジタル戦略を策定したところであります。 

 町では今後、人口減少によって、集落機能の維持が困難な自治区の増加、高齢化に伴う

各分野での担い手不足、小売店の減少などによる地域経済の縮小といった課題が顕著にな

ると予測されます。また、新型コロナウイルス感染が終息しない中、デジタル技術を道具

として有効に活用し、同時に、既存の仕組みや業務などを新たな視点で見直しを行い、行

政をはじめ、産業、暮らしなどあらゆる分野でデジタル変革を進め、誰もが働いたり、移

動したり、自分らしく、いきいき健やかに安心して暮らせる、そして、夢に向かって挑戦

することができる、ずーっと住み続けたい町の実現を目指しております。 
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ご質問の１点目、変革による住民生活の変化についてでありますが、行政の分野では、

行政手続きの簡略化をはじめ、誰もが行政情報を容易に取得でき、また将来は、電子申請

により役場に行かなくてもオンラインで行政手続きができるような環境づくりを目指して

いるところであります。 

また、くらしの分野では、去る 11 月８日よりＡＩオンデマンドバスの実証運行を開始い

たしました。スマートフォンによる乗車予約やＡＩ、いわゆる人工知能による運行の効率

化、標柱のないバーチャルバス停留所新設による利便性向上など、デジタル技術を活用し、

町民サービスの向上と業務の効率化を図ってまいります。 

次に、２点目の具体的にどのようなことが可能となるのか、目指すところについてお答

えいたします。デジタル戦略に掲げる、しごと、招致、もてなし、くらし、学び、行政、

対話、・コミュニケーションの六つのＤＸの取り組みにより、課題解決、行政サービスの向

上を図るとともに、働き方改革を進め、将来にわたって持続可能なまちを目指してまいり

ます。 

次に、３点目の行政のＤＸ推進による町民の皆さんが享受する利便性でありますが、各

種行政手続きにおける押印、署名、・対面規制などの見直しを現在進めているところであり

ます。また、国が普及を進めているマイナンバーカードでありますが、マイナンバーカー

ドを活用することによって、コンビニエンスストアで住民票や印鑑登録証明書、税証明な

どを取得できることから、町民の皆さんの利便性向上のため、コンビニでの証明書等の交

付について検討を進めているところであります。 

このような見直し等により、役場に行かなくても行政手続きが可能となるよう様々な検

討を進めております。 

次に、ＡＩ、ロボット等の利活用についてでありますが、ＡＩオンデマンドバス導入の

ように、各分野でデジタル技術を活用した業務の効率化に向けて、各課が主体となり検討

しているところであります。 

最後に、町民への周知方法についてでありますが、現在開催しているデジタル教室や、

デジタルよろず相談、ケーブルテレビの番組制作により新たな取り組みについて町民の皆

さんに理解を深めていただき、利用してもらえるよう取り組んでおります。また、現在構

築中の情報連携基盤、いわゆる町公式ＬＩＮＥを活用しプッシュ型による情報発信を行い、

特に若い世代の皆さんに情報を提供してまいりたいと考えております。 

町といたしましては、私を先頭に全庁をあげて、デジタル変革に取り組み、将来にわた

り持続可能な町を目指してまいりますのでご理解願います。 

○議長  選挙管理委員会書記長、新田新也君。 

○選挙管理委員会書記長  ９番、多賀剛議員のご質問のうち選挙投票所のあり方について

のご質問にお答えいたします。 

はじめに、選挙投票所統廃合の検討についてのご質問でありますが、町選挙管理委員会

では、昨年６月に開催の委員会において、人口減少などの理由により、投票所機能を維持

していくことが困難と見込まれる投票所について、統廃合を検討していくとの方針を決定

したところであります。 

この方針に基づき、町内に 20 カ所ある投票所のうち、選挙人名簿登録者が 50 人以下の
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四つの投票所を統廃合の対象として、自治区役員との協議や地区説明会の開催により調整

を進めてまいりました。 

その結果、統廃合の了承を得られました井谷投票所と弥平四郎投票所につきましては、

本年７月に執行しました町長選挙より、井谷投票所は樟山投票所に弥平四郎投票所は極入

投票所に統合したところであります。 

投票所の統廃合につきましては、今後も選挙人名簿登録者数の推移や地区の状況などを

踏まえ検討してまいる考えであります。 

次に、期日前投票所の増設や移動式期日前投票所の検討についてのご質問でありますが、

期日前投票所の増設や移動式期日前投票所つきましては、投票管理者及び立会人の増員や

システムの増設など、必要経費の増額が伴うことや、投票事務を行う職員の増員も必要と

なること、また、二重投票などのリスクも増えることから、今後、選挙管理委員会の中で

十分に検討してまいる考えであります。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  まず行政のＤＸ、デジタルトランスフォーメーションについて再質問をしたい

と思います。町長からご答弁いただきましたけれども、このＤＸ、最近いろんなところで

聞かれるようになりました。私も最近、これ知ったところでありますが、ただこのＤＸ、

文字だけ見れば、普通の人は最初デラックスと読むのかなと、何か豪華なことが始まるの

かなというイメージもありますし、また、デジタルトランスフォーメーションといいます

と、デジタルはなんとなく分かりますけれども、トランスフォーメーション、トランスフ

ォーマーって自動車がこう変化して合体して、列車が変化して合体して、巨大なロボット

になっていろいろ活躍するアニメーション番組ありますけれども、そんなことを想像、私

はしておりました。 

町長言ったように、このいわゆるデジタルトランスフォーメーションというのは、私は

当初、都会で流行っていたという言い方おかしいですけれども、都会で成功したものを地

方に、もっとやらなきゃいけないのかなという思いでおりましたが、よくよく聞いてみる

と、少子高齢化で人口減少に悩む、この地方でこそ、本町のような場所でこそ、このデジ

タルトランスフォーメーションというは必要なんだということを聞きましたので、これは

もう積極的に否が応でも取り組んでいかなければならないところであるなと私は認識して

おります。 

私の認識に違いはないと思いますけども、そんな中で、いろいろご答弁いただきました

けれども、いかに町民の皆さんが、昨日あたりは同僚議員、今日もそうですけども、やり

取り聞いていますと、本町はもう高齢化率が 47 パーセント、48 パーセント、高い高齢化

率、お年寄りが多い町でありますから、いきなりデジタルとか、デジタルトランスフォー

メーションなんていっても、なかなかとっつきにくいんじゃないかなと。ＡＩオンデマン

ドバスにしても、電話でやる人が多いんじゃないのかなというお話しましたけれども。こ

れ推進していためには、やっぱり何かこんなことをやったら便利になったなと感じさせる

ようなことが私は必要だと思います。 

私もいろんなデジタルツール、思い返してみますと、いろんな変遷の中で現在に至って

いるんですけれども、やっぱりその都度、何か、ああ、こんなことが使えるようになった
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から便利だなと思って、その使い方を覚えるし、使ってきたということがありますので、

この行政デジタルトランスフォーメーション進める上でも、大きなことをやらなきゃいけ

ないというのは分かりますが、まず、町民がこんなことをできるようになって、こんな便

利なことがあるよということを、簡単なことからやっぱり進めいく必要があると思います

けれども、その辺はいかがでしょうか。 

○議長  企画情報課長、伊藤善文君。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まずデジタルトランスフォーメーションを進める上で、やらなきゃいけないことと申し

ますか、住民に恩恵のあるような形でどう進めたらいいかという部分のご質問にお答えし

たいと思います。 

まず、やはり国が示しておりました自治体のＤＸ推進計画におきましても、やはり一番

課題となっているのはデジタルデバイド、いわゆる弱者ですね。デジタル化について、つ

いていけない方々への対応というものが求められているということでございます。 

それを踏まえまして、町といたしましても、現在、やはりデジタル教室並びにスマート

フォン教室等、デジタル機器に触れていただく機会を多く設けようということで、これま

で開催してきたところでございます。 

まず自治区でのデジタル教室につきましては、今まで８回開催しておりまして、参加者

につきましては 94 名の方、最高齢は 85 歳の方、受講されているというような形になって

おります。また、民間事業者と共同いたしまして、スマートフォン教室につきましても８

日間、４回開催しまして、46 名の方が受講されているということで、早く申し上げれば、

やはりデジタル機器に怖がらずに、まず触れていただくというのが一番重要なのかなと。 

その中でいろいろ議論になっておりますが、高齢者への伝え方という部分につきまして

も、丁寧に説明しているということでございますので、そういう形で自治区においてのデ

バイド、並びに、先ほど申し上げてはいませんが、ＣＤＯによりますよろず相談などを踏

まえて、その解消、デジタルデバイド対策というのは進めていかなければならないと認識

しているところでございます。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  最初に私申し上げておかなきゃいけなかったんですが、執行部の皆さんとは

常々この横文字を羅列するような難しい言葉を使わないで、話、やり取りしましょうとい

う話しましたけれども、なんせこれは事業名自体がこういう横文字なので、ましてこのデ

ジタル関連というのは横文字が多いので、私も使わざるを得ないのでご了承いただきたい

ところであります。 

私も実は、このＤＸなんていうのは、全然よく分からなかった。実は先日、本町のデジ

タル最高責任者の藤井先生の講演を聞いて、ああ、ＤＸ、デジタルトランスフォーメーシ

ョンというのはこういうことなんだというので、改めてというか、初めて気が付かされた

ようなところがあるんです。だから今、企画情報課長おっしゃったように、まずとっかか

り、取っ付きやすいところを、なんとかいわゆるツールに馴染んでいただこうというよう

なことで、最初から難しいことを、これを使って、行政いろいろ手続き難しいことを簡単

にしましょうというのもなかなか難しいんでね。私いつもスマホ教室とかデジタル教室の
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内容、藤井先生の講演の中でちらっと話は聞きましたけども、本当に身近なよろず相談か

らいろんなこと混ざっている。私の親もそうですけれども、お年寄りで一番最初にスマホ

使うのは、やっぱりコロナ禍の中で、あんまり地方に行ったり来たりできなくなって、孫

やひ孫とのテレビ電話を楽しむためにこれ使っているんだと。本当に一番身近な使い方だ

と思います。そんなところから、いわゆる行政に何か生かせることがないのかなというこ

とを常々考えております。 

その中で、最近テレビでいろんなニュース報道見ますと、たいがいの事故、事件の現場

では、映像、映像というか動画があります。それは皆さんが、報道カメラが撮っているわ

けじゃないんですよね。いわゆるその住民の方がスマホでみんな動画を撮って、その動画

を共有して、報道機関に投稿してだと思いますけども、ニュースソースで、いわゆる住民

の方が撮った動画をニュースソースにして使っている。あんなの見ていると、日本国民、

本当に全員がもう報道カメラマンみたいな状況になっているなという感じ、私受けるんで

す。私の身近でも、いろんなきれいなスポットだとか何か、みんなもうスマホを掲げて動

画なり映像を撮っている姿をよく見ます。だから、そんなことを利用するには、デジタル

ツールというと、パソコンだとかタブレットだとか、いろいろ使いますけれども、このス

マホの使い勝手をもっとうまくしていくべきじゃないかなと。 

その中で一つ思っているのは、今日もいろいろ道路の整備とかの話ありましたけれども、

今まで町道でもどこでもいいですけど、道路に穴があいて、これははまったらばハンドル

取られて事故が起こりそうだなと思えば、役場の担当課に電話する方もいるでしょう。あ

とは区長さんに言って、あそこ直してくれよという人もいるかもしれませんが、皆さん、

先ほど言ったように電話を持っている。もう映像なり動画をその場で撮って、役場でそれ

を受けるシステムがあれば、アプリケーションを使っても何でもいいんですけれども、す

ぐ対応できる。道路の穴ぼこばっかりでなくても、例えばこれから災害なんかあった場合

に、１分１秒を争うようなときは、電話で話すのもいいですけども、そういうスマホの住

民の方の動画を見れるような、すぐ反映できるようなシステムをがあれば、わざわざ行っ

て、職員が行って確認して、その後の対応を考えるよりも、うんと早く初動の対応ができ

るような気がします。 

という意味で、いわゆるＬＩＮＥでも何でもいい、アプリを使って、いわゆる町民全体、

全員から動画なり映像が集められるシステムをつくって、このデジタルトランスフォーメ

ーション、身近なものだなというとっかかりにするというのも一つのアイデアだと思いま

すけれども、いかがでしょうか。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず危険箇所等の、いわゆる写真等で送ったものを行政にできるシステムというような

部分でございますが、県内の自治体においては福島市等で、事前に今運用を開始している

というような状況でございまして、そういうところでございます。また、各全国の市町村

でもそういう情報をあげていただいて、迅速に対処しているというような事例もございま

す。 

今現在、町として、今現在、いわゆる先ほど申し上げました情報連携基盤で構築を考え
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ておりますのは、有害鳥獣の目撃情報を位置付けするというような形で、今、連携基盤構

築を考えております。 

従いまして、今現在の危険箇所については、今後どういう形で運用していったほうがい

いのかという部分も踏まえながら、十分に担当課と打ち合わせしながら進めていきたいと

考えております。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  検討なさるということで、いいですけども、私は手続きを簡単に、今までのよ

うなアナログのやり方をやめろというわけじゃないんです。ちゃんと役場に来て申請書を

つくって、写真を貼り付けて依頼してくれということも必要なんでしょうけれども、初動

が少しでも早く、安全安心に関わることであれば、そんな対応も必要だし、今私も言おう

とした有害鳥獣対策も一つの手だと思います。 

本当に多くの町民の方がみんなスマホを持って、カメラ機能を持っているわけですから、

今のカメラ機能は素晴らしい映像が撮れるような機能がついていますから、そんなことを

使えるように。 

それにしても、やっぱりそのどうしても役場で周知しようというと文字で書いたり、広

報でやったりという、そういう方法が多いんですけども、いわゆるそういうドラマを、絵

を書くというかね、ケーブルテレビなんか使って、こういうことができますよ、実際やっ

て見せるとかね。そういう見て分かる、コンタクトが私は必要だと思いますが、そういう

周知方法もご検討してはいかがでしょうか。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  情報等については、ケーブルテレビの放送をするというような形の認識

で、使い方ではなくてということで、よろしいですか。 

まず、今現在ＬＩＮＥの情報連携基盤を今構築中でございまして、まずはやはり、構築

しましても、やはり使っていただけないと何も意味はないわけでございまして、まずは使

っていただくための友達申請をいっぱいまずしたいということで、その辺につきましては、

ケーブルテレビ並びに、先ほど、今開催しておりますデジタル教室等で周知徹底を図って

いきたいなと考えております。 

それを踏まえまして、その使い方と、こういうものの使い方できないかという意見をあ

げていただきまして、それを今後反映させていきたいなと考えております。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひそうしていただきたいと。先ほど、私、自分のこのデジタルツールの変遷

の話、ちょっとしましたけども、やっぱり何でいろんな新しいものに飛びつくというか、

始めるようになったかというと、それを使うことによって、便利だなと思って感じたから

なんですよね。だからそれを感じないと、なかなか先に進まないと思うんです。だからそ

ういう意味で、今ご答弁いただいたような形の周知方法をしながら、町民にも身近なもの

としてね、感じてもらえる。 

先ほどスマホ、スマホと私言ってますけども、これから、実は先日、視察に行ったふる

さと納税、何も町の産物ないのに 19 億円も集めている町なんかは、やっぱり何やったかと

いうと、スマホなんですよね。首都圏から単価が１万程度の寄附をお集めになっていると



 98

ころらしいんですけれども、首都圏で、やっぱり１万ぐらいの寄附、19 億円も集めるって、

スマホ対策、聞いたらば、都会では電車に乗っている人、みんなイヤホンして、みんなス

マホ見ているんですよね。昔みたいに中吊りになんて今少なくなってきているそうです。

上向いている人少なくなってきたから。そうすると、スマホでいかに目立つ画像、画面を

つくるか。いわゆるアイキャッチの部分で相当苦心して、あの小さい画面の中で手続きを

簡単にするというような、そういう手法なんだよと聞いたとき、ああ、確かにそうだなと、

立派なパンフレットだとかパソコンの画面で見るイメージでつくるのではなくて、あの小

さい画面でどれだけインパクトのある、訴求できることが必要なんだなということを感じ

ましたので。 

これから皆さん、デジタルツール、新たに捉えるんじゃなくて、スマホの普及率、私、

知ってませんけども、相当高くなっていますから、そういうことを利用しながら、いわゆ

るデジタル戦略に取り組んでいただきたいと思います。 

もう一つ、町長にはいつも言うんですが、これらいわゆるデジタル戦略、５年間の中で

いろんな取り組みをしていくということでありますから、やっぱり５年後のビジョン、し

っかりと絵を町民に分かるようにすることも必要じゃないか、いわゆる夢を語りましょう

よとよく言うんですけども、これを進めることによってこんな町になりますよ、こういう

未来がありますよということをやっぱり知らしめることが、夢を持たせるという言い方が

適当かどうか分かりませんけれども、私はそういうことが常々必要だなと思います。 

本当に絵を描けばいいんです。大きな模造紙に人を描いて、人がこんなことをして、穴

ぼこを見つけたら、役場にＬＩＮＥを送ったら１時間後に来て穴を埋めている絵を見せる

とかね。そういう実際絵を描いて進めていくということが、夢を語る一つの部分だなとい

う思いはありますけれども、その辺は町長、いかがでしょうか。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ただいまの質問でございますけれども、ようやくデジタル戦略の具体的な内容に

今年度から入りました。今いろいろお話ありましたような、いろんな使い方、利用の仕方

については、この西会津町でできるあらゆることを、やっぱりこれからね、このデジタル

戦略の中で取り組んでいかないといけないのかなというふうに思っています。 

ですから、先ほどお話ありました道路の陥没の状況だとか、あるいは災害の状況だとか、

あるいは除雪のブルの出動に対する動画だとか、あるいは今やっているバスの運行、いわ

ゆる予約だとか、あるいは消防のアプリだとか、ほかのやっていないことを私はたくさん、

西会津町の場合はできると思っているんですよね。そういう意味では、まだまだ想定、今

の段階でできていないことも、今いろんな方の応援をいただいて、これからのいわゆる本

当の意味でのデジタルの戦略を西会津町でやっていきたいなというふうに思っていますの

で、どんどん新しいツールを増やしていきたいなというふうに思っています。 

それを今度はどう町民の皆さんに理解して、それを有効活用してもらえるかということ

になると、今始まったばかりでどういう絵を描いたらいいのか、どういう将来、５年後に

なるのかというところがまだまだちょっと、いわゆる想像できないといいますか、はっき

り絵にすることができないわけでありますけれども。そんなことをいつまでも言っておら

れませんので、できるだけ早く、このデジタルを使って町民の暮らしがどれだけ便利にな
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るか、あるいは今のスマホを使ってどういう活用ができるかというようなことは、一目瞭

然で皆さんに理解できるようなことを、これからそれこそ藤井先生とも相談しながらつく

っていきたいなと、そんなふうに思っています。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひそうしてください。私も藤井先生の話、聞くまでは、全然こんなことはと

んちんかんであたましたから、こんなことに取り組んでいくんだなという思いでおります。 

あともう一つ、町長のご答弁の後で大変恐縮なんですが、最初のご答弁でもありました

けれども、これから何を町民のため、デジタル戦略、いわゆるデジタルトランスフォーメ

ーションが利便性よくなるのかなと思ったときに、町長ご答弁いただいたように、町民が

わざわざ今まで役場に行ってやっていたことが、役場に行かなくても、これから家ででき

る。そういうことが少しでも、一つでも二つ目でもできれば、ああ、こんなに便利になっ

たということが感じられるようになると思うんです。 

その意味でこの役場の機能、これからのことですけれども、我々の業界でも、今まで紙

ベースでやっていたのが、タブレットを持ち出して出先でいろいろ手続きができるように

なってきたということがあります。これもこれからのことなんでしょうけれども、そんな

ことを進めることも、役場に来てもらうのが来なくなったばっかりではなくて、今度は役

場から出て行って、先の手続きが、いわゆる出先でできるというようなことまで私は想定

しながら、先ほどの絵を描いていく必要があるかなという思いでおりますけれども、その

点についていかがでしょうか。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず基本的な部分、今現在、役場に来ていただくことは、基本として行政手続きが行わ

れているということでございますが、今現在、押印の廃止等、いわゆる対面規制の関係と

か、全て今見直しを進めておりまして、それを踏まえまして、今オンライン申請できない

かという部分で、今検討を進めているところでございます。 

一応現段階で申し上げれば、水道の給水の開始とか、廃止届をオンライン上で完了でき

るようなシステムとか、あとは住民票の交付、まだ予約システムとか、そういうような部

分で住民の利便性が上がるような形のシステム、オンライン申請を進めていきたいという

ことで、今各課と連携しながら取り組んでいるというような状況でございますので、今後

そういう形で拡大していければなと考えております。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひこれからの、いわゆるデジタル戦略、行政のデジタルトランスフォーメー

ション、期待しておりますので、町民の福利厚生に寄与する施策をどんどん進めていただ

きたいと思います。行政のＤＸについては終わります。 

次の質問に移ります。投票所の再編について、選挙管理委員会の書記長のほうからご答

弁いただきましたけれども、今２カ所ほどの統廃合はしてきたということであります。確

かにこれ考えるとき、投票所ばっかりでなくて、本町のように面積が 300 平方キロメート

ル以上もあって、その中に 89 の集落が点在していると、ものすごく行政効率の悪い中で、

やっぱりこの投票に関しては、先ほど言ったように 18 歳以上の国民に等しく与えられた
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権利を阻害することなく、同じようにやっていかなきゃいけない、構築しなきゃいけない

というのは、大変難しいことであります。 

そんな中で、今後検討材料の中でいろいろありました、検討されるということなんで深

くは申し上げませんけども、期日前投票について、やっぱり都会では、いろいろ投票行動

も変わってきていると、まして今度 18 歳、19 歳の方が投票できるというようなことで、

学校構内に投票所を設けたり、あと例えば駅の近くというか、スーパー、百貨店の近くに

投票所をつくったりという、投票率を上げるためにいろんな工夫がなされているようであ

ります。 

そんな中で、私はそんなことはうちはできないにしても、移動式の期日前投票所という

有効性というのは、私はものすごくあると思うんです。確かに、なかなか選挙事務、ちょ

っと複雑になるようなご答弁ありましたけれども、ただ難しくするばっかりではなくて、

いわゆるやることによって効率化という、効率ばっかりで計れるものではありませんので、

そういうことも今後は検討、検討するといいますか、検討するんでしょうけれども、やっ

ていく必要があるという思いであります。その辺いかがでしょうか。 

○議長  選挙管理委員会書記長。 

○選挙管理委員会書記長  移動式の期日前投票所のご質問にお答えをいたします。 

直近の衆議院議員選挙で、県内で移動式の投票所を開設した市町村が、田村市、南相馬

市、下郷町、柳津町の四つであります。今全国的にも数も増えてきているところでござい

ますけれども、確かに移動式期日前投票所につきましては、有権者の方にとっては、当然

便利になる仕組みでございます。 

本町でも今後、今実施した団体等の調査等を行いまして、十分に調査した上でやったほ

うがいいというような結論に、選挙管理委員会の中で議論をして、やったほうがいいとい

うことになれば、当然実施していく考えでございます。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  そういうご答弁いただければ、これ以上申すことはありません。とりあえず、

とりあえずは、何においても言わなければいけないのは、国民の権利である投票する権利

を阻害することのないようにやってください。それで今日の新聞なんか見ますと、若い人

の投票率が低い低いといわれていましたけれども、先の衆議院選挙では、18 歳の人が 1.01

ポイント、19歳の人が4.98ポイント投票率がアップしているということでありますので、

その移動式投票所を構える場合に、例えば昼休みに学校におったって、私はいいのかなと

いう思いがありますので、その辺もぜひご検討の材料にしていただければと思います。最

後にその辺のご答弁をお願いします。 

○議長  選挙管理委員会書記長。 

○選挙管理委員会書記長  お答えをいたします。 

今回行われました衆議院選挙の投票率でございますが、西会津町は管内で 10 番目でご

ざいます。全体の投票率が 74.96 パーセントと、県内では 10 番目ということで、いろんな

選挙ございますが、西会津町の投票率は県内でも高いほうでございます。先ほどの移動式

期日前投票所を実施すれば、さらに高くなるのかなという思いはあります。 

ただ一方で、選挙事務で一番大切なことは、投票率もさることながら正確性です。間違
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いがあってはいけないということで、そこら辺、移動式投票所をやった場合に、そこら辺

の問題点、先ほど１回目のご答弁でも申し上げましたが、二重投票の恐れがあるようなリ

スクもございますので、そこら辺をきちんとクリアした上での導入ということでございま

すので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  ぜひそのような形で進めていただきたいと思います。今後も西会津町の投票率、

上位のほうにどんどんいくように期待しております。 

以上で私の一般質問を終わります。どうもありがとうございました。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  10 番、青木照夫でございます。 

12 月は次年度に向けた予算編成など各課にわたり、さらなる目標を立てられ取り組まれ

ているものと推測されます。そのことが住民生活の予算に振り向けられることを願い質問

させていただきます。今次の一般質問は３項目を提出させていただいております。 

はじめに、克雪対策について質問をいたします。雪国としての除雪作業は、生活には避

けて通れない作業です。近年、頼りとする若い世代が減少したことから、高齢者が除雪作

業せざるを得なく、困難をきたしています。特に屋混みの状態にある野沢町内の幹線や枝

線などは、ドーザー残していった雪の塊の除雪には、高齢者には大きな負担となり、住み

慣れた家や土地を手放さざるを得ない状況にあります。 

そこで、ドーザーのおいていった雪を、除雪が困難な高齢者世帯に対して、小型除雪機

械などで、新たに雪処理などができないか伺います。 

二つ目、小型除雪機で取り除いた雪を一時的に空き家の敷地や更地などに保管をしてい

ただき、支援することはできないか伺います。 

次に、冬期間、一部の子どもたちが集団登校する通学路が、除雪などで道路幅が狭くな

り、また坂道などで子どもたちの安全性を心配する声があります。通学路の安全性の確保

はなされているのかをお伺いします。 

二つ目、協働のまちづくりについてお伺いします。先日、西中多目的ホールで協働のま

ちづくりの推進委員会や他の活動報告が長時間にわたり開かれました。その中で、まちな

かを再生するとこで、採用すべき提案が多く出されていたことからお伺いいたします。 

一つ、越後街道、野沢宿場、古の家屋などの利活用の提案内容が発表され、まちなかを

再生する大きな力になり得ると受け取りました。協働のまちづくりを目指す町として、そ

の提案を積極的に取り組むべきと思いますが、いかがですか。 

次、グールプの発表の中で、野沢の町並み景観をよくしようとする提案などが出されま

した。提案内容を実現させるには景観条例などが必要です。いかがですか、お尋ねします。

景観条例が実現できれば、まちなかの電柱などを埋没させ、景観をよくすることによって

古の町としての越後街道、野沢宿場の面影を歩行しながら観光する方にとって、メリット

があります。いかがでしょうか、お伺いします。条例によってまちなかの景観にふさわし

くない家屋などに対して、適切な対応が可能になると思われますが、いかがでしょうか。 

次、生活支援ハウスについてお尋ねいたします。本年３月定例会議会においてお伺いし

ています。質問内容は、高齢者世帯などで冬期間、生活支援ハウスを利用される方が増加
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していることから、空き家などを利用する生活支援ハウスについての質問でありました。

それに対してのお答えに、町は、空き家を利用した高齢者生活支援ハウスは、高齢者が日

常生活で抱える不安の解消や、住み慣れた地域において暮らしを続けたいとの希望をかな

えるなどの、高齢者の質を高めるために大変有効であると答弁をいただきました。その後

の事業計画及び予算の確保などの進捗状況はいかがですか、お伺いします。 

次に、第８期介護保険事業計画、第９期高齢者福祉計画に位置付けられて検討するとの

答弁をいただいておりますが、３年の計画期間の中で、本年１年目の取り組みの経過など、

分かる範囲でお示しいただきたいと思います。 

以上３項目が私の質問であります。 

○議長  福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  10 番、青木照夫議員のご質問のうち、はじめに克雪対策についての雪処

理支援隊による高齢者宅への新たな雪処理についてお答えいたします。 

本町での冬の暮らしにおける雪処理対策は、高齢者等が住み慣れた地域で安心して生活

するために重要な対策であり、そのため平成 27 年度から雪処理支援隊事業を、平成 30 年

度からは除排雪費用助成事業を実施し対策の強化を図っております。 

議員お質しの雪処理支援隊事業につきましては、高齢者のみ世帯や障がい者世帯、母子

世帯などの非課税世帯のうち、自力での除雪が困難で、家族や地域からの支援が受けられ

ない世帯に対象を絞り、玄関から道路まで人力や小型除雪機械を使った除排雪を行ってお

ります。また、対象となる世帯数は年々増加の傾向にあることなどから、現在のところ雪

処理支援隊の支援対象を広げる考えはありません。 

お質しの、一般高齢者宅等の雪処理支援については、基本は身近な家族などの自助や地

域の共助により対応していただくとともに、除排雪費用助成事業の活用や社会福祉協議会

の 225 人の見守り協力員の皆さん、また豪雪対策本部設置時には除雪ボランティアの皆さ

んの協力をいただき支援をお願いしているところでありますので、ご理解願います。 

続きまして、生活支援ハウスについてのご質問にお答えいたします。 

本年３月定例会において青木議員の一般質問に町長がご答弁申し上げましたとおり、高

齢者生活支援ハウスは、高齢者が安心して健康で明るい生活が送れるよう、現在は主に冬

期間の生活に不安のある方の不安解消や、高齢者の生活の質を高めるための生活の場所と

して、大変有効な施設であると考えております。なお、本年度は５人の方がご利用いただ

いております。 

まず、１点目の事業の計画及び予算の確保などの進捗状況でありますが、現在施設のあ

り方について既存施設の利用実態の分析やニーズの把握、地域にある空き家の利活用に向

けた利点や課題などを整理している段階であり、具体的な事業計画や予算の確保までには

至っておりませんので、ご理解願います。 

次に、２点目の第８期介護保険事業計画等に位置付けての検討についてでありますが、

計画へは高齢者の生活支援として、安心して暮らせる住宅の確保として位置付けており、

１点目のご質問でお答えしたとおり、現在その施設のあり方について精査している段階で

ありますので、ご理解願います。 

○議長  建設水道課長、石川藤一郎君。 
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○建設水道課長  10 番、青木照夫議員のご質問のうち、克雪対策について、お答えいたし

ます。 

はじめに、本町は特別豪雪地帯に指定されており、雪対策は、町民の皆さんが冬期間の

日常生活や経済活動を行ううえで、最重要課題の一つであると認識しております。 

現在、道路除雪は多くの路線で除雪ドーザーにより行い、その排雪場所につきましては、

田畑や空き地等を自治区や土地所有者のご協力をいただきながら確保しております。また、

排雪場所の多くは、個人の所有となっているため、所有者との合意形成を図りながら、除

雪作業を実施しているところでありますが、昨今、様々な理由により排雪場所の確保が困

難になっている状況にあります。このようなことから残雪の処理につきましても、排雪場

所の確保が課題となっております。 

町といたしましては、今後も有効な排雪場所の確保に努めるとともに、余力の中で残雪

処理の実施につきましても検討してまいります。 

次に、通学路の安全確保について、お答えいたします。 

道路除雪は、外側線の内側となる車道幅員内を除雪することを基本としており、児童生

徒の多くが通学する路線につきましては、歩行に支障が生じないよう極力除雪幅を広く確

保することとしております。また、歩道除雪につきましては、登下校に合わせ、小型の歩

道除雪ロータリーにより作業を実施しており、道路勾配が急な箇所につきましては、路面

の凍結による事故防止のため、融雪剤の散布を行うなど、歩行者の安全確保に努めている

ところであります。 

町といたしましては、町民の皆さんの冬期間における安全、安心と快適な生活を確保す

るため、引き続き万全な体制で克雪対策に取り組んでまいりますので、ご理解いただきた

いと思います。 

○議長  企画情報課長、伊藤善文君。 

○企画情報課長  10 番、青木照夫議員の協働のまちづくりについてのご質問にお答えいた

します。 

町では現在、協働のまちづくり推進委員会、まちづくりデザイン会議において官民が連

携し、協働のまちづくりを進めているところであります。 

まず、協働のまちづくりを目指す町として、まちなか再生に積極的に取り組むべきと思

うがどうかについてのご質問でありますが、去る 11 月 20 日の合同活動報告会で各委員会

のグループから報告のありました野沢宿場、越後街道、空き家の利活用等の提案内容は、

本年度策定を予定しております中心エリア整備構想に、その視点や考えを反映していきた

いと考えております。 

今後も、協働のまちづくり推進委員会や、まちづくりデザイン会議において、まちなか

に不足している機能の発掘、将来を見据えた真に必要な機能の整備、人材の育成も併せて、

行政と町民が一体となって議論を深め、魅力あるまちづくりに取り組んでまいります。 

次に、景観条例についてお答えいたします。町内に観光客等を呼び込むためには、見て

みたい、行ってみたいと思っていただける町並みや景観をつくっていくことも大切な要素

であると考えております。しかしながら条例は、建築条件などの規制を設けることになる

ため、地元商店をはじめ地域住民の皆さんとの合意形成が必要であります。 
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今後、まちなかの無電柱化、景観に相応しくない家屋への対応を含め、景観条例の必要

性について、まちづくりデザイン会議の議論を踏まえ、検討してまいりたいと考えており

ますので、ご理解願います。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  再質問させていただきます。まずはじめに克雪対策についてお尋ねします。

今の介護福祉課の課長が最初にご答弁いただきました。その中で、現在、雪処理支援隊員

は人数は何人でやってらっしゃいますか、まずその点。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それではご質問にお答えいたします。 

雪処理支援隊員、今年度の体制でございますが、８人体制で今年度、臨んでまいります。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  その中で、８人体制で例えば、大雪が降った場合は、どういう順序というか、

優先順位で回られるのか、この８人という方は西会津町全体の中での８人なのか、また限

られた地区集落の８人なのか、その配置の中身を教えてください。 

○議長  青木議員に申し上げます。質問、一問一答ですから、一つ一つお願いします。 

福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、ご質問にお答えいたします。 

８人の隊員につきましては、３班体制で町内全域をカバーすることになります。野沢尾

野本地区で１班、群岡新郷地区で１班、奥川地区だけで１班ということで、３班体制で全

域をカバーすることになります。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  と申しますのは、私が最初に質問したのは、野沢の幹線道路、また枝線とい

うことのただし書きで質問したわけであります。その中で、今の人数メンバーで、また１

班、それは３班制度で、例えば大雪が降った場合に、車を出したい、またすぐ道路を確保

したいという場合には、どんな編成をされていますか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  大雪の際の対処でございますけれども、やはり町内に、全域、大雪にな

った場合には、除雪時間としては、やはり１軒当たりの時間がかかるために、班体制で臨

んでいても、どうしても全ての家庭を処理するには時間がかかってしまいます。通常であ

れば午前中での作業がだいたい見込まれるわけなんですが、それを１日の作業に時間を延

ばしたりして対応をするわけでございますけれども、やはりどうしても、その際には３班

体制の中で臨機応変に班を、編成を変えながら、大雪が降ったところに、また協力すると

いった雪処理支援隊全体組織の中でのやりくりなんかもしながら、できる限り早めの除雪

を心がけているといったところでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  私がこれ取り上げたのは、本当に 20 年、30 年前は、みんな若くて元気で、

何の問題もありませんでした。今、70 代後半、80 代の人が家を守っていらっしゃると。そ

の中で、私の今関係している中で、もう私は除雪できません、残念ながらということで、

家を離れる方がおります。それで、私もこの 225 人の中にメンバーとしてお手伝いさせて
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いただいてますが、私はそういう、よく 10 年、20 年の間に、もう除雪できませんという

方が、もう離れられた方が、もう４世帯あります。 

一つの例は、県道、側溝のない県道があります。そこの庭、ブルドーザーが朝４時、そ

の前に３時半に出しておかないと、高齢者の女の人ですが、出せない。私は３時半に行っ

てお手伝いはしましたが、残念ながら、もうここには住めないということのような状態も

あったものですから、これは本当に真剣に皆さんを守っていかないと、１人、２人離れて、

非常に残念だなということで、小型機械で、もし大きな塊があったら、小型機械で除雪で

きないかと。 

建設水道課長は、この余ったとか、いろんなそういう捨てる場所が、余地がないという

ようなお言葉でありましたが、やはりその中で、やっぱりいろんな見直しをしていかない

と、今のドーザーの運転していらっしゃる方は、時間も決まっており、もちろん予算も決

まっており、その中で働いていらっしゃる、決まっているから、それを全部見直せとは言

えないと思います。でありますので、そういう小型機械で除雪をしていったならば助かる

んじゃないかなと思って、私は切にな思いでこの質問を取り上げましたが、その点はいか

がでしょうか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それではお答えいたします。 

まず雪処理支援隊につきましては、毎年対象となる世帯を冬前に決定させていただいて、

その対象となる世帯を雪処理支援隊員で支援をするといった事業でございます。ですので、

日々の降雪の中で道路除雪をした際に、高齢者宅のお宅の前に、大きな塊をおいていかれ

たといっても、それを雪処理支援隊が支援するといったことでは、対応は難しいといこと

でございます。 

雪が降れば町内全域でそういった問題が発生することになりますので、そういったとこ

ろは、先ほどご答弁で申し上げましたように、自助、もしくは共助といった地域の方の、

議員も見守り協力員になっていただいているというお話でございますが、そういった方々

のお力を貸していただくしか方法はないのかなというふうに考えておりますので、ご理解

いただきたいと思います。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  住んでいらっしゃる、そういう環境を、環境はまだ分かっていらっしゃらな

いからそういうことの答弁になったと思います。住んでいる中で、手伝いしている中で、

これではどうしても乗り越えられない、乗り越えるにはどうしたらいいかということで、

質問にはあげていませんが、例えば、小型機械で、余地がないのであれば、小型機械とダ

ンプを用意して、そこに、ダンプの中に吹き飛ばして、ずっとやっていただければどうな

のかなと、私の思いがありました。 

そういう中で、福祉介護課長なのか、私は建設水道課長になるのか、その辺、私はよく

分かりませんが、そのことまでやらないと住めない、住みにくい、離れざるを得ないとい

うような、オーバーな話でありますが、オーバーではないんです。その辺どうぞ。もう一

度お答えください。 

○議長  建設水道課長。 
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○建設水道課長  青木議員のおっしゃること、本当に私もよく分かります。我々建設水道

課からいいますと、まず道路除雪というのを主眼としてやっているというところから話さ

せていただきたいと思いますが、議員おっしゃるとおり、町の克雪対策につきましては、

町に雪対策基本計画、それがありまして、それを拠りどころとさせていただき、ハード、

ソフト、両面でこの克雪対策をやっていこうというような覚悟で向かっております。その

中で、今、福祉介護課長も申し上げましたが、やっぱり官民協働という部分も必要なのか

なというふうには感じております。 

そんな中で、道路除雪を、まず生活道路の除雪を主体とさせていただく中で、議員の排

雪処理の件につきましても、今後、これ時代とともに除雪体制、そういった部分も変わっ

てきておりますので、余力の中でというふうな表現ではありますけれども、今後検討させ

ていただければなというふうに思っております。 

ですから、具体的には、そのダンプに積んでというようなお話もございましたけれども、

それらも含めて検討の、近い将来に検討しなくちゃならないのかなとは思っております。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  今の福祉介護課長と建設水道課長、２人合わせた意見を、今後ぜひ生かして

いただきたいと思います。 

次、質問を変えます。協働のまちづくりについてお尋ねします。これは、今年は５人入

所していらっしゃるということで、少ないんじゃないかなということだろうと思いますが、

私は、これは。 

○議長  協働のまちづくりじゃなくてあれじゃないですか、支援ハウスの話。 

○青木照夫  ごめんなさい、支援ハウスのことであります。ごめんなさい。 

その中で支援ハウス、今言ったように５人しか入っていない、コロナのせいもありまし

ょうけれども。私がこれ平成 14 年、前々町長が施設をつくられた。当時、私は生活支援ハ

ウスっていう頭よりも、ひだまりという感覚がありました。その中の入所されていたふれ

あいということがありましたが、どういう運用内容であったかご存知ですか、14 年前の発

足当時。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  じゃあ申し上げます。10 年前は、当時、ひだまりとして一般の方も利用でき

ました。食堂がありました。カラオケありました。それでビアガーデンもありました。そ

ういう、ひだまり、支援ハウスだったんです。その中で、私は２週間に１回面会をして、

ふれあっていました。町ではさらに、放課後子どももそこに毎日来ていました。というの

は、町長が前回答弁いただきました、そのくだりの中は、その当時のことを合わせて、全

くそういう生き生きとした地域の方がふれあう中で暮らしを続けたいということの有効な

生活だという、同じ、一致するわけですね。 

今はどうですか、５人しか入っていません。面会できません。もちろんコロナもありま

す。行くと、その１階でシャットアウトです。私はそれが施設なのか、生活支援ハウスな

のか、私はその辺のことをきちんとしないと、本当の生活支援というのは、さっき言った

ように、いろんな方、ふれあう。それで施設に入った人が自立できる人ばっかりなんです。

前回言ったのは、しかし、階段があっては、上れない体調の方がいらっしゃったわけ。だ
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から私は、まちなかの空き家を利用したそういうもので、そういう方々の、そういう立派

な施設でなくても利用できないかということの、前回は質問させていただいたわけですが、

そのふれあいということで、いかがでしょうか。入所されている方と本当の、そういう高

齢者の生き生きとして生活できる環境づくりか、どういう考えでいらっしゃいますか。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、お答えいたします。 

高齢者支援ハウスにつきましては、施設の構造上、１階に介護保険のデイサービスセン

ター、２階が高齢者支援ハウスとなっております。議員がおっしゃるように、昨年度、ま

た今年度も、今のところ感染症対策を徹底するために、面会については、やはり下のデイ

サービスセンターへの影響などを踏まえまして、ご遠慮いただいているといったところで

ございます。 

なお、２階部分でございますので、階段があったり、施設としては高齢者の方がご利用

する際には、大変ご不便をおかけしておりますが、構造上の問題でございますので、ご理

解をいただければと思います。 

また、ふれあいの部分でございますが、先ほど言われたように、以前は放課後児童クラ

ブがそこで活動をして、入居者の方とのふれあいなどがあったというふうに理解しており

ます。現在は放課後児童クラブも別の場所に事業を移しておりますし、あそこの施設自体

で、何か催し物が行われるのが年に何回かございますけれども、定期的な開催には至って

ございませんので、非常に人とふれあう、例えば冬期間、どうしても閉鎖された空間に身

を置くことが多くなりますので、そういったときにボランティアの方ですとか、あと地域

等のふれあいなどといった機会が設けられることは非常に有意義であるというふうに理解

しておりますので、施設の管理者でありますにしあいづ福祉会と協議しながら、そういっ

た面についても配慮していければと考えてございますので、ご理解いただきたいと思いま

す。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  本当にふれあいというか、12 月から３月までの間ですか、11 月もその期間が

限定されているわけですよね。家を離れて、そういう年寄りの方がそこで入所されるわけ

です。私なんかは、やっぱりそういうふれあいというか、下手なピアノとか、カラオケと

か、それ食事をしたり、そういう喜んでくれるんです。今できないんです、残念ながら。

だから、そういう方たちのふれあい支援、生活の支援ができるようなことが、やっぱりも

う一歩身近なところでできないかということの提案だったわけです。 

この中で、提案の中で、昨日子どものコミュニティ関係のことで、芝草の話ありました。

その中で、もしそういうところが使えれば、二つの部屋が空いている。12 月から３月まで

だったら、そういうところも使えるのではないかなと、私、ふと思ったことはありました

が、それは今後皆さんと一緒に、地域の支援、高齢者の入所者の方のために、どのような

形で皆さんの支援できるのかということをお考えいただきたいと思います。 

次、質問を変えます。協働のまちづくりについてお質しします。これは先だって、朝 10

時から午後３時近くまで長時間にわたり、13 グールプが一生懸命発表されました。私は途

中で立とうかなと思ったら、その皆さんの発表に感激して、最後まで聞かせていただきま
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した。その中で本当に、これはまちなかを再生するためには取り上げてあげるべきだとい

うことの思いをした１人として、質問を今回させていただきました。 

そういう中で、ここであげました一つの越後街道、野沢宿場、古の家屋ということで、

まちなかをよくしようという発表会の中で、皆さんお話されましたけど、これ本当に生か

すには、やっぱりまちなかを、景観をよく見直さないとどうなのかなと思います。今それ

ぞれ若い人が各お店を借りたり、それなりの店を構えてこれからやろうとする方もいらっ

しゃいます。 

また町では、一つの施設、アドレスと提携した空き家の生かし方も始めています。今、

どういうリフォームして、どういう景観になるのか分かりませんが、やはりそういう 13 グ

ループの中で発表された方々の意見を、やっぱり実現させるには、そういう景観に対して

の考え方も、商工観光課のやっぱり考えも、これからまちなかに対してのそういう景観を

考えていただければと思いますが、その景観に対しての見方、商工観光課長はいかがでし

ょうか。 

○議長  商工観光課長、岩渕東吾君。 

○商工観光課長  観光の部分での、その景観の考え方ということでお答えをしたいと思い

ます。 

議員がただいま述べられたとおり、多くの観光地では、景観に対しての配慮、大変重要

視しているところでございます。本町におきましても、野沢の宿場町、再現をしながら観

光や地域づくりに生かしていくためには、やはりその景観の問題というものも避けては通

れないことかというふうに認識をしております。 

現在、野沢にお住まいになっている皆さま、商工業者、あるいはその観光に携わる皆さ

ま方といろんな意見を伺いながら、今議員が例に申されました地域づくりのグループ、そ

ういったアイデア等も生かしながら、意見を集約して総合的に判断をしてまいりたいとい

うふうに考えてございます。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  景観ということですが、今アドレスを利用しようと提携されて、リフォーム

をして、今町が中心でやりますが、その真ん前は自慢館です。自慢館は昔の佇まいでムー

ドがあります。その反対側ですから、この景観的なことも、これから見直すことができれ

ば、その辺の検討もやはり必要ではないかなと思います。今言われた課長の中で、またこ

れから検討していただきたいと思います。 

次、景観条例について。景観条例は、市町村の決め事で、決め事というか、決まるわけ

ですね。今いろんなまだ難しいようなことのご答弁のようでございますが、私は今言った、

先に述べた協働のまちづくりをやるには景観条例、これはやっぱりやるべきだと。 

福島県は平成 10 年に、この景観条例を実施されている市町村があります。そういう中

で、町をよくするには、やはりこの景観条例を、やはり、ぜひつくっていただきたいと思

いますが、その点、町長はいかがでしょう。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  景観条例の制定についてのお質しでございますけれども、その景観条例をつくる

目的ですよね。過去に空き缶ポイ捨て何とかという条例つくりましたけど、あの条例だっ
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て景観条例の一つだと思うんですけど、あの条例というのは実際に生きているのかどうか、

私は非常に疑問を持っているんですよね。 

だから景観条例を、これから将来に向けてのまちづくりにおいて、あるいは観光面にお

いて、確かに必要な部分かもしれませんけれども、今、今やらないといけないこと、あの

野沢のまちなか、あるいは西会津町の活性化を考えたときに、いわゆる景観条例よりも先

にやらなければいけないことといのは、私たくさんあるなと思っています。 

従って、どっちが先かという議論になるかもしれませんけれども、まずそちらのほうを

先に優先して、活性化と同時に景観条例も考えていかないといけないのかなというふうに

思っております。中には、まちなかだけじゃなくて、例えば飯豊連峰が、そのよく見える

ところが両端に電柱がばっと並んているという、あれだって飯豊山、あの風景を売り物に

しようと思えば、いわゆる地中への埋設ですよね、地下の埋設を考えないといけないわけ

ですよ。 

だから、いろんなことを考えないといけませんので、景観条例も確かに今後のまちづく

りでは必要だと思います。その前に、今目の前にやらないといけない、要は町をどうやっ

て活性化図るかと、このことがやっぱりちょっと優先しないとけいないのかなと私はそん

なふうに思っています。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  景観条例を、やっぱりその優先順位みたいなことを言われましたけど、これ

が思いきってやれないということのご答弁だと思いますが、私はこの間、私の仲間で東京

から移り住んだ方います。それは 20 年来の友だち、それは喜多方に食事に行ったとき、び

っくりして、えっ、喜多方ってこんなだったけか、すごいな、変わったなと。よく見たら

電柱が埋まって、街路灯があって、それで見方が、いやこういう町はすごいなと、西会津

町はできないかと言われたこともありました。その方は今西会津に住みます。 

そういうこともありますが、私はそういうまちなかをよくしようとか、尾野本、野沢地

区を対象に、いろんなそういう企画課長が先頭に立ってやっていらっしゃるわけですから、

私はまちなかをよくするには、やはりそのいろんな問題もありましょうけど、これを実施

して、今言った電柱が埋められれば、今度は除雪も楽になるんです、電柱が邪魔なんです。

だからそういう意味も含めて、私はそういうプラスになるのではないかなと思います。 

そういうことですので、企画課長はどうですか、情報課長、その辺の青木の考えどうで

すか。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  景観条例と簡単に言いますけれど、じゃあ今ある建物、新しく建てる家、屋根の

色から壁の色から、立て方から、全てその制約をするわけですよね。今ある家だって、こ

れから直すときには全部その制約を受けることになる。だからそう簡単には、私はなかな

かいかないのかなと。こういうものというのはすごく時間がかかるし、そして、いわゆる

電柱の地下埋設、これ膨大な金がかかるんですよ。その財源、じゃあどこに求めるか。で

すから、なかなかクリア、課題がたくさんあって、確かにいいことは分かるんです、景観

条例つくるということはいいことは分かるんですけども、それをつくる、実行するまでに

は、もうちょっと時間をかけないといけないのかなというふうに思っています。考え方と
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しては私は、決して反対するものではありませんので、今後そういうような将来のまちづ

くりに向けては、いわゆる検討課題の一つだなというふうに思っています。 

○議長  10 番、青木照夫君。 

○青木照夫  いろんな時間がかかる、膨大なお金もかかるということで答弁をいただきま

したが、私は最後に、答弁はいりませんが、景観条例の中で、それで電柱が埋まれば、本

当は話がありますが、除雪をするには、本当は消雪パイプがあれば解決しちゃうんです、

ブルが来ないから。でもそれは、そういうお金の、もしやれたらお金もかかるんです。こ

の景観条例よりもかかるかもしれません。でも、未来、話戻りますが、その 13 グループが

発表したその中の声を大事にするということでは、私はぜひ腰を上げて、そういうところ

にお金を使っていただきたい、そう思います。 

以上、私はこれで質問を終わります。 

○議長  暫時休議にします。（１４時３５分） 

○議長  再開します。（１５時００分） 

12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  12 番、武藤です。一般質問を私で最後となりました。私の今次の定例会にお

いて大枠で１点、考え方や課題解決に関し質問を通告しております。 

町は様々な方策によって町勢発展のため、町民のための事業や福祉計策を行っておりま

す。職員の皆さんも鋭意政策実現のために努力されていると認識しております。 

また、先日からの同僚議員の質問に対する答弁で、私の質問の大まかな部分が見えてき

ました。ただ、私は他地域視察や研修のたびに思うところがあります。我が町の政策や行

っていることは、先進地といわれる町村と大差ないと感じております。またそれ以上に努

力されているとも感じております。一方、なぜ町は成果や効果において、今一歩的なのか

とも感じている次第であります。なぜなのでしょうか。その点をどのように町として捉え

てられますか。 

町長も２期目のスタートとなったわけでありますが、令和４年度の予算編成における町

長の公約の実現や考え方、実施について、確認の意味も含めましてお伺いいたします。加

えて町の各審議会や検討会を経ての実施計画の策定や、今後の事業推進の方向性を模索さ

れていると感じますが、どの点で町長のリーダーシップが発揮され、それに町スタッフが

目標と効果をどのように捉えて実行しようとしておられるのか伺うものであります。 

まず、令和４年度の予算編成の考え方について町長に伺います。重点施策に位置付ける

予算の根拠とその目的、目標、マストスケジュール、あるいは計画を含めてお伺いします。

町が様々な政策や町民の福祉の充実に努められていますが、この町は、住みやすさ、暮ら

しやすさに関して、町の現状をどのように捉えていますか。 

１点として、一つとして、経済、個人所得の水準はどのようになっておりますか。福祉、

特に老人、若者、子育てに対しての環境整備の状況をお示しください。移住定住、生業、

雇用、若い世代の定着に関する施策についてもお伺いします。 

先日の町主催の中央エリアの活性化や町のデザイン化、そして若手職員の取り組みなど

の発表や、子どもの主張大会における発表者の考え方、町の将来への期待や行動に対して

頼もしく感じられました。それらの考えを具現化する重要性を再認識した次第であります。 
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次に、町農業政策の方向性について。町の農林業振興アクションプラン、テーマとして

農林業で幸せづくりによって、おおよそのことは分かりましたが、具体的な目標数値や農

業所得向上のために、町は実際どのようなアクションを起こそうとされているのか伺いま

す。 

特に稲作農政の現状と課題について、うまい米生産推奨と、それをどのように農家の生

産意識向上につなげていくのか。また、所得向上につなげていくのか、その考えはいかが

なものか、どうなのかお伺いします。加えて、就農者の高齢化と後継者不足や鳥獣被害に

より、年々増加する遊休農地抑制に、それらがつなげられないのか、お伺いします。 

新型コロナ影響や米の消費量の減少対策により、ＪＡ等は備蓄米や飼料米への作付け転

換を進めていますが、町のうまい米生産拡大においての方策を伺います。 

また、県は米国への輸出政策の方針を発表されましたが、町の米販路拡大の考えと、そ

の県の対応についてお伺いするものであります。 

次に、限界集落、消滅集落の言葉があるように、人口減少、少子化、著しい高齢化が進

む中、集落を取り巻く環境は一層厳しさを増しております。集落の維持継続において、直

面する課題や問題が山積する現状の中での、町の目指すサスティナブル政策の主なものは

どういうものがあるのでしょうか。それをまたどのように実行していこうとしておられま

すか。 

次に、これらの町の現状を踏まえ、サスティナブル、持続可能な町をつくるため、より

町民の意見や満足度、ニーズ調査を実施し、それらを町の政策の検証や政策の計画に参考

にして、より住みやすい、より暮らしやすいまちづくりが重要と思いますが、町長の考え

を伺うものであります。 

以上、私の一般質問とさせていただきます。明快なる答弁を求めるものであります。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  12 番、武藤議員の令和４年度の予算編成の考え方についてのご質問のうち、重点

政策と位置付ける予算の理由と目標、町のサスティナブル政策の主なものについてのご質

問にお答えをいたします。 

 令和４年度は、引き続き西会津町総合計画に基づき、人口減少対策の三本柱として、人

材育成、移住定住の促進、健康長寿を事業推進の基本的な考え方に据え、この三本柱を加

速させるため、デジタル戦略の着実な実行、西会津版ＳＤＧｓの推進、ウィズコロナ、ア

フターコロナへの対応に取り組んでまいります。 

まず、ご質問の重点政策に位置付け、予算化する事業についてでありますが、総合計画

の数値目標の達成に向け、基本的には、総合計画のプロジェクトＸで定めるプロジェクト

に重点を置いて進めていく考えであり、特に、有害鳥獣対策や農林産物ブランド化、子育

て支援などは最重点事項として取り組む考えであります。 

具体的には、まず、子育てコミュニティづくり関連では、新たに、子育てコミュニティ

施設の運営や出産祝金の額の見直し、こうのとりサポート事業の支援の拡充を行ってまい

ります。 

産官学民連携教育では、ＧＩＧＡスクール構想の実現に向け、授業支援ソフトの新規導

入などにより、ＩＣＴ教育環境の充実を図ってまいります。 
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西会津産農林産物ブランド化では、西会津産米のＰＲの強化、ミネラル野菜、菌床キノ

コの産地化に向けた各種取り組みを継続するとともに、新規事業として、西会津産米の米

ぬかを使った化粧品などのオリジナル商品開発を進めてまいります。 

有害鳥獣対策につきましては、大変重要な課題として、被害軽減のため各種対策を継続

し複合的に取り組むほか、令和４年度は新たに猟銃新規購入者に対する補助を行ってまい

ります。 

継業、創業、起業支援では、空き家・空き店舗利活用補助事業、定住促進助成事業を継

続するほか、創業支援事業では、創業・起業に係る各種支援、アドバイスを行うインキュ

ベーションマネージャーによる伴走支援により拡充を図ってまいります。 

健康寿命の延伸に向けては、令和２年３月に策定した健康増進計画第２期に基づき、鎌

田實先生から助言、指導を受けながら各種事業を推進してまいります。 

除雪弱者対策関連では、高齢者の皆さんが冬期間も安心して生活を送れるよう、雪処理

支援隊の設置と除排雪助成事業を引き続き行うほか、小型除雪機械の計画的な更新を行っ

てまいります。 

中心エリア整備構想につきましては、今年度、まちづくりデザイン会議を新たに設置し、

構想の策定に向けた検討作業を進めているところでありますが、令和４年度は、構想の実

現に向けた町民主体による協働の取り組みの検討作業を進めてまいります。 

以上、重点を置いて進める事業についてご説明を申し上げましたが、引き続き、新型コ

ロナウイルス感染症対策を最優先に、人口減少と少子高齢化対策という大きな課題に向か

って、将来に夢と希望が持てる、活気あるまちづくりに資する事業に重点を置き、総合計

画に掲げる将来像の実現のため、取り組んでまいりますので、ご理解願います。 

次に、主な町のサスティナブル政策についてのご質問にお答えいたします。 

2030 年までに、貧困や教育、気候変動対策などに全ての国々が協力して取り組み、持続

可能でよりよい世界を実現するため国連が採択した持続可能な開発目標、いわゆるＳＤＧ

ｓの 17 の目標の達成に向け、国内では自治体や企業の取り組みが活発化しているところ

であります。 

本町でも、持続可能なまちづくりに向け、このＳＤＧｓの取り組みを積極的に進めてい

く必要があると認識しているところであります。 

町では、これまでもＳＤＧｓの趣旨に沿った事業を数多く展開してきたところでありま

すが、さらにこうした事業に磨きをかけ、意識の向上を図り、目標を持って取り組んでま

いります。 

具体的には、17 の目標のうち、特に、すべての人の健康と福祉、質の高い教育、持続可

能な経済成長及び雇用を促進する働きがい・経済成長の三つに力を入れてまいります。 

加えて、エネルギー対策といたしまして、新たに、小水力発電の可能性調査や、蓄電池

設置に対する補助制度の検討などを行うとともに、こうしたＳＤＧｓの取り組みについて、

町民の皆さん、団体、企業の皆さんに周知し、行動を呼び掛け、本町ならではの西会津版

ＳＤＧｓを推進し、将来にわたって持続可能な町を目指してまいりますのでご理解願いま

す。 

次に、町農業政策の方向性についてのご質問にお答えいたします。 
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まず、稲作農政の現状と課題でありますが、全国的に人口減少や生活様式の変化により

米の需要が減少する中、昨年からの新型コロナウイルス感染症拡大の影響により業務用米

の消費が低迷し、需給環境はさらに厳しさを増しております。こうした状況を反映して、

令和３年産米の価格は全国的に下落し、会津地方においても、農家に示されたＪＡ概算金

は主要銘柄である会津産コシヒカリが 60 キログラム 9,300 円と前年よりも 2,600 円低下

し、過剰供給により大きな下落のあった平成 26 年産を下回る極めて低い価格水準となっ

ております。 

町としましては、来年以降の営農継続や地域経済の維持のため、町内農家に対し令和３

年産米の作付面積に応じ 10 アール当たり５千円の稲作経営緊急支援事業を実施すること

にいたしました。また、需要に応じた米の生産推進のため、国の交付金を活用しながら、

飼料用米などの新規需要米や米以外の戦略作物の作付けなど、主食用米からのさらなる転

換を推進していくことにしております。 

お質しの、西会津のうまい米を農家所得の向上につなげる方策でありますが、町では平

成 26 年度より、西会津産米の知名度向上、販売力強化を図ることを目的に、西会津一うま

い米コンテストを開催し、西会津産米の食味の良さをＰＲしてまいりました。さらに上位

入賞米については例年、米・食味分析鑑定コンクール国際大会に出品しておりますが、今

年度は町内産米２点が入賞するという素晴らしい結果となり、改めて西会津産米のおいし

さが認められた形となりました。今後も様々な機会を捉え西会津産米のおいしさをＳＮＳ

等の情報ツールを積極的に使って、広く発信してまいる考えであります。 

また、昨年度大きく寄附額を伸ばしたふるさと応援寄附金における返礼品でも最も人気

が高い品目が米であることから、西会津産米の食味の良さを最大限に活かし、高品質で付

加価値の高い商品として、寄附者の拡大や顧客の増加に結びつけていきたいと考えており

ます。 

また、高品質、高食味米として高価格で販売できるような状況をつくり、農家の生産意

欲向上につなげていきたいと考えております。 

次に、遊休農地抑制対策でありますが、本町では、耕作者の高齢化、後継者不足、米価

の低迷、イノシシ等による鳥獣被害の増加などにより、年々耕作放棄地や遊休農地が増え

ております。そのため町では、多面的機能支払交付金制度や中山間地域等直接支払制度を

活用して、地域での農地や農業施設を保全する活動を支援するとともに、経営所得安定対

策や有害鳥獣対策などにより、耕作の継続を支援しています。 

しかしながら、耕作放棄地の発生防止や解消は非常に困難な課題でありますが、今後は

地域において守るべき農地を明確化し、それぞれの地域において問題意識と将来像の共有

を促し、必要な支援や対策を複合的に実施してまいる考えであります。 

次に、県の米国への米輸出政策と町の考えはとのお質しでありますが、アメリカへの福

島県産米の輸出については、東京電力福島第一原子力発電所事故以来、輸入規制が採られ

ていましたが、本年９月に他の農産物とともに全面的に解除となったところであります。 

福島県知事からは、日本産農林水産物の重要な輸出相手国である米国の輸入規制撤廃は、

他の規制実施国へ影響を与え、本県の風評払拭を後押しするものと考えている。といった

趣旨のコメントが発表されておりますが、アメリカへの米の輸出に関する県の具体的な取
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組み方針などは示されておりません。 

現在のところ、他の国も含め町内産米の海外への輸出実績はないものと思われますが、

全国的には海外への輸出は増加傾向にあり、アメリカを含めた海外への輸出の可能性につ

いては、今後の推移をみながら、県などの指導も受け検討してまいりたいと考えますので、

ご理解願います。 

その他のご質問については、担当課長より答弁いたさせます。 

○議長  企画情報課長、伊藤善文君。 

○企画情報課長  12 番、武藤道廣議員の令和４年度の予算編成の考え方についてのご質問

のうち、町の経済、個人所得の水準の現状、町民のニーズ調査についてのご質問にお答え

いたします。 

まず、経済、個人所得の水準の現状についてお答えいたします。個人所得額の直近の統

計データ平成 30 年度福島県市町村民経済計算年報によりますと、平成 30 年度の本町の市

町村内総生産は、214 億円で、１人当たりの市町村民所得は、224 万円となっております。

人口減少に伴い、給与等の雇用者報酬や家計の財産所得などは減少傾向にあります。 

町といたしましては、これまで町民所得を上げるための施策として、地域経済を支える

町内の企業、商工業者への企業支援補助金や利子補給補助金などの支援制度の実施をはじ

め、農林業経営の支援として、園芸作物や菌床栽培用のハウス施設整備、さらに、新規農

産物の導入により農林産物の産地化、ブランド化を推進するなどの支援を行ってまいりま

した。今後も町総合計画に基づく諸政策を総合的かつ着実に推進し、町民所得の向上に努

めてまいりたいと考えておりますので、ご理解願います。 

次に、町民のニーズ調査実施による政策の検証等のご質問にお答えいたします。町では

現在、内部評価を中心とした政策の評価、検証や事務事業の見直しを行っており、また、

計画策定にあたっては、町民参加により作業を進めているところであります。 

政策の検証、課題やニーズを把握するための手法として、施策の満足度や重要度をアン

ケートで調査する方法がありますが、調査対象者が、その施策等の利益を受けていない場

合、あるいは当該施策を認知していない人の場合、正確な結果が得られないといった課題

もあることから、ほかの調査や広聴の手法、またデジルタル技術の活用も含めて調査検討

してまいりますのでご理解願います。 

○議長  福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  12 番、武藤道廣議員の令和４年度の予算編成の考え方についての２点目、

住やすさ、暮らしやすさに関して町の現状をどの様にとらえているのか、とのご質問のう

ち、二つ目の、福祉の環境整備状況についてお答えいたします。 

本町では、人口減少に伴う少子高齢化、核家族化、高齢者の一人暮らしや高齢者のみ世

帯の増加等により、従来、家庭や地域が担ってきた役割に変化が生じてきており、子ども

から高齢者まで、また障がいの有無に関わらず、生まれ育った地域で安心して豊かな生活

が送れるよう、地域社会全体で協力し、支え合う仕組みづくりが求められており、このた

め本町においては、これまで各ライフステージにおいて必要な環境整備に取り組んでおり

ます。 

まず、児童福祉では、子育て支援の拠点であるこゆりこども園において、０歳児からの
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保育や教育、こうのとりサポート事業、出産祝金や乳幼児家庭子育て応援金などの妊娠期

から子育て期までの切れ目のない育児支援、放課後児童クラブによる遊びや生活の場の提

供などがあります。 

次に、障がい福祉では、障がい相談事業所において、障がいのある方が希望するサービ

ス利用への相談や利用手続きの支援、生活の困りごとなどの解決の支援、また障がいサー

ビス事業所の利用や福祉用具の提供をしております。 

次に、高齢者福祉では、地域包括支援センターにおいて、生活の安定のための相談や必

要な援助、高齢者生活支援ハウスによる冬期間の生活の場の提供、また介護保険施設や在

宅介護サービス事業所などの介護保険サービス利用による生活介護などの整備が図られて

おります。 

さらに、多面的な支援として町社会福祉協議会や民生児童委員、各種ボランティア、シ

ルバー人材センター、そのほか保健、医療、福祉、介護に携わる関係機関や団体等が連携

して地域の課題解決などに取り組んでおり、地域を包括的に支える体制づくりの推進が図

られております。 

今後とも、福祉が必要な方に適切にその必要な福祉サービスが届けられるよう、きめ細

かな福祉環境の整備に向け、関係機関等と連携して取り組んでまいりますので、ご理解願

います。 

○議長  商工観光課長、岩渕東吾君。 

○商工観光課長  12 番、武藤道廣議員のご質問のうち、住みやすさ、暮らしやすさに関し

て、町の現状をどのように捉えているか、の移住定住、生業、雇用について、若い世代の

定着についてお答えします。 

まず、移住定住については、民間の調査資料によりますと、コロナ禍において地方移住

への関心が高まっている一方で、実際に検討や行動に移している人は少数であり、また受

け入れ自治体の半数が、働き口がないことを課題としてあげ、本町においても同様の助教

にあると捉えております。 

しかしながら、住みやすさ、暮らしやすさの点においては、移住者の居住地選択の主な

判断理由として、コロナの前後で医療福祉機関の充実、周囲の自然環境が大きく伸びてお

り、本町においても十分に優位性をＰＲできる状況にあると認識しております。 

町では、平成 27 年度から移住定住総合支援センターを開設し、昨年度までの過去６年間

においては、累計で移住相談件数が 370 件、移住者数が 62 名となっており、また本年４月

からは、商工観光課課内に相談窓口を設置し、県などとの連携や若い世代をターゲットと

したＳＮＳの活用等に積極的に取り組んでいるところであります。 

次に、生業についてですが、西会津町商工会の過去５年間の会員数の推移によりますと、

全体的には事業の廃業等による脱会者の増により、会員数が５パーセント程度減少してお

りますが、ここ２年ほどは新たな起業、創業等もあり、新規加入者が脱会者を上回り、や

や回復している状況にあります。 

また雇用につきましては、町内の主な企業においては、雇用の確保が最大の課題となっ

ており、就職希望者が不足している状況にあることから、若い世代を対象に町内企業の魅

力を広くＰＲする取り組みが重要であると認識しております。 



 116

町といたしましては、令和４年度におきましても、町政の最重要課題である人口減少対

策に向け移住定住の強化、町内企業への支援拡充による雇用の確保、さらには起業、創業

支援の強化等に取り組み、若い世代が定着していただけるよう、全力で取り組んでまいる

考えであります。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  大変素晴らしい方向性、そして計画と感じております。本当にバランスよく

町政全体における取り組み、それは大変評価するものであります。そしてこれらが本当に

実現すれば、日本一のまちづくりにもつながるんじゃないかと言えるような内容でありま

す。 

ただ、先ほど申しましたように、これらの計画が一朝一夕、令和４年で実現するとか、

そういったものではないことも承知しておりますけれども、今まで最初に、冒頭に申し上

げたように、皆さんが努力してこういう中でも継続してやってこられた中で、じゃあなぜ

この町は移住定住、あるいは若い人たちが出ていく、これはしょうがないんだけども、あ

る意味ではね。そういった意味で活性化に一歩つながっていない。その辺は各担当の人た

ち、あるいは町長、どのように捉えておられますか。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ただいまの質問でございますけれども、町では、いわゆる地域活性化のために、

いろんな方策というか対策といいますか、その一つとして協力隊の採用等をしてきたわけ

でありますけれども、よくよくやっぱり皆さんのいろんなお話を聞いて反省しているのは、

やはり地域の人、皆さんとの関わりといいますか、地域の人たちと一緒になった活性化、

活性化といいますか、活動ができていない。そのことがやっぱり私は大きな反省点なのか

なというふうに思っておりました。 

従って、これまでのいろんな町民の皆さんからのご意見を踏まえて、やはり地域の活性

化を図るためには、その地域はもちろんでありますけれども、町の人と、いわゆる一緒に

この町の活性化をしていかないといけないのかなというふうに思っています。 

従って、今ご指摘のあったようなことにつきましては、今後の、いわゆる協力隊も含め

て、まず地域の皆さんの理解と合意形成を図って、そして活性化に取り組んでまいりたい

と、そんなふうに思っています。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答えいたします。 

まず、やはり先ほども町長申し上げましたこととあれなんですが、やはり活性化に至っ

ていない現状という部分で捉えますと、やはり働く場所なり、生業という部分がなかなか

ないのかなというように認識しておりますが、そういう中におきましても、先ほどの福島

県の経済年報の調査によりますと、町としてこれまで農林産業分野、商工分野に相当な投

資をしているということでございます。 

こちらのほうは、２番、上野議員のほうにもお答えしましたが、まず総生産で申し上げ

ますと、やはり１次産業が前年度と比較しまして 5.1 パーセントで約 4,700 万円も伸びて

いるという部分。加えて農業につきましては、2,900 万円の増の８億 700 万円。農林業に

つきましては、12.9 パーセントの伸びの 1,700 万円の伸びということで、これまで取り組
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んできた農業政策の部分では効果が現れているのかなと考えております。あと第２次産業

につきましては、製造業の伸びが多いという部分でございますが、やはり一番大きな部分

につきましては、やはり３次産業の中での、宿泊、飲食、小売、卸売業の減少幅が大きい

という部分で、現状を捉えておりまして、今後もそういう形の政策を通じながら、所得の

向上並びに活性化に向けた様々な政策を進めるべきと考えておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  ただいまの議員のご質問の中で、なぜ若い人が出て行ってしまうのかと

いうふうなお質しもございましたけれども、実は町内の求人の状況を見ますと、有効求人

倍率は西会津町は13.1倍でございまして、喜多方管内の平均が1.35倍でございますから、

企業はどんどん働く人を求めているにも関わらず、それに応じる若い方の労働力等がない

というような状況にあります。 

これに対して、やはり町といたしましては、企業からの声もありましたけれども、どん

どんその町の企業の魅力というものを、求職されている若い方にＰＲしていただきたいと。

そのための企業見学会等、積極的に協力させていただくというような声もいただいており

ますので、そういった企業と働く方とのつなぎ、こういったものをしっかりと令和４年度

に向けてはやっていかなくてはならないなというふうに感じているところでございます。 

また、外から西会津町に移住されて来られる方々も同様でございまして、なかなかその

西会津町で住む場所、働く生業、こういったものを見つけるのが難しい。こういったこと

もございまして、令和４年度におきましては、いわゆる西会津町に来て起業される方につ

いては、さらにその起業のサポートを強化してまいりたい。 

また、継業の部分につきましても、実は継業に関して、町内の事業者に意向調査を今年

度いたしましたが、なかなか積極的な意見がちょうだいできなかったと。また商工会役員

の皆さんとも意見交換をさせていただきましたけれども、これまたなかなか積極的な意見

がちょうだいできなかったというような、大変厳しい現状にございますが、今後ともその

事業者の皆さま、商工団体等の皆さまとも十分に意見交換をしながら、積極的に取り組ん

でまいりたいというふうに考えてございます。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それでは、福祉の観点から地域の活性化について申し上げたいと思いま

す。 

福祉、先ほど申し上げました様々なライフステージで環境整備を整えているところでご

ざいます。主に地域の活性化に役立てられる若い世代の支援作として、様々な子育て支援

を町では実施しております。財政的な支援や、また保育環境の整備、さらには地域とのつ

ながりなども含めながら支援にあたっているところでございますので、そういった町で特

に力を入れている部分、他町村でも行っていないようなものを情報発信しながら、町外か

らも町で子育てしたいというふうに思えるような支援を、これからも引き続き行っていき

たいと考えておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  本当に素晴らしいといいますか、しっかりとした考えで、これが実現できれ
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ばと思います。 

ただ、この今ほどの中で、本当に協働のまちづくりというものに言い尽くせる部分があ

るんじゃないのかと、町民の皆さんがこれだけの施策をやっている町、あるいは対する理

解度が、こんなこと言うと怒らるのか、その辺がちょっと不足しているんじゃないかなと

いうような、そのＰＲ不足とか、町民の人に対する説明。あるいはその協働のまちづくり、

一緒に共有しながら町政にあたっているんだと、まちづくりをするんだという点が、いま

いち欠けている部分で、なかなか郷土愛といいますか、そういった言葉だけでは済まされ

ない、暮らしづらさとか、そっちのほうが先に立ってんじゃないのかなというのを感じら

れるわけなんですが、その点についてどのようにお考えでしょうか。 

○議長  町長、薄友喜君 

○町長  ご承知のとおり西会津町のまちづくりは協働のまちづくり、いわゆるまちづくり

基本条例に基づいたまちづくりを進めているわけでありますけれども、ちょっとこれ、今

のお質しではありませんけれども、表現の仕方って非常に難しいなというふうに思ってい

ますが、やはりそれぞれの町民の皆さん、それから議会の皆さん、そして行政の、この三

者一体となって、このまちづくりを進めているわけでありますけれども、それぞれのやは

り役割といいますか、何をやらないといけないかという、やっぱり理解をまずしていただ

くというか、理解をした上でまちづくりを推進していかないといけないのかなというふう

に思っています。 

そのためにはやはり、いろんな事業をこれから、いろんなこともやっていますが、これ

から先、新しい事業を取り組むわけでありますけれども、その中で、まずやっぱり町民の

皆さんの理解をいただく、この作業をやっぱりしっかりやらないといけないのかなという

ふうに思っています。 

そうした上で三者が一体となって協働でまちづくりの事業を推進していくというふうに

なるわけでありますから、それぞれ反省をしながら、どういうやり方をすれば効果の上が

るまちづくりができるか、ここをやっぱり再度認識を新たにして取り組んでまいりたいな

と、そんなふうに思っています。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  私はそのためにも、さっきの答弁によるとアンケート調査等は、その個別の

あれで難しい部分があると、それは承知しておりますけれども、やはり今いろんな事業を

やっています。町民としては一番望んでいるのは何なのか、順位付けですね、重要性。や

はり町側とまた町民側のまたあれがちょっと違うんだと思います。それとその満足度です

ね。何が満足できて何が不満なのかという、やはりこれはしっかりと把握して、それはア

ンケートだろうが、座談会だろうが、方法はいろいろとあるとは思うんですが、その辺は

しっかりと掴むべきだなと、そのように思いますが、どうでしょうか。 

○議長  企画情報課長。 

○企画情報課長  お答え申し上げます。 

まず現総合計画の第４次の中でも、一応町民に対してはアンケート調査を実施している

ということでございます。やはりその中で一番要望が多かったと部分については、働く場

所の確保というのが一番多かったのは現状でございまして、ただ、その設問等につきまし
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て、本当にそれが必要なものなのかどうかという部分に対しての、あれはまだどうかとい

う部分がありましたので、そういうアンケート調査を否定するものではございませんが、

先ほどほかの調査と申し上げましたのは、今現在進めております協働のまちづくり推進委

員会、またはまちづくりデザイン会議、または町民懇談会、あと女性のまちづくり会議等

という様々な意見聴取の場がありますので、その中で、本当に必要なものというものを深

く課題を把握していきたいというふうな部分で、方向性で考えております。 

また、関係団体、いわゆる商工業、農業も含め、企業等とも、あと福祉団体という部分

で様々な方からも、やはり個別にどういうものが課題として捉えているのかという部分は、

深くやはり対面しながら調査していって、行政の、いわゆる課題の把握並びに評価検証と

いうのは、そういう形で進めていければなと。いわゆる多様化するニーズを把握するため

には様々な手法を使って意見を集約し、それを政策に反映していきたいと。 

また併せて、デジタル技術を活用しながら、いわゆるデジタル上で様々な意見も聴取す

ることも可能でございますので、それらを複合的に考えながら政策に反映し、また評価し

ていきたいと考えております。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  そうですね、検証を繰り返しながら、本当によりよい方向性でもっていって

いただきたいと思います。 

それでは、昔から経済と政治は車の両輪といわれるように、大変重要な関係にあります

し、またこの中で私が質問しましたように、個人所得、これは先ほど報告ありましたけれ

ども、その以前と比べて個人所得は増加しているのでしょうか。といいますのは、30 年と

今ではちょっと違いますけれども、農業所得やいろんな部分では伸びているかもしれませ

んが、果たしてそれが個人所得に、この町の個人所得につながっているのかどうかという

ような観点から質問するものであります。 

○議長  町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  あくまで申告のデータについての収入状況ということでお答えをさせて

いただきます。 

昨年の農業所得、これは経費等を全て引いた金額ですと、2,440 万ほどでございます。

全体で、申告の。令和元年の所得が、農業所得が 6,672 万ということで、4,232 万ほど所

得が下がっているという状況になります。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  今、農業所得の推移といいますか、その経過を聞きましたけれども、町全体

は後から別に聞きます。 

今、農業の話が出ましたので続けたいと思います。農業所得が下がっている。しかし町

としては、うまい米、推奨しながら生産意欲、先ほど説明がありましたように、生産意欲

を高めることによって、あるいは絞り込んで、生産地を絞り込んでの対応で、そして農業、

若者育成の形で絞り込んだ農業政策についてということでありますけれども、今そのうま

い米の段階で、うまい米、大変手間もかかるし、いろんな意味ですごく手間がかかるんで

すよね。それが同じ価格で販売すると、何の、苦労だけが残って利益がないというような

形なんで、そのうまい米だけを、町が例えば食味 80 以上のものだけをピックアップして、
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町が独自でＪＡさんだとか、いろんなところに、特別、その米屋でもそうなんですが、価

格を上げる。そうすれば、それをつくるために一生懸命農家の人たちも頑張るし、遊休農

地も減ってくるんですよ、それがうまくいけば。 

といいますのは、先ほど国際大会のあれでいわれて、ちょっと笑ったんですが、ある人

が、その米がほしいと言ってきたんですって、60 キロ 11 万だと。やっぱりそれだけの価

値を認めたわけです相手は。ところが、米がもうないと。売れないと。本当に残念がって

いましたけれども。やはりいい米の価値が通れば、価格もそれなりに評価してもらえるわ

けですから、やはりただ単に何かと抱合せのＰＲじゃなくて、町独自でやれるような体制

までもっていければいいのかなと思います。 

アメリカへの輸出の関係も県との関係で、西会津枠みたいなもので、うまい米をやれば、

販売確保といいますか、販売量の増加にも見込めると思うんですが、その辺はどのように

考えられますか。 

○議長  農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  米の質問にお答えいたします。 

議員おっしゃるように、西会産米の品質が高いと、おいしい米だということでございま

す。実際に町の食味計で計りましても、総じて数字が高いということが実証されています。

ただその中でも、やはり非常に高いものと、よいものと、その中でも分かれるわけなんで

すが、やはり最良なものはより高くというような考え方で、今後どのようにそれを、高品

質なものを高く販売していくかというような戦略については、やはり検討する必要がある

かなというふうに思います。 

現在、ふるさと応援寄附金の中では、慣行栽培米、特別栽培米ということで種類はあり

ますが、そういった形で少し差別化を図っていくような取り組みは必要かと思います。 

それからアメリカへの輸出ということですが、９月に輸出、アメリカの輸入規定が解除

になったばかりということで、県としてもまだ具体的な方針は示しておりません。町とし

ましては、そういったところも注視しなから、可能性があるとすれば県の指導もいただき

ながら、その可能性については探っていきたいというふうに考えます。 

○議長  12 番、武藤道廣君。一問一答でお願いします。 

○武藤道廣  聞いているのは１回しか聞いていないから。 

それで、本当に米を一つ差別化してという、先ほども言いましたけれども、私としては、

全部の米を検査するんじゃなくて、やはり 80 ポイント以上だと本当にうまい米なわけで

すよ。ですから、それを手間をかけて町の経費を使ってもいいから、それを区別して、や

はり別枠で取り引きできるような、そんな体制づくりもぜひやってほしいと思うんですが、

どうですか。 

○議長  町長、薄友喜君。 

○町長  ただいまのご質問でありますけれども、私も同感なんですよね。それは、これだ

け西会津の米が高い評価を受けているわけです。その米が一般価格とそう変わらないで、

ふるさと納税の返礼品にも使われる。そうじゃなくて、もっとそういうおいしい、それだ

けのおいしい米、付加価値が付いているわけだから、もうちょっと高価格な値段を付けて、

そういう人たちをターゲットにするようなやり方をしないとだめじゃないかということは、
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それは来年からそういうふうにもうちょっと考えてくれという話をしているので。 

ただそれをやるには、やはり基準に合った、西会津産米の基準に合った、やっぱり基準

をつくって、それの基準に合格したものは、ちゃんとしたシールを貼るとかしてね。そう

いう形で差別化をしないといけない。今までみたいなやり方では、なかなかその所得が伸

びないので。しかも今やっている方たちが、栽培している方たちが、例えばの話ですけど、

奥川の高陽根の人たちにとっては、あと何年できるか分からないわけですね。あれだけお

いしい米ができるわけだから、それをちゃんと継業といいますか、後継者が育つようなこ

とを一緒に考えて、そして例えば高陽根の米は、これだけのちゃんと食味があって、これ

だけの品質が保証されている。そういう高い米を売るやり方をね、これから考えないとい

けないと思っています。 

まさに今議員おっしゃるようなやり方を、今後町は考えていかないといけないなという

ふうに思っていますので、ただそのやり方については、ちゃんとした明確な基準をつくら

ないといけないなと、そんなふうに思っていますので、これからしっかりその辺は検討し

て進めていきたいと思っています。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  大変力強い答弁いただきましてありがとうございます。私も本当にそれを進

めていただきたいなと思いますし、町側の、いろんな意味で、様々な作業が大変ならば、

先ほど同僚議員の質問の中にもありました農業公社ですか、農業公社的なやつの創設も含

めた中でのその対策といいますか、進め方というものをしっかりと見極めながら、そこに

は町長の力強いリーダーシップといいますか、リーダーも必要でありましょうけれども、

早い時期にその辺の結論を出しながら進めていただきたいと思います。 

時間も時間ですので、まだまだありますけれども、この辺でやめておきます。本日はあ

りがとうございました。 

○議長  以上をもって、一般質問を終結いたします。 

以上で本日の日程は全部終了しました。 

本日はこれで散会いたします。（１６時０９分） 
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○議長  おはようございます。 

令和３年第８回西会津町議会定例会を再開いたします。（１０時００分） 

これから本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付したとおりであります。 

日程第１、議案第１号、西会津町税条例の一部を改正する条例を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  議案第１号、西会津町税条例の一部を改正する条例についてご説明申し

上げます。 

本案につきましては、町長が提案理由の説明で申し上げましたように、令和３年度税制

改正に伴い地方税法等の一部改正がありましたことから、町税条例の一部を改正するもの

であります。 

改正内容といたしましては、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の

特例、いわゆるセルフメディケーション税制について期間延長の改正するものであります。 

それでは、議案書に基づき、改正内容についてご説明を申し上げますが、併せて条例改

正案 新旧対照表１ページからご覧願います。 

西会津町税条例の一部を次のように改正する。 

附則第６条は、特定一般用医薬品等購入費を支払った場合の医療費控除の特例について

の規定であり、令和４年度を令和９年度に改め、５年間延長するものであります。 

次に附則について申し上げます。 

この条例は令和４年１月１日から施行するものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。ありませんか。 

９番、多賀剛君。 

○多賀剛  今ご説明のとおり、特例が令和９年度まで延長されるということで、これはこ

れでいいことなんでしょうけども。今ご説明のあった、いわゆるセルフメディケーション

控除というのを、私もよく分からなかったので調べてみたんですが、あんまり多くの町民

に認知されていないなと私イメージがあるんです。特定の該当の医薬品、ドラッグストア

で買えるようなものを１万２千円の領収書があれば控除対象になるということらしいんで

すけども、この周知をもっと徹底すべきではないかなという思いでおりますけれども、そ

の辺はいかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  ご質問にお答えをいたします。 

今回ご議決いただきました後に、期間が延長になりましたというようなことでは、広報

のお知らせ版等では周知を図っていきたいとは考えてございます。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  今までやってきたんでしょうけれども、具体的にどういう医薬品が対象になる

んだとか、そういう例も入れながら、ましてこの確定申告なんかあまりなさったことのな
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いような人なんかは、申請をどうすればいいのかとか、１万２千円以上、家計の中で使っ

たという人、結構いる中でも、無駄にしちゃっているというかね、申請できなかった人も

中にはいるかと思いますので、申請の手続きなんかも、やっぱり細かく周知すべきと思い

ますけど、いかがでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

この対象となる一般用の医薬品につきましては、領収書、またあと申請、用紙に記入し

ていただくなどございますので、その辺の手続きについても周知は図っていきたいと思い

ますので、ご理解いただきたいと思います。 

○議長  ほかにありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第１号、西会津町税条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第１号、西会津町税条例の一部を改正する条例は、原案のとおり可決され

ました。 

日程第２、議案第２号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を議題としま

す。 

本案についての説明を求めます。 

健康増進課長、小瀧武彦君。 

○健康増進課長  議案第２号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例について

ご説明いたします。 

条例改正案のご説明の前に、今次条例改正の概要についてご説明いたしますので、議案

第２号関係資料をご覧願います。 

はじめに条例改正の概要でありますが、現在、町の国民健康保険に加入されている方が

出産した際は、出産育児一時金として 40 万４千円に加えまして、産科医療補償制度に加入

する分娩機関等において出産した場合は、産科医療補償制度の掛け金分の費用１万６千円

を加算し、総額 42 万円を支給しております。 

なお、産科医療補償制度の内容につきましては、ページ中ほどの囲みに記載しておりま

すとおり、分娩にかかる医療事故により脳性麻痺となった子及びその家族の経済的負担を

補償することなどを目的に平成 21 年に創設された保険制度であり、掛け金は分娩機関か

ら運営主体へ支払うことになります。 

このたび、産科医療補償制度に見直しにより、令和４年１月１日より当該制度の掛け金
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を１万６千円から１万２千円に引き下げられることとなったため、出産育児一時金の支給

額を増額することで、出産育児一時金の総額 42 万円を維持するために必要な条例改正を

行うものであります。 

なお、今改正につきましては、社会保険や共済組合など、ほかの医療保険でも同様の改

正が行われることから、町国民健康保険においても他の医療保険と差が生じないようにす

ることにより、公平な保険給付を行うものであります。 

施行期日についてでありますが、令和４年１月１日であります。 

なお、２ページに産科医療補償制度の掛け金の流れと町国民健康保険の出産育児一時金

の推移を記載しておりますので、後ほどご覧いただきたいと思います。 

それでは議案書をご覧願います。併せて新旧対照表の２ページをご覧願います。 

西会津町国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中、40 万４千円を 40 万８千円に改める。 

附則でありますが、施行期日について、令和４年１月１日から施行するものであります。 

経過措置でありますが、施行期日前に出産した被保険者にかかる条例第６条の規定によ

る出産育児一時金の額については、なお従前の例によるものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、本条例案は去る 11 月 22 日開催の町国民健康

保険運営協議会に諮問し、適当である旨の答申をいただいております。よろしくご審議を

いただきまして、原案のとおりご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。ありませんか。 

９番、多賀剛君。 

○多賀剛  今のご説明でなんとなく分かりましたけれども、当初、この掛け金が安くなっ

て、もらえる金額が、一時金が増額になるというのは何でなんだろうなという疑問があっ

たんですが、今の説明で、いわゆる総額をほかと一緒にするために、維持するためにこう

なったということでありますから理解しました。 

それで、いわゆる産科医療補償制度に加入する分娩機関というのは、これは広く周知さ

れているんでしょうか。例えばお産する方が医療機関を選ぶ際の参考、入っている入って

いないというのは、今分かるようになっているんでしょうか、お尋ねします。 

○議長  健康増進課長。 

○健康増進課長  それでは、ご質問にお答えをいたします。 

産科医療補償制度に加入している医療機関、分かるかどうかということでありますが、

まずその出産される方が医療機関で受診、初めて受診される際には、そういった制度を病

院のほうから説明をして、その時点で契約を、医療機関のほうと契約を締結することにな

りますので、出産される方が受診した際には、その医療機関がこういう制度を使っている

かどうかというのは判断できるかなということで考えております。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  そういうことであれば、初めて医療機関にかかる場合は、私は分かるようにし

ておくべきじゃないのかなと、こういういい制度というか、補償制度があるんであれば、

医療機関、偏るようないろんな弊害もあるのかもしれないんですけども、こういうのを参

考にして、この産科を選ぶという方もいると思うので、行って初めて、ここは、いわゆる
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産科医療補償制度に入っているんだ、入っていないんだということを分かるよりも、事前

にやっぱり広く知らせておくことも必要ではないのかなという思いがありますが、それは

できないんでしょうか。 

○議長  健康増進課長。 

○健康増進課長  事前の周知ということでございますが、町でこれまで年に数件、国保の

方が出産された際には、出産育児一時金も支給をされておりますが、主には会津管内の医

機関でほとんどの方が出産しておりますが、会津管内の分娩機関であれば、ほぼこの制度

に加入されているということが、支払いの段階で確認できていますので、一定程度そうい

った周知は医療機関のほうでもなされているということで認識をしております。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第２号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第２号、西会津町国民健康保険条例の一部を改正する条例は、原案のとお

り可決されました。 

日程第３、議案第３号、西会津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を議題とし

ます。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  議案第３号、西会津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例につい

て、ご説明申し上げます。 

本案は、町長が提案理由の説明で申し上げましたように、全世代対応型の社会保障制度

を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律の施行を受け、地方税法及び地方税

法施行令の一部が改正されたことにより、町国民健康保険税条例の一部を改正するもので

あります。 

主な改正内容といたしましては、被保険者世帯に属する未就学児童にかかる均等割額の

減額措置の導入による所要の改正及び地方税法の改正に伴う項ズレや文言の修正を行うも

のであります。 

議案説明の前に、議案第３号関係資料でご説明申し上げますので、ご覧ください。 

はじめに、現状及び見直しの趣旨であります。これまでも国保加入世帯の所得に応じて、

均等割額を７割・５割・２割の軽減措置が講じられておりますが、子育て世帯の経済的負

担軽減の観点から、国・地方の取り組みとして、国保制度において、全ての未就学児にか
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かる均等割保険税を軽減するものであります。 

右下の軽減イメージ図をご覧ください。 

未就学児については、７割軽減が８割５分の軽減、５割軽減が７割５分の軽減、２割軽

減が６割軽減、これまで軽減されていない未就学児についても５割が軽減されることにな

ります。 

なお、今回の改正により軽減される保険税につきましては、国が２分の１、県と町がそ

れぞれ４分の１を負担することとなります。 

それでは、議案書に基づきまして、改正内容についてご説明を申し上げますが、併せて

条例改正案 新旧対照表 ３ページからご覧願います。 

西会津町国民健康保険税条例の一部を次のように改正する。 

第３条及び第５条は、法改正に伴う文言の追加であり、見出し中「係る」の次に「基礎

課税額の」を加えるものであります。 

第５条の２は、世帯別均等割額についての規定でありますが、法改正に伴い見出し中に

「基礎課税額の」を追加し、また新たに第 23 条に第２項を追加するため、「第 23 条」を

「第 23 条第１項」に改正するものであります。 

第６条の改正は、法改正に伴う不要な規定の削除であります。 

第 13 条の改正は、法改正に伴う文言の修正であります。 

第 23 条は、国民健康保険税の減額についての規定でありますが、法改正により、文言の

追加と、「地方税法第 703 条の５」に第２項が追加されたことから「法第 703 条の５」を

「法第 703 条の５第１項」に改正するものであります。 

また、新たに第２項として、先ほど参考資料でご説明いたしました、未就学児にかかる

均等割額の減額措置を規定するもので、第１号は医療分に係る均等割額の減額措置、第２

号は後期高齢者支援分に係る均等割額の減額措置として、第１項の規定による、所得によ

って適用を受ける７割・５割・２割の減額適用後の均等割額についてそれぞれ２分の１を

減額するものであります。 

第 23 条の２は、課税の特例についての規定でありますが、法改正による文言の修正及び

前条第２項の追加による改正であります。 

次に附則の改正についてご説明申し上げます。 

附則第２項は、法改正による項ズレの修正及び、条例第 23 条に第２項を追加することに

よる項ズレを修正する改正であります。 

附則第３項及び第４項、第６項から第 13 項は、条例第 23 条に第２項を追加することに

よる項ズレを修正する改正であります。 

次に附則でありますが、 

第１項は、施行期日についての規定であり、この条例は公布の日から施行となりますが、

未就学児にかかる減額規定については、令和４年４月１日から施行するものであります。 

附則第２項は、適用区分についての規定であり、改正後の西会津町国民健康保険税条例

は令和４年度以後の国民健康保険税に適用するものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願い申し上げます。 
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○議長  これから質疑を行います。 

12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  未就学児の税の世帯の軽減ということでありますが、対象世帯は町において

どのくらいあって、また影響額はどのようになっていますか。確認ですけれども、その影

響額について、町が先ほど４分の１負担だというようなことありましたけれども、それは

保険税、全体の保険税からまかなうのではなくて、町独自といいますか、そういった形で

の補填と理解してよろしいのでしょうか。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  お答えをいたします。 

令和３年度課税分での対象世帯で申し上げますが、対象となる世帯は 21 世帯となりま

す。影響額でありますけれども、未就学児の均等割、それぞれ減額、または減額されてい

ない均等割額の２分の１をさらに減額した場合でありますけれども、総額で今年の３年度

の場合ですと 45 万 8,200 円。すみません、全体で軽減される部分は 91 万 6,400 円の、大

変申し訳ありません、その２分の１ですから、やはり 45 万 8,200 円となります。 

町が負担する部分としましては、計算しますと 11 万 4,550 円が一般会計から国保会計

への繰出金というような形で負担することとなります。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第３号、西会津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第３号、西会津町国民健康保険税条例の一部を改正する条例は、原案のと

おり可決されました。 

日程第４、議案第４号、西会津町消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例を議

題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町民税務課長、渡部峰明君。 

○町民税務課長  議案第４号、西会津町消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例

について、ご説明申し上げます。 

本案は、町長が提案理由の説明で申し上げましたように、町消防団の幹部等により検討

してまいりました消防組織見直し検討会議の結果を踏まえ、消防車両配備の見直し、及び

部・班の統廃合等に伴う条例定数の削減について所要の改正を行うものであります。 

それでは、議案書に基づき、改正内容についてご説明を申し上げますが、あわせまして
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条例改正案 新旧対照表 19 ページをご覧願います。 

西会津町消防団設置等に関する条例の一部を次のように改正する。 

第５条は、定員についての規定でありますが、435 人から 400 人とするものであります。 

次に附則でありますが、この条例は、令和４年４月１日から施行するものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第４号、西会津町消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例を採決

します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第４号、西会津町消防団設置等に関する条例の一部を改正する条例は、原

案のとおり可決されました。 

日程第５、議案第５号、令和３年度西会津町一般会計補正予算（第５次）を議題としま

す。 

本案についての説明を求めます。 

総務課長、新田新也君。 

○総務課長  議案第５号、令和３年度西会津町一般会計補正予算（第５次）の調整につい

て、ご説明を申し上げます。 

今次補正の主な内容でありますが、歳入におきましては、新型コロナウイルスワクチン

の３回目の接種等に係る国庫支出金の増額や、国の事業として高校生までの子どもがいる

世帯を対象に実施する子育て世帯臨時特別給付金事業補助金の新規計上、現在、前年度実

績を上回る寄附が寄せられているふるさと応援寄附金の増額などを計上いたしました。 

一方、歳出におきましては、本年４月の人事異動等に伴う職員人件費の調整や、ふるさ

と応援寄附金に係る経費の増額、新型コロナウイルスワクチンの３回目の接種等に係る経

費などを計上いたしました。 

また、灯油価格の高騰に伴い、家計に大きな影響を及ぼすことが懸念される高齢者等の

低所得世帯を支援するため、町単独事業として実施する福祉灯油緊急補助事業を新規計上

したところであります。 

それでは予算書をご覧願います。 

令和３年度西会津町の一般会計補正予算（第５次）は、次に定めるところによる。 

歳入歳出予算の補正、第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億 4,114 万８
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千円を増額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 65 億 7,441 万６千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

債務負担行為の補正、第２条、債務負担行為の補正は、第２表債務負担行為補正による。 

地方債の補正、第３条、地方債の補正は、第３表地方債補正による。 

補正の主な内容でありますが、事項別明細書でご説明いたます。８ページをご覧願いま

す。 

まず歳入でありますが、２款、地方譲与税、３項１目、森林環境譲与税 339 万６千円の

増額は、交付見込みによるものであります。 

14 款、国庫支出金、１項２目、衛生費国庫負担金 2,231 万６千円の増額は、３回目の接

種等に係る新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金の追加計上であります。２項２

目、民生費国庫補助金 6,723 万９千円の増額は、高校生までの子どもがいる世帯を対象に

実施する子育て世帯臨時特別給付金事業補助金 6,662 万９千円の新規計上などであります。

２項３目、・衛生費国庫補助金 2,511 万２千円の増額は、新型コロナウイルスワクチン接種

体制確保事業補助金 2,436 万９千円の追加計上などであります。 

９ページをご覧願います。 

17 款、寄附金、１項１目、一般寄附金 409 万９千円の増額は、実績によるものでありま

す。１項２目、ふるさと応援寄附金２千万円の増額は、見込みによるものであります。 

10 ページをご覧願います。 

21 款、町債、１項２目、過疎対策事業債 370 万円の減額及び１項４目、緊急防災・減災

事業債 330 万円の増額につきましては、小型動力ポンプの更新に係る消防施設整備事業が、

過疎対策事業債から緊急防災・減災事業債に振り替えになったことなどによるものであり

ます。 

11 ページをご覧願います。歳出であります。 

１款、議会費、１項１目、議会費 247 万５千円の減額は、本年４月の人事異動等に伴う

職員人件費の調整によるものであります。 

12 ページをご覧願います。 

２款、総務費、１項３目、電算管理費 268 万７千円の増額は、情報系パソコン購入費 186

万２千円の増などであります。１項５目、財産管理費 2,493 万７千円の増額は、今次補正

における剰余金の財政調整基金への積立金であります。 

なお、今次補正後の財政調整基金の積立残高は６億 694 万１千円であります。 

１項 10 目、ふるさと振興費 2,027 万２千円の減額は、これまで採用に至らなかった地域

おこし協力隊員に係る人件費等の経費の減、13 ページに行きまして、新型コロナウイルス

対策経費等に伴う雪国まつり負担金 100 万円の増、申請件数が増えたことによる定住住宅

整備費補助金 513 万４千円の増などによるものであります。２項１目、税務総務費 1,740

万３千円の増額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整や、14 ページのふるさと応援寄附

金の増加に伴う記念品 1,300 万円等の経費の増などによるものであります。３項１目、戸

籍住民登録費 119 万８千円の減額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整であります。 

15 ページをご覧願います。 
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３款、民生費、１項１目、社会福祉総務費 744 万円の増額は、人事異動等に伴う職員人

件費の調整、16 ページに行きまして、灯油価格の高騰に伴い、家計に大きな影響を及ぼす

ことが懸念される高齢者等の低所得世帯を支援するため、町単独事業として実施する福祉

灯油緊急補助事業に係る灯油給付券 550 万円の新規計上、国民健康保険特別会計事業勘定

繰出金 149 万６千円の増などあります。１項３目、老人福祉費 325 万７千円の減額は、人

事異動等に伴う職員人件費の調整や、介護保険特別会計繰出金 361 万円の減などでありま

す。２項２目、児童措置費 5,804 万４千円の増額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整、

17 ページに行きまして、高校生までの子どもがいる世帯を対象に実施する子育て世帯臨時

特別給付金事業に係る委託料 508 万７千円、給付金３千万円、クーポン券３千万円などの

新規計上であります。 

４款、衛生費、１項１目、保健衛生総務費 507 万３千円の増額は、人事異動等に伴う職

員人件費の調整などであります。 

18 ページをご覧願います。 

１項２目、予防費 3,986 万８千円の増額は、３回目のコロナウイルスワクチン接種等に

係る人件費や 19 ページに記載の各種委託料 3,336 万１千円などの計上によるものであり

ます。１項４目、健康推進費 168 万１千円の増額は、国が進めております情報標準化整備

事業の一環として行う健康管理システム改修委託料 165 万円の新規計上などであります。 

20 ページをご覧願います。 

６款、農林水産業費、１項２目、農業総務費 1,192 万１千円の増額は、人事異動等に伴

う職員人件費の調整などであります。 

21 ページをご覧願います。 

１項３目、農業振興費 195 万９千円の増額は、米粉パン製造機設置に係るミネラル野菜

の家の電気、給排水設備等の修繕料 172 万４千円などであります。２項１目、林業総務費

270 万 1 千円の増額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整、22 ページに行きまして、森

林環境譲与税基金積立金 339 万６千円の増などによるものであります。 

７款、商工費、１項２目、商工振興費 212 万３千円の減額は、新型コロナウイルス関係

経済対策事業として実施した消費回復商品券事業の確定に伴う減額であります。 

23 ページをご覧願います。 

８款、土木費、１項２目、道路維持費 162 万２千円の増額は、人事異動等に伴う職員人

件費の調整や、除雪機械の修繕料 493 万１千円の増、除雪車両管理システム試行委託料 50

万７千円の新規計上、確定による道路パトロール車購入費 128 万９千円の減、除雪機械購

入費 143 万６千円の減などによるものであります。 

24 ページをご覧願います。 

１項３目、道路新設改良費 436 万１千円の増額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整

によるものであります。３項２目、公共下水道費 188 万７千円の減額は、公共下水道事業

に係る下水道事業会計繰出金の減額であります。 

９款、消防費、１項２目、非常備消防費 254 万３千円の減額は、人事異動等に伴う職員

人件費の調整によるものであります。 

25 ページをご覧願います。 
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10 款、教育費、１項２目、事務局費 241 万３千円の増額は、人事異動等に伴う職員人件

費の調整などであります。 

26 ページをご覧願います。 

２項２目、小学校教育振興費 357 万８千円の減額は、会計年度任用職員に係る報酬 130

万円の減や期末手当 75 万円の減などであります。 

続きまして、28 ページをご覧願います。 

４項１目、社会教育総務費 588 万７千円の減額は、人事異動等に伴う職員人件費の調整

であります。 

続きまして、５ページにお戻り願います。 

第２表、債務負担行為補正、追加であります。債務負担行為とは、将来にわたり支出の

義務を伴う場合に設定するものであります。今回設定いたします事業は、町道野沢安座、

安座橋の橋りょう補修工事に係る道路メンテナンス事業でありまして、期間は、令和３年

度から令和４年度までの２年間、限度額は 1,500 万円であります。 

次に、第３表、地方債補正、変更でありますが、緊急防災・減災事業費は、当初、過疎

対策事業費で予定していた消防施設整備事業が振り替えになったことに伴い、限度額の変

更を行うものであります。起債の方法、利率、償還の方法については変更ございません。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。ありませんか。 

９番、多賀剛君。 

○多賀剛  歳出で何点かお尋ねいたします。 

まず 12 ページの、いわゆるふるさと振興費の中で、地域おこし協力隊が採用できなかっ

た分で、会計年度職員の給与、減額になっておりますけれども、この予定していた、予定

はしておったけれども採用できなかった地域おこし協力隊というのは、どの分野で何名ほ

どだったのか。そして、そのことによって予定していた、やろうとしていたこと、事業等

ができなかったとか何か、そういうことがなかったのか、あったのか。まず１点。 

それと次のページの負担金の雪国まつりの負担金、これ 100 万円増額になっております

けれども、当初 300 万円で、コロナ対策をしながらで 100 万円増というようなご説明です

けれども、この前、実行委員会というか、やり方を決めたという話、聞きましたので、こ

の雪国まつり、今年はどういう形で実行されるのか。コロナ対策だけでこの 100 万円増額

になったのか、ふるさとまつりみたいに町民だけでやるのか、今までどおりご来賓を呼ば

ってやるのか、その辺も分かればお示しください。 

あと 19 ページの一番下にあります、国の制度で健康型システム改修委託料 165 万、これ

やるということでありますが、聞いてみると、この検診結果を閲覧できるようなシステム

みたいだというようなことなんですが、こういう個人情報を誰がどのような形で利活用し

ていくのか、分かればお示しください。 

それと、21 ページのこの修繕料、ミネラル野菜の家の電気等の修繕料だと、今ほどの説

明でしたけれども、具体的にどこでどういう事業をするための作業、修繕となるのかお示

しください。 
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あと、23 ページ、除雪車管理システム試行委託料というものありますが、この除雪車管

理システム、試行でありますから、初めての取り組みだと思いますけれども、どんなシス

テムをやろうとしているのか、以上の点についてお尋ねをいたします。 

○議長  商工観光課長、岩渕東吾君。 

○商工観光課長   ９番、多賀議員のご質問にお答えをいたします。 

まず２款１項 10 目、ふるさと振興費の会計年度任用職員給の減額でございますが、地域

おこし協力隊に関する給与の減額でございます。予定していた分野につきましては、起業

型の協力隊、本年度５名の新規採用の予定をしておりましたが、その採用がなかったとい

うようなことでございます。 

事業に対しての影響でございますが、予定していた、計画していた起業の分野での応募

がなかったということでありますので、起業型の隊員を募集するための事業全体につきま

しては、今後、来年度に向けて見直しが必要かなということで、現在作業を進めていると

ころでございます。 

続きまして、雪国まつりの負担金についてでありますが、雪国まつりにつきましては、

12 月の 10 日に実行委員会を開催して内容を決定する予定でございます。現在のところ、

ふるさとまつりのように町民限定という形ではなくて、入場者の把握等のコロナ対策は行

いながらも、一定程度規制は緩めていきたいというふうに提案をしたいと考えてございま

す。 

今次の補正にかかる経費の追加でございますけれども、やはりコロナ対策のために、飛

沫防止シートでありますとか、手指消毒の消耗品等でありますとか、入場者を把握するた

めのリストバンドのようなもの、こういったことは引き続き対策が必要であるという、国

県の指針でもございますので、それに必要な経費を計上させていただいたということでご

ざいます。 

また、ただし、例年ご来賓等、全国からお呼びをしていたわけでございますけれども、

この辺については、できれば福島県内程度にとどめたいというような提案を、今したいと

いうふうに考えているところでございます。 

以上でございます。 

○議長  健康増進課長。 

○健康増進課長  それではご質問のうち、健康管理システムの改修の内容で、誰がどのよ

うにこのデータを利活用するのかというご質問にお答えをいたします。 

今回、健康管理システムの改修の内容でありますが、町が実施いたしますがん検診、五

つのがん検診になりますが、胃がん、肺がん、大腸、乳がん、子宮頸がん、これらのがん

検診と、あと肝炎ウイルス検査、あと骨粗しょう症検診、あと歯周病検診、これらの検診

結果が、国のマイナポータルを経由することによって閲覧できるようにシステムを改修す

るものであります。 

利活用の方法でありますが、まずご本人、検診を受けたご本人につきましては、今現在

も、これからもそうですが、いかにその予防医療を進めていくか、医療にいく手前にご自

身の健康状態を知っていただいて、医療にいかないようなその予防医療に役立てていただ

くということで、検診結果の掲示的にそういったシステムを使って閲覧できるようになる
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ということが、利用者側の、検診を受けた側のメリットなのかなということで考えており

ます。健康意識の高揚という部分であります。 

一方、医療機関でも、本人の同意を得られた場合には、医療機関においてもこれらの検

診結果のデータを閲覧することができます。そういったことによって、医療機関で検診の

結果を正確に医師側が判断して、次の予防医療のほうにつなげていくと、そういった質の

高い医療に結びつけることができるということが、今回の改修のメリットというふうに考

えております。 

以上です。 

○議長  農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  ６款１項３目、農業振興費の修繕料の追加でございますが、総務課長、

説明で申し上げましたとおり、米粉パンの製造機の設置にかかるミネラル野菜の家の改修

費でございます。この事業につきましては、６月の議会の補正で山村活性化対策支援交付

金事業、この事業におきまして、米粉を使った商品開発、この一環で整備するものでござ

います。この機械の導入についてはリース料でみておりましたが、その設置費について、

当初想定のできなかった経費が発生したものですから、今回、補正をお願いするものでご

ざいます。 

○議長  建設水道課長、石川藤一郎君。 

○建設水道課長  それではお答えいたします。 

８款１項２目、道路維持費のうち、委託料の除雪車管理システム試行委託料 50 万７千円

でございます。これはＧＰＳを使った除雪車両の管理システムでございます。現在、町が

進めておりますデジタル戦略の一環としまして導入、試行的に導入するものでございます。

システム的には小さな端末を除雪機械、今回、試行ですので４路線の４台に搭載しまして、

それでＧＰＳでそのデータ、稼働状況ですとか、コースですとか、そういった状況を専用

のサーバーに取り込むというような構成になってございます。 

目的としましては、住民サービスの向上と業務の効率化というようなことを目指してお

ります。住民サービスという点で申し上げますと、その運行状況がリアルタイムにパソコ

ンですとか、携帯電話などで確認できますので、町民の皆さんの、例えばどこに今車両が

来てますかとか、そういった問い合わせに、今までですと携帯電話でいちいち確認しなが

らやらなくちゃならなかったのが、リアルタイムですので、スピーディーに問い合わせに

も対応できて、住民サービスの向上にもつながり、自分のお宅の前の除雪を、じゃあこの

タイミングでやろうかとか、そういった様々な効果も期待できるのかなというふうに思っ

ております。 

あと、業務的には、これまで町の担当と受託組合等々でやり取りあるわけですけれども、

そのアナログなやり取りは一切なくなりまして、サーバーにデータが、運行状況のデータ

が日ごとに蓄積されますので、スピーディーにその集計ができる。当然お支払いする委託

料の計算もスピーディーにできるということで、受託組合の担当、それから町側の作業量

の軽減につながるというようなところでございます。 

あとさらには、そのデータを今後さらに合理化したコースの設定ですとか、例えばそう

いったところにも使えるのではないかなというふうに期待をしているところでございます。
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そんな形でございます。 

○議長  ９番、多賀剛君。 

○多賀剛  それぞれご答弁いただきましたけれども、地域おこし協力隊に関しましては、

本町は 17 だっけか、14 で比較的多い自治体にはなりますけれども、やっぱりこの方々の

力を、私は最大限利用して、これからのまちづくりしていく。質問になるからな。質問に

ならないようにね。分かりました。これは来年度は採用計画つくったらば、これしっかり

採用できるように取り組んでいただきたいと思います。 

あと雪国まつりは、そうすると当初 300 万の予算でありましたから、あくまでも今回の

増額はコロナ対応、飛沫防止だとかいろいろご説明ありましたけれども、それの増額だと

いう認識でよろしいですね。内容は私、勘違いしましてね、10 日に決まるということです

から、それを後で聞きたいと思います。 

あと健康管理システムは、ご説明いただいたとおり、これから大変よくなるのかなと思

いますけれども、私、心配しているのは、このマイナポータル等々の話ありましたけれど

も、個人情報の管理というのは、これまたまた町では大変なことになるなという思いがあ

りますので、その辺はやっぱり、しっかり今後気を付けて運用していただきたいなという

思いでおります。 

あと最後、除雪車管理システム、これから、それこそデジタル戦略の中のデジタルトラ

ンスフォーメーションの中でこういうことになってきたのかなと思いますけれども、今回

４台で試行するということでありますが、今後やっぱり除雪車は４台ばっかでないので、

相当な台数ありますから、これを増やしていくようになると思うんですけれども、そうい

う計画、これからこうのもデータが集まれば、ＡＩの利用とか何かもあると思いますけれ

ども、今後の展望も分かればお示しください。 

○議長  協力隊のことについてのあれはいいですね。 

建設水道課長。 

○建設水道課長  それではお答えいたします。 

今回計上させていただきました委託料につきましては、12 月から３月までのこの期間で、

まず実証実験をさせていただきます。先ほど様々な期待できる効果という形で申し上げま

したが、それらが期待できるような成果が得られたというのをまず確認をさせていただき

まして、それで３月までですので、例えば令和５年度以降ですとか、そういったところに、

成果が得られれば、また台数を増やすなり、そういったところは結果が出てから十分に検

討させていただきたいなと思います。 

○議長  ほかに。 

７番、小柴敬君。 

○小柴敬  私も何点か歳出に関してお聞きしたい点がありますので、まず 12 ページの情

報系パソコンということで、あまり情報系ということで聞き慣れな買ったので、その内容

及び機種の台数等についてお示しください。 

それから、その次のページですけれども、定住住宅整備費補助金、これ定住住宅で非常

に定住される方が増えているということは非常にいいことだと思いますけれども、その件

数と内訳、内容ですね、それについてお聞かせください。 
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それからその次、14 ページですけれども、インターネットのサイト使用料、ふるさと応

援寄附金に対して、寄附金の金額が伸びれば、サイトの使用料が伸びるということでした

けれども、この比例定数みたいな形にはなっているんでしょうか。その辺、ちょっと詳細、

分かればお示しください。 

以上３点、お願いします。 

○議長  総務課長、新田新也君。 

○総務課長  まず小柴議員の情報系パソコンについてのご質問にお答えします。 

情報系パソコンという言い方していますが、職員で普段業務で使用するパソコンであり

ます。これにつきましては、来年４月、人事異動、新規採用、それからあと会計年度任用

職員等が出入りするわけでございますけれども、当初予算に取りますと、すぐに対応でき

ないということで、今次補正で計上させていただいて、来年４月から、職員が増えた場合、

使用ができるようにということの補正計上であります。あと故障時の対応についてもいく

らか入ってございまして、全部で５台分計上してございます。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  ７番、小柴議員の定住住宅整備費補助金の増額計上についてのご質問に

お答えいたします。 

補助金の対象事業の今年度の見込みの件数でございますが、件数にして今年度述べ 23 件、

全体で補助のメニューとして予定をしてございます。内訳といたしましては、新築住宅に

対しての補助が３件、中古住宅の取得に関してが２件、住宅の改修に対してが９件、空き

家の改修に、いわゆる中古住宅ですね、中古住宅の改修に対してが３件、空き家の清掃に

関してが３件、空き家の登記等に関する費用での助成、これが３件で、合計 23 件でござい

ます。 

○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  ふるさと応援寄附金にかかるインターネットサイトの使用料の件につい

てお答えをいたします。 

経費の中で、サイトに掲載して、各サイトごとに掲載しているわけですけれども、その

中でかかってくる手数料というのが、クレジット等の代理収納手数料とインターネットサ

イト使用料というのが経費としてかかってきます。サイトごとにばらつきがございまして、

代理収納手数料、要は決済手数料だけかかるサイト。またはインターネットサイトの使用

料、ここに代理収納の手数料も含まれてサイト使用料として請求がされるという、だけか

かってくるサイトもございます。 

今回、インターネットサイト使用料だけかかるサイトの寄付が伸びているというのもご

ざいまして、今回不足するであろうと、今後の寄附額に応じて不足してくるんじゃないか

という部分で、今回インターネットサイト使用料のみ追加させていただいたという内容に

なってございます。 

○議長  ７番、小柴敬君。 

○小柴敬  インターネットのサイト使用料ということで、これ当初見込んでいた分が、今

後伸びるであろうから、一応補正として今回計上して、12 月いっぱいぐらいはまかなえる

だろうというような形なんでしょうか。その点、１点。 
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○議長  町民税務課長。 

○町民税務課長  現在のところは間に合ってはいるわけございますけれども、今後伸びる

部分として、そのサイト使用料が不足してくるだろうというところで追加していただきま

した。 

○議長  ほかに。 

６番、三留正義君。 

○三留正義  私、一つというか、くくりで言うと、８款１項２目の中でのみお伺いします

けれど、最初、修繕料の説明、ちょっと聞き漏らしたのか、この 493 万１千円の概要を明

らかにしてください。 

次に、自動車購入費、さっき除雪パトロール車とか、ちょっと聞いたような気がするん

ですが、これ予算計上したときの判断と、この自動車購入とその下もですね。この２段、

減額されていますけれども、予算計上したときの判断と現時点に至る経緯、どうしてこれ

を全額減額するのか。そして代替案があったのか、除雪に不具合はないのか、そういった

内容についてお示しください。 

○議長  建設水道課長。 

○建設水道課長  それではお答えいたします。 

８款１項２目、道路維持費の、まずは修繕料 493 万１千円の増額ということでございま

す。これにつきましては、当初予算取りの段階では、平成 31 年の暖冬を除きました過去３

年間の平均を目安に予算化をしたところでございます。それで、毎年複数台の除雪車両の

車検ですとか修理を行うわけでありますけれども、その不具合の具合ですとか故障箇所、

毎年その使う状況によって変わりますので、だいたい目安として、先ほど申し上げました

ように予算化はいたしますが、その状況によって傷み具合とかの状況よって増減がされる

というようなことでございまして、今後そういった修理代を払う分もございますし、過去

の冬期間の修繕費なんかも加味しまして、今回 493 万１千円ほど増額をお願いするもので

ございます。 

続きまして、備品購入費の 272 万５千円の減額の内容でございます。一つには、先ほど

お話あったかと思いますが、パトロール車の購入費の減額分と、あと除雪機械購入費の減

額分でありまして、今回、除雪機械につきましては、ドーザー14 トン級１台とミニホイー

ルローダー３トン級、それから毎年１台ずつ更新しております歩行式の小型除雪機械でご

ざいますけれども、そういったものを購入いたしました。あくまでもこの差額というのは、

入札をした結果の請差ということでご理解をいただきたいと思います。 

○議長  ほかに。 

12 番、武藤道廣君 

○武藤道廣  私も２点ほど、同僚も質問しておりますけれども、13 ページの２の１の 18

か、定住住宅整備費補助金、だいたい分かりましたけれども、これ確認も含めて、申請の

条件とか、その条例の内容を確認したいと思いますけれども、この新築の場合はいいわけ

ですよね、何歳以下の人が新築した場合の補助金だとか。ただ、それで中古取得もそうな

んですが、住宅改修が９件、そして空き家関係とか、その持ち主との申請者との関係とか、

そういった条例にはどのような法になっておりますか、確認したいと思います。 
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それと、先ほどから質問出ていますけれども、ミネラル野菜の家なんですが、もう少し

具体的に、内容は分かりました。パン焼き機であって、その道の駅の一角でそれをやると。

どこの業者といいますか、にそれがやるようになって、それで米の消費が落ちる中、米粉

パンだということでありますが、販売先というのはその場だけで販売するのか、それか例

えば保育園だとか、学校給食だとかという形での、販売といったらおかしいのか、導入す

ることによって米の拡大を図る、そういう目的まで含めているのかお伺いします。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  12 番、武藤議員のご質問にお答えをいたします。 

２款１項 10 目の定住住宅整備費補助金の追加でございますが、これにつきましては、そ

れぞれ補助金の要項を定めてございまして、新築の住宅に関しての補助金につきましては、

45 歳以下の若者というのが事業申請対象ということでございます。中古住宅の取得につき

ましては、45 歳以下の若者と、あと移住者、これが申請対象になってございます。あと住

宅の改修につきましては、これにつきましては、若者と、あと、これにつきましては、若

者が対象でございます。空き家の改修、これにつきましては、空き家の所有者が申請対象

となってございます。そのほか空き家の清掃、空き家の登記につきましても同様に空き家

の所有者が補助の対象というふうな形になってございます。 

以上でございます。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  ６款１項３目、農業振興費の修繕料にかかる質問でございますが、先ほ

どもご説明いたしましたが、この事業につきましては、山村活性化対策支援交付金事業、

国の交付金事業によりまして、米を使った米のブランド化、米を使った所品開発、こうい

った事業をこの事業で進めるものでございます。 

今回の修繕料の計上は、ミネラル野菜の家に米粉を使ったパンを商品開発したいという

ことで、パンの製造機械を設置するというような修繕でございます。これにつきましては、

米の消費が低迷する中、米をいかに付加価値を付けて販売していくか、こういったことを

調査研究するものでございまして、この事業の中では、商品開発、それから試験販売、そ

ういったところまでですが、将来的にはパンなり、この事業、委託先が振興公社、西会津

の振興公社、また町内の飲食店、加工事業者の皆さん、そういった方々に事業の委託をし

ておりますが、それぞれ開発していただいたものについては、将来的には道の駅での販売

であったり、その他、商品として将来的には販売していきたいという目標を持って取り組

んでいるところであります。 

以上です。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  先ほどの定住住宅関係なんですが、そうすると、新築、中古、それからあと

は空き家とか、改修、清掃というのは、それは持ち主が申請するといことでよろしい、所

有者が。だから、ちょっと抜けたのが住宅改修は、申請者は年齢制限はあるんだけども、

誰、例えば、そうそうそう、そこら辺はどのようになっているのかということと。これを

決定して支給した後、過去においてどのようにチェックされているのか。結局、受けたけ

れども、あれ年数もあったと思ったんだけれども、住む年数とかって、なかったんだっけ
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か。それが単なる、それだけで終わってしまって、というようなことがあったかどうかも

含めて、お聞きします。 

それと、米粉パンのほうなんですが、今だと振興公社と業者が共同で開発するみたいな

話だけども、公社に委託するんでしょう、これ。じゃないのかな。だから、とりあえずこ

れ試験的にだけやって、その結果次第ではどうなるかまだ分からないという状態なんでし

ょうか、その辺、確認します。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  武藤議員の再質問にお答えいたします。 

定住住宅整備費補助金の要項の関係でございますが、先ほど対象者、まず若者の部分申

し上げました。これにつきましては、事業を実施する方、例えば新築の場合はもちろんそ

の若者が取得するということになりますけれども、住宅の改修については、その改修を業

者に頼んで、お金を払って事業を行う者が、その該当者であるかどうか、若者であるかど

うか。つまり、所有権が、所有者でなくても、その事業を行う、改修を行う人が若者であ

ればいいというような要項になってございます。例えば、例えを申し上げるとすれば、親

から譲り受けた財産について、まだ所有権は自分のものになっていないけれども、自分が

それを改修して住むんだというようなケースもございます。あと空き家に関しては、空き

家の所有者、その空き家の登記名義人である。あるいはその固定資産税等を払っている、

その管理責任者であるというのが要件になってございます。 

あとチェック体制ということでございますが、補助金を交付した日の属する年度の翌年

度から３年以上継続してその住宅に住むということが補助金の交付対象者の要件となって

ございます。この事業のほかに、空き家、空き店舗の改修事業というのが別にあるわけで

ございますが、そちらのほうでは３年間とかというような要件はございます。 

以上でございます。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  米粉を使った商品開発についてでございますが、今回の事業については、

町振興公社、それから町内の飲食店、それから加工事業者、それぞれに委託、商品開発の

委託契約を結んでございます。振興公社については、米粉パンの開発。飲食店については、

米粉ピザ等ということで、米粉を使ったそういった飲食物、加工事業者もそうですが、そ

ういった商品開発を委託しているものでございます。今後事業の中で、試験販売、ＰＲで

すとか試験販売した中で、本当に商品化できるものを将来的につくって、将来的には販売

に結びつけていこうとするものでございまして、事業の中では、販売活動まではできませ

んが、試験的な販売をして、消費者のそういう嗜好を調査するようなところまでやって、

実際の販売まで結びつけていこうというような、そういうような趣旨の事業でございます。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  空家対策ですが、ちょっと記憶が定かでないんですが、これを制定というか、

やるときには、人口増、あるいはＵターンとか、そういった定住を促進したような形での

条例だったのかなというような記憶があるんですが、例えば今の話を聞くと、そうすると

同居していて、新しく帰って、Ｕターンか何かで帰ってきてそこに住むという場合もある

けども、同居したままで、その家を直すときにもあてはまるような条件になっているよう
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に感じるんですが、そうだわな、45 歳以下で金が、金は誰が出したって分からないからな、

名前ついているわけじゃないんだから。だから、そういった意味では、まだまだちょっと

これ再検討する余地があるような条例というか、のように感じますが、その辺を、これ一

般質問になっちゃうから、質問としては、どのように考えておられますか。 

あとは、米粉パンのほうなんですが、ということは、３年間はあくまでも試行的にやっ

て、その結果を見て先をどうするかということですよね。ということは、３年間やってみ

てだめだったらば、また別なことをやる、撤退するということですか、そういう考えなん

でしょうか。それとも、あくまでもその販売まで結びつけるまでのしっかりとした計画で

進めると、その辺ちょっと確認したいと思います。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  武藤議員の再々質問にお答えをいたします。 

定住促進助成事業についてでありますけれども、まず要向上の目的は、若者の定住促進

ということがまず一つございます。補助の要件といたしましては、先ほど申し上げました

が、その住宅の所有権が、その若者でなくてもいい。つまり、今議員がおっしゃったよう

に、親と同居していて、親が所有権を持っている物件に対して、息子さんとか、娘さんと

か、若い方が帰ってこられて、あるいは同居されていて、それで自分が住みよくするため

に自分でお金を出して直すんだというようなことについても補助の該当になるというよう

な、現在の要項になってございます。 

これにつきましては、令和３年度で補助要項の見直しを行いまして、いくつか再度見直

しをしなければならない点が課題としてございますので、令和４年度に、また見直しの方

向に向けて、現在検討を進めているところでございます。 

以上でございます。 

○議長  農林振興課長。 

○農林振興課長  米粉を活用した商品開発ということでございますが、３年間の今回の商

品開発の事業ではございますが、１年なり２年でも、その販売の目処が立った時点で、も

ちろん実際の販売に移していくという考え方でございます。ミネラル野菜の家に設置しま

すパンの製造機械ですが、かなり本格的なものを導入いたします。これについては、実際

の販売活動を見据えて設置するものですので、商品がどうか、商品開発がどうかというよ

りは、もうすでに前向きに販売活動を見据えて取り組んでいくというものでありますので、

ご理解いただきたいと思います。 

○議長  12 番、武藤道廣君。 

○武藤道廣  先ほどの定住の関係ですが、万が一、何らかの理由でその条件を満たすだけ

の年数がいなかった場合の対応といいますか、いろいろ事情があるんですが、その辺の判

断も含めてどのように対応されるといいますか、対応される予定でしょうか。 

○議長  商工観光課長。 

○商工観光課長  お答えをいたします。 

補助金の交付の要件を満たさなければ、当該補助対象者から補助金の全額、または一部

を返還させることができるというような返還要件が要項の中に定めてございます。 

○議長  ほかに。 
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８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  私は支出のほうで、３款２項２目、子育て世帯の臨時特別給付金について、

その下のクーポン券について、この３千万の予算なんですが、３千万、３千万という予算

でありますが、これは１歳から 18 歳までの方の子育て世帯に給付されるものであるとい

うふうに思っていますが、事務手続きについてはもう終わっているのかなと、そういうこ

とで、この支給の、給付の対象者とか、給付の予定日といいますか、予定についてお尋ね

をしたいと思います。 

それから、あと臨時、この特別クーポン券ですね。これについても、いずれも５万円と

５万円相当のクーポン券になると思いますが、クーポン券についても、これはいつごろの

支給になるのか。特別給付金とクーポン券の支給についての支給予定というようなことで

お尋ねしたいと思います。 

○議長  福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  それではご質問にお答えいたします。 

17 ページの３款２項２目、児童措置費のうち、子育て世帯臨時特別給付金３千万円、並

びに子育て世帯臨時特別クーポン券３千万円のご質問にお答えいたします。 

まずこの制度につきましては、国の経済対策の中で、０歳から 18 歳のお子さんに対して

10 万円の、10 万円相当の給付が行われるということで、現在、11 月の閣議決定から 12 月

６日に開催いたしました臨時国会におきまして、補正予算が提案されて審議されていると

ころでございます。 

町といたしましては、スムーズに給付するために、国が示しております５万円の部分、

ここでいいます給付金の部分、三千万円については、年内支給をしたいということで事務

作業を進めているところでございます。 

またクーポン券につきましては、目的が来春の卒業や入学といった子育て世帯の家庭で

経費がかさむ時期に合わせて、経済対策の一環としてクーポン券を配布するという当初の

目的がございますので、それに合わせて給付をしたいということで考えてございますが、

まだ国から詳しいクーポン券に対する通知がなされていないものですから、そういった情

報をもとに、町としては適切に対処してまいりたいというふうに考えてございますので、

ご理解いただきたいと思います。 

失礼しました。対象者が抜けてございました。対象者といたしましては、０歳から高校

３年生までの子ども１人当たり 10 万円相当の給付ということでございます。ただし、その

児童を養育している方の年収が 960 万円を超える世帯については給付の対象外となること

となってございます。 

大変申し訳ありません。人数といたしましては、これから３月まで産まれるお子さんも

含めて 600 人を予定しております。 

○議長  ８番、伊藤一男君。 

○伊藤一男  今回の給付金については、所得制限があるようですが、今課長もおっしゃら

れましたけれども、これに該当する方というのは、この西会津町には、まだそこまでは掴

んでいないんでしょうか、何人ぐらいいるのか。 

○議長  福祉介護課長。 
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○福祉介護課長  それではお答えいたします。 

所得制限につきましては、先ほど申し上げました年収が 960 万円以上の世帯ということ

で、その対象が除かれることになりますが、この世帯につきましては、これから事務作業

を進めまして、対象を絞って確定させていきたいと。町内にはいくつかの世帯があると、

児童手当の給付の要件とも同じくなってございますので、そういったところから見ますと、

何世帯かの対象世帯があるということで把握しておりますが、全体として 600 人の子ども

さんがいるということでご理解いただきたいと思います。 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第５号、令和３年度西会津町一般会計補正予算（第５次）を採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第５号、令和３年度西会津町一般会計補正予算（第５次）は、原案のとお

り可決されました。 

日程第６、議案第６号、令和３年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第４次）

を議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

健康増進課長、小瀧武彦君。 

○健康増進課長  議案第６号、令和３年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第４

次）の調製についてご説明申し上げます。 

今次補正予算の内容でありますが、事業勘定では職員の人事異動等に伴う人件費の調製、

及び診療施設勘定では職員の人事異動等に伴う人件費と新型コロナウイルスに係る検査委

託料等の調製であります。 

それでは予算書をご覧願います。 

令和３年度西会津町の国民健康保険特別会計補正予算（第４次）は、次に定めるところ

による。 

歳入歳出予算の補正。第１条、事業勘定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 149

万６千円を増額し、歳入歳出予算の総額を、歳入歳出それぞれ７億 6,109 万４千円とする。

診療施設勘定の歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ 897 万６千円を増額し、歳入歳

出予算の総額を、歳入歳出それぞれ３億 2,797 万４千円とする。 

第２項、事業勘定及び診療施設勘定の歳入歳出予算の補正の款項の区分、及び当該区分

ごとの金額、並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、第１表歳入歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきます。 

５ページをご覧願います。 事業勘定の歳入であります。 

６款、繰入金、１項１目、一般会計繰入金 149 万６千円の増は、職員の人事異動などに
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伴う人件費に係る繰入金の増額であります。 

６ページをご覧願います。歳出であります。 

１款、総務費、１項１目、一般管理費 170 万６千円の増は、職員の人事異動等に伴う給

料、職員手当等の増額であります。３項１目、運営協議会費 21 万円の減は、当初予定して

おりました国民健康保険運営協議会の管外視察研修を、コロナ禍により、今年度は実施を

見送ることとしことから旅費、需用費、役務費、使用料などの減額などであります。 

続きまして 15 ページをご覧願います。施設勘定の歳入であります。 

１款、診療収入、２項１目、諸検査等収入 797 万６千円の増は、新型コロナウイルスワ

クチン初回接種にかかる接種委託料の増であります。 

８款、国庫支出金、１項１目、診療施設国庫補助金 100 万円の増は、新型コロナウイル

ス感染拡大防止のための取り組みを行っている医療機関や訪問看護事業所を対象に交付さ

れる補助金であり、感染拡大防止医療提供体制確保支援補助金は、１診療所 25 万円、１訪

問看護事業所 20 万円がそれぞれ交付され、感染拡大継続支援補助金は１診療所８万円、１

訪問看護事業所６万円がそれぞれ交付されるものであります。 

16 ページをご覧ください。歳出であります。 

１款、総務費、１項１目、一般管理費 428 万５千円の増は、西会津診療所における新型

コロナワクチン接種対応などとして、会計年度任用職員の看護師及び事務員それぞれ１名

の採用に係る給料、職員手当、社会保険料等の計上及び、新型コロナワクチン接種に伴う

休日の医師特別勤務手当などの計上であります。 

２款、医業費、１項２目、医療用消耗機材費 130 万円の増は、新型コロナワクチン接種

に係る注射器や注射針などの医療用廃棄物の増加に伴う、処理委託料 30 万円の増及び、Ｐ

ＣＲ検査件数の増加などによる血液検査委託料 100 万円の増額であります。 

４款、予備費、１項１目、予備費 337 万７千円は、今次補正予算の財源調整であります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますよう、お願いいたします。 

○議長  これから質疑を行います。ありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第６号、令和３年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第４次）を

採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第６号、令和３年度西会津町国民健康保険特別会計補正予算（第４次）は、

原案のとおり可決されました。 
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日程第７、議案第７号、令和３年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）を議

題とします。 

本案についての説明を求めます。 

福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  議案第７号、令和３年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）

の調整についてご説明申し上げます。 

今次の補正は、当初見込みよりも、居宅介護サービ利用者の減、地域密着型サービス利

用者の増、その他サービスの実績に基づく給付費の調整や職員の人事異動に伴う職員給与

等人件費の調整などが主なものであります。 

それでは予算書をご覧ください。 

令和３年度西会津町の介護保険特別会計補正予算（第２次）は、次に定めるところによ

る。 

歳入歳出予算の補正、第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 361 万円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 12 億 3,098 万６千円とする。 

第２項、歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、第 1 表歳入歳出予算補正による。 

主な補正内容につきましては、事項別明細書により説明させていただきますので、４ペ

ージをご覧ください。歳入であります。 

７款繰入金、１項５目、その他一般会計繰入金 361 万円の減額は、職員の人事異動によ

る職員給与等繰入金 311 万７千円の減、事務処理システム借上料の不用などによる事務費

繰入金 71 万６千円の減、介護予防支援事業費繰入金 22 万３千円の増によるものでありま

す。 

次に、５ページをご覧ください。歳出であります。 

１款総務費、１項１目、一般管理費 390 万３千円の減額は、人事異動に伴う職員給与等

人件費の調整、及び事務処理システムの改修委託料の 11 万円の新規計上、介護保険システ

ム機器の契約更新による 95 万１千円の不用減などであります。同じく３項２目、認定調査

等費７万円の増額は、認定調査員の人件費等の増額であります。 

６ページをご覧ください。 

２款、保険給付費、１項１目、居宅介護サービス給付費 968 万２千円の減額、同じく２

目、地域密着型介護サービス給付費 600 万円の増額は、要介護認定者が利用する介護サー

ビス費について、これまでの給付費実績をもとに本年度の必要額を算出し、予算額を調整

したものであります。同じく２項２目、地域密着型介護予防サービス給付費 151 万７千円

の増額、同じく３目、介護予防福祉用具購入費６万円の増額、同じく４目、介護予防住宅

改修費 36 万３千円の増額は、要支援認定者が利用する介護予防サービス費について、これ

までの給付実績をもとに、今年度の必要額を算出し、予算額を調整したものであります。 

７ページをご覧ください。 

同じく４項１目、高額介護サービス費 174 万２千円の増額は、介護等サービス利用額の

月額が、所得に応じた基準を超えた場合に、その超えた額を給付費としてお返しするもの

でありますが、これまでの実績をもとに今年度の必要額を算出し、増額するものでありま
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す。 

４款、地域支援事業費、３項１目、総合相談事業費 19 万円の増額は、地域包括支援セン

ター職員の時間外勤務手当 15 万円の増額などであります。同じく８目、在宅医療・介護連

携推進事業費３万３千円の増額は、医療介護相談員の職員報酬３万円などの増額でありま

す。 

以上で説明を終わらせていただきますが、よろしくご審議をいただきまして、原案のと

おりご議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

２番、上野恵美子君。 

○上野恵美子  １件お聞きします。在宅介護サービス給付費負担額の見込みよりも減額と、

あと地域密着型介護サービス給付費の増額の要因をどのように分析されているのかお聞き

いたします。 

○議長  福祉介護課長。 

○福祉介護課長  それではご質問にお答えいたします。 

まず在宅介護サービス給付費 968 万２千円の減、地域密着型介護サービス給付費 600 万

円の増、これは奥川地区に整備いたしました地域密着型サービスであります小規模多機能

型居宅介護施設がオープン、開所して、利用者が増えたことから、地域密着型介護サービ

ス給付費は伸びを見せてございます。 

あと、在宅介護サービス給付費につきましては、様々な要因がございますけれども、今

ほどの地域密着型に移動されたサービス利用の方もいらっしゃいますし、また在宅での訪

問介護サービスなどが、今現在、利用者が少なくなってきているといった要因もございま

すので、これからのそういった動向も注視しながら、サービス給付費については町のほう

でも把握してまいりたいというふうに考えてございます。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第７号、令和３年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）を採決

します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第７号、令和３年度西会津町介護保険特別会計補正予算（第２次）は、原

案のとおり可決されました。 

暫時休議にします。（１１時５０分） 

○議長  再開します。（１３時００分） 
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日程第８、議案第８号、令和３年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）を議題と

します。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、石川藤一郎君。 

○建設水道課長  議案第８号、令和３年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）の調

製についてご説明いたします。 

今次補正予算の主な内容でありますが、収益的収入及び支出の収入は、消火栓の更新に

伴う受託金の増額や職員の人事異動に伴う一般会計補助金の増額などです。支出は、収入

の見合い額を調整するものであります。 

それでは予算書をご覧願います。 

第１条、総則。令和３年度西会津町の水道事業会計補正予算（第２次）は、次に定める

ところによる。 

第２条、収益的収入及び支出の補正。令和３年度西会津町の水道事業会計予算第３条に

定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。収入及び支出とも補正予定

額の合計 45 万１千円を増額し、２億 5,454 万円とするものです。 

第３条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正。予算第６条に定

めた経費の金額を、次のように定める。職員の給与費で、補正予定額 34 万９千円を増額

し、2,164 万９千円とするものです。 

２ページをご覧願います。 

第４条、他会計からの補助金の補正。予算第７条本文中「補助を受ける金額は１億 1,355

万３千円」を「補助を受ける金額は１億 1,360 万４千円」に補正する。 

詳細は、実施計画により説明いたしますので、３ページをご覧願います。 

まず収益的収入及び支出の収入は、第１款、水道事業収益、１項２目、受託工事収益は、

道の駅よりっせに設置している消火栓を更新するための受託金 40 万円の増額が主なもの

です。 

４ページをご覧願います。次に、支出です。 

第１款、水道事業費用、１項３目、受託工事費は、道の駅よりっせの消火栓を更新する

ため 40 万円の増額です。そのほかは職員の人事異動に伴う人件費の調整が主なものです。 

第２款、簡易水道等事業費用は、１項１目、原水及び浄水費と２目、配水及び給水費に

おいて修繕費の調整や、職員の人件費の調整が主なものです。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第８号、令和３年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）を採決しま
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す。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第８号、令和３年度西会津町水道事業会計補正予算（第２次）は、原案の

とおり可決されました。 

日程第９、議案第９号、令和３年度西会津町下水道事業会計補正予算（第２次）を議題

とします。 

本案についての説明を求めます。 

建設水道課長、石川藤一郎君。 

○建設水道課長  議案第９号、令和３年度西会津町下水道事業会計補正予算（第２次）の

調製についてご説明いたします。 

今次補正予算は、職員の人事異動に伴う一般会計補助金と職員人件費の調整が主なもの

であります。 

それでは予算書をご覧願います。 

第１条、総則。令和３年度西会津町の下水道事業会計補正予算（第２次）は、次に定め

るところによる。 

第２条、収益的収入及び支出の補正。令和３年度西会津町の下水道事業会計予算第３条

に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。収入及び支出とも補正予

定額の合計 100 万９千円を減額し、３億 4,590 万１千円とするものです。 

第３条、資本的収入及び支出の補正。予算第４条本文括弧書を、資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額 7,976 万３千円は、当年度消費税及び地方消費税、資本的収支調

整額 1,068 万５千円、過年度損益勘定留保資金 445 万８千円、当年度損益勘定留保資金

6,462 万円で補てんするものとする。に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり

補正する。 

２ページをご覧いただきたいと思います。 

収入は、ありません。 

支出は、補正予定額の合計 30 万円を増額し、２億 8,310 万４千円とするものです。 

第４条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費の補正。予算第８条に定

めた経費の金額を、次のように改める。職員給与費で、補正予定額 83 万８千円を減額し、

3,250 万８千円とするものです。 

第５条、他会計からの補助金の補正。予算第９条本文中、補助を受ける金額は、１億 4,460

万３千円を、補助を受ける金額は、１億 4,359 万４千円に補正する。 

詳細は、実施計画により説明いたしますので、３ページをご覧いただきたいと思います。 

まず収益的収入及び支出の収入は、第１款、公共下水道事業収益及び第３款、個別排水

処理事業収益は、いずれも職員の人事異動に伴う一般会計補助金の財源調整が主なもので

あります。 

４ページをご覧願います。次に支出です。 
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第１款、公共下水道事業費用及び第３款、個別排水処理事業費用、並びに５ページの資

本的収入及び支出の支出は、人事異動に伴う人件費の調整が主なものであります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますようお願い申し上げます。 

○議長  これから質疑を行います。ありませんか。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第９号、令和３年度西会津町下水道事業会計補正予算（第２次）を採決し

ます。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第９号、令和３年度西会津町下水道事業会計補正予算（第２次）は、原案

のとおり可決されました。 

日程第 10、議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の指定につ

いてから、日程第 12、議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者

の指定についてまでを一括議題とします。 

なお、審議の方法は、議案の説明終了後、総括質疑を行い、その後、１議題ごとに質疑・

採決の順で行いますので、ご協力をお願いいたします。 

職員に議案を朗読させます。 

事務局長、長谷川浩一君。 

（事務局朗読） 

○議長  指定管理者の指定にかかる選定方針などの全体的な説明を求めます。 

副町長、大竹享君。 

〇副町長  議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の選定につい

て、及び議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定について、議案

第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指定についての議案の説

明に先立ち、公の施設の指定管理者の候補者選定にかかる概要についてご説明を申し上げ

たいと思います。 

まず公の施設の管理につきましては、地方自治法 244 条の２の第３項の規定により、法

人、その他の団体に管理を行わせることができる指定管理者制度を受け、本町では、平成

18 年４月から各施設の指定管理者を指定してきたところであり、現在 15 の施設で指定管

理者を指定しております。 

今回、指定しようとする施設は、平成 29 年度より指定管理となった、西会津町こゆりこ

ども園、西会津町老人憩の家、西会津町林業研修センターであり、指定にあたりまして４
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回の選定委員会を開催し、慎重に選定作業を行ってきたところであります。 

選定委員会では、現在の指定管理者に対し、前回の申請時に提出された事業計画に対す

る実績書の提出を求め、現在までの管理運営状況等のヒアリングを実施するなど、評価検

証を行った結果、現在管理している団体が有する管理運営にかかる経験や実績、専門的技

能などを活用することによって、施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成でき、各団体

とも管理運営状況が良好と判断できたこと。また、各団体の設立経緯や社会的役割を考慮

した場合、さらには長期にわたる町との連携や運営実績等により、今後も効率的かつ効果

的な運営が期待できると判断したことから、引き続き公募によらないで選定することとし

たところであります。 

次に、施設ごとの審査結果を申し上げます。 

まず西会津町こゆりこども園でありますが、現在、指定管理者となっている社会福祉法

人にしあいづ福祉会については、町と密接に連携し、地域における福祉介護事業の担い手

として、長年各種福祉介護施設等の運営を行い、豊富な経験と実績を有しており、また平

成 29 年度からは、本施設の指定管理者として安定した保育サービスの提供と、良好かつ適

切な管理運営を行ってまいりました。 

本施設は未就学児やその家庭に対する保育と教育ニーズに対応する町内唯一の施設であ

り、申請団体は保育事業に携わる職員全て有資格者を雇用し、幼児保育、教育体制を整え、

サービス提供にあたっており、さらに地域とのつながりを大切にしながら、保、小連携な

どにも積極的に取り組んでいるなど、今後も豊富な経験と実績を生かしながら、新たなニ

ーズには的確に対応することが期待できることから、指定管理者の候補者として社会福祉

法人にしあいづ福祉会を選定したところであります。 

次に、西会津町老人憩の家についてでありますが、現在の指定管理者である社会福祉法

人西会津町社会福祉協議会については、現に老人憩の家を事務所としており、効率的で良

好な施設管理を行う一方で、町と密接に連携し、地域福祉の中核的な組織としてその推進

に取り組み、また高齢者福祉に関する豊富な経験と実績を有しております。 

本施設は高齢者の生きがい対策事業や介護予防事業などを行うなど、高齢者福祉の増進

のための多様な機能を持つ施設であり、申請団体は施設の管理運営を行う一方で、町から

ミニデイサービス事業や生活支援体制整備事業等を受託するなど、地域の様々な社会資源

とのネットワークを活用して、地域福祉活動の推進に取り組んでおり、これまでの良好な

施設管理の実績と高齢者福祉事業の豊富な経験、本施設に事務所を設置している優位性な

どから、指定管理者の候補者として選定したところであります。 

次に、西会津町林業研修センターについてでありますが、現在の指定管理者である西会

津町森林組合については、林業振興の中核的な組織として町と密接に連携し、その推進に

取り組むなど、林業への豊富な経験と実績を有しており、また町が指定管理者制度を導入

した当初からこれまで事務所が本施設に隣接する利点を生かし、効率的な施設管理を行う

とともに、地域林業の活性化や林業者の拠点といった施設設置の趣旨に沿いながら、適正

な管理を行ってまいりました。これまでの良好な管理運営の実績と林業振興への豊富な経

験、事務所の立地などの優位性などから、指定管理者の候補者として選定したところであ

ります。 
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なお、指定期間につきましては、指定管理を受ける側の計画的な人材の確保と育成、ま

た施設の計画的な管理運営、さらには持続安定したサービスの提供等から判断して、一定

程度長期的な視点に立てる適切な期間とするため、指定管理の期間を令和４年４月１日か

ら令和９年３月 31 日までの５年間としたところであります。ただし、中間年である令和６

年度に中間評価を実施いたします。 

今回、指定管理者の候補者とした事業者には、住民の財産である公の施設を事業計画に

基づき適正に管理するとともに、住民福祉の向上に向け、民間団体の活力を最大限に発揮

し、効果的、効率的な運営が行われるよう、町としましても連携の強化を図ってまいりた

いと考えておりますので、ご理解願います。 

なお、議案につきましては担当課長より説明いたしますので、よろしくご審議ください

ますようお願い申し上げ、公の施設の指定管理者の候補者選定に至る概要の説明を終了さ

せていただきます。 

○議長  議案第 10 号、及び議案第 11 号の説明を求めます。 

福祉介護課長、渡部栄二君。 

○福祉介護課長  議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の選定

について、及び議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定について

ご説明申し上げます。 

指定管理者の選定経過と結果につきましては、今ほど副町長からご説明申し上げました

とおりでありまして、両施設ともに現在、施設の管理運営をしております、西会津町こゆ

りこども園は社会福祉法人にしあいづ福祉会を、西会津町老人憩の家は社会福祉法人西会

津町社会福祉協議会を、指定管理者候補として選定したところでございます。 

それでは、議案第 10 号からご説明申し上げます。 

議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の指定についてであり

ますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人にしあいづ福祉会であります。指定の期

間は、令和４年４月１日から令和９年３月 31 日までの５年間であります。 

次に、議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定についてであり

ますが、指定管理者となる団体は、社会福祉法人西会津町社会福祉協議会であります。指

定の期間は、令和４年４月１日から令和９年３月 31 日までの５年間であります。 

以上で議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の選定について

及び議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定についての説明を

終わらせていただきます。 

○議長  議案第 12 号の説明を求めます。 

農林振興課長、矢部喜代栄君。 

○農林振興課長  議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指

定についてご説明申し上げます。 

本案に係る指定管理者の選定経過と結果につきましては副町長からご説明申し上げまし

たとおりでありまして、林業研修センターについては、西会津町森林組合を指定管理者候

補として選定したところであります。 

それでは、議案書をご覧いただきたいと思います。 
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議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指定について。 

指定管理者となる団体は、西会津町森林組合であります。指定の期間は、令和４年４月

１日から令和９年３月 31 日までの５年間であります。 

以上で説明を終了させていただきますが、よろしくご審議いただきまして、原案のとお

りご議決賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

○議長  これから総括質疑を行います。ありませんか。 

４番、秦貞継君。 

○秦貞継  ２点お伺いいたします。 

先ほどの副町長の説明の中で、令和９年３月 31 日まで５年間、それで６年度に中間評価

を実施するというお話だったんですけれども、それ以外のチェックというんですかね、管

理運営状況、例えば審査、全員協議会で説明受けましたが、審査項目が何点かありました

が、こういったものも含めた各選定団体に対してのチェックというのは、どのくらいのベ

ースで、その６年しか行わないのか、それともそれ以外にも行うのか、それをまず１点お

伺いしたいと思います。 

あと、例えばその指定管理団体の中で、例えばこの審査項目の中の、例えば何点かに、

相反するような運営があった場合というのは、よくテレビなんかではね、国の下請けとい

うか、指定管理団体になっているところが、よく業務改善命令を受けたなんて聞きますけ

ども、ああいった指導というのは、そういう命令権のようなものを西会津町は有している

のか、できるのかも含めて、指導はどこまでできるのかをお伺いいたします。 

それと、今、一括で３社とも選定団体の選定理由、説明を受けましたが、それぞれまっ

たく違う業務が３社ともありますけれども、それぞれの審査項目というんですか、その中

間評価、もしくはその都度、その都度の評価があるんであれば、その評価になる選定基準

といいますか、評価内容というのは、個々３社とも違うのか、当たり前だと思いますけれ

ども、その辺だけ確認のために３点目はお聞きします。 

以上３点。 

○議長  副町長、大竹享君。 

〇副町長  それでは、質問にお答えしたいと思います。 

毎年度、業務に対して報告等、実績等の評価等するのかということなんですけれども、

この指定管理者を指定している、公の施設の指定管理者の指定の手続き等に関する条例と

いうのがありまして、この条例の中に、いわゆる業務報告の聴取というのも項目、設けら

れております。その中では、いわゆる指定管理者に対して、その管理の業務及び経理の状

況に関し、定期的、または必要に応じて臨時に報告を求め、または必要な指示をすること

ができるということですので、例えば、そういった報告を受けて、こちらがいろいろ支持

した事項に対して異なることがあれば、これを改善しなさいよとか、そういった形の指示

をできるというようなことでございます。 

それから、当然、相反すること等あって、そういう指示にも従わないという場合につい

ては、またこの条例の中で指定の取り消しというのもありまして、指定管理者がそういっ

た指示に従わないとき、あと指定管理者の責めに帰すべき事由により管理の継続とするこ

とができないと認めたときには、そういう指定の取り消しということも可能だというよう
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な条項が設けられています。 

また、先ほど言った、それぞれの報告、毎年度、これから指定をすると、協定といって

各団体とこういった事業をしていただきますよという協定を結ぶわけですけれども、その

協定事項は、それぞれ施設によって違うわけですので、その内容について、毎年度、毎年

度チェックするというか、報告を受けるというような、そういう対応になっております。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  再度２点お伺いいたします。 

今の話だと、その管理運営状況のチェックというのは、定期的に臨時ということだった

んですけれども、その定期的というのは、さっき言った令和６年度の１回だけなのか。そ

れとも毎年行うのか、その定期的の詳しい詳細をお示しください。 

その臨時で開くこともできるというのは、臨時というのは、それは臨時で評価検証を行

うというのは、町側から指示して行うのかどうかをお示しください。 

それと、今、私は業務改善命令、命令的なものができるのかどうかと聞いたのは、ここ

の指定管理に関しては１社しかないわけですよね、３社とも、実際の話。それで指示した

ところが、指示に従わなかったときに、指定取り消しになった場合、その次の会社という

のはないわけですよね。そうなった場合のことを考えて、私は命令的なものはできるのか

なという確認だったんですけれども、それはできないんでしょうか。再度お伺いします。 

○議長  副町長、大竹享君。 

〇副町長  質問にお答えしたいと思います。 

こちらが業務命令して、その内容等のチェックについてですけど、一応年度協定で、毎

年度、毎年度その協定を結ぶわけですけども、その実績についてのチェックは行っている

と。それから当然、その団体がちょっと我々、協定を結んだ内容と異なるなんていうこと

があった場合については、臨時的にそういった聴取を行って、いろいろと指導などもでき

るというような形で進めているということでございます。 

あと、その指定を、当然取り消すというような、後をどうするんだという話ですけれど

も、当然その指定を取り消す前には、いろいろやり取りしながら業務改善をしなさいとか、

こういった形でやりなさいとか、そういった連携を取りながらやっていくということで今

進めているわけですので、それが突然取り消しというような、そういった作業にはならな

いと思うので、基本的にはやはり町の指導のもとに業務改善を進めるという、それで進め

ていきたいというふうに考えております。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  今の話だと、２点確認したいんですけれども、毎年度、協定を結ぶということ

は、毎年度、毎年度チェックするという理解でよろしいでしょうか。分かりました。 

あと、その臨時で内容を精査の場合というのは、町側から会議を起こす、聞き取り等を

行うことができると理解してよろしいのかどうかを確認いたします。 

あと、最後ですけれども、こういった情報というのは、我々議会はもちろんですけども、

利用者さん多数いらっしゃるわけですけれども、こういった、どこまで公表されるのか、

そこだけ最後にお聞きしたいと思います。 

以上です。 
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○議長  副町長、大竹享君。 

〇副町長  先ほど年度協定について、毎年、毎年その内容についてチェックするというこ

とは、毎年やっているということで、あと臨時的なそういう協議というか、それはこちら

からもやりますし、当然、相手からも、当然こういう課題がありますよといった場合には、

相手からもそういった協議事項などは当然受けながら、お互いに連携を取りながら事務を

進めているということでございます。 

あと公表については、これ事務的な内容が多いと思うんです。ですから、あくまでもそ

れは事業者間、役場と事業者の協定になっているわけですけども、当然その中にある、こ

ういった例えば事故が起きた場合の対応マニュアルとか、そういうのは事業者の中で利用

者の方々に、そういった形でお知らせしているとか、そういうことはしているというふう

に思っています。 

○議長  ４番、秦貞継君。 

○秦貞継  最後に、副町長おっしゃった利用者には公開される。要は、こども園にしても

そうですし、老人憩の家に関してもそうですけど、利用者には公開されるんですか。もし

そういった問題が起きたとか、問題に対して、こういう例えば取り決め、今度こういう決

まりごとができたという情報というのは公開するのかどうか。最後にそこだけお伺いいた

します。 

○議長  副町長、大竹享君。 

〇副町長  お答えします。 

先ほど言いましたように、この協定内容については、役場と事業者間の協定だというこ

とで、当然これはお互いの契約というか、そういった形でやるわけですけれども、その内

容についは、事細かには、おそらく利用者には公表はしていないと思います。 

ただ、当然これは情報を開示することはできないわけはないわけですので、当然それを、

情報公開の請求があれば、こういった内容で協定を結んでいますというのは提示できると

いうようなことでございます。 

○議長  ほかに。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで総括質疑を終わります。 

日程第 10、議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の指定につ

いての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の指定につい

てを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 
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（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第 10 号、西会津町こゆりこども園の管理に係る指定管理者の指定について

は、原案のとおり可決されました。 

日程第 11、議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定について

の質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定についてを

採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第 11 号、西会津町老人憩の家の管理に係る指定管理者の指定については、

原案のとおり可決されました。 

日程第 12、議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指定に

ついての質疑を行います。 

（「質疑なし」の声あり） 

○議長  これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

（「討論なし」の声あり） 

○議長  討論なしと認めます。 

これから議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指定につ

いてを採決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり決することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第 12 号、西会津町林業研修センターの管理に係る指定管理者の指定につい

ては、原案のとおり可決されました。 

議案配付のため暫時休議にします。（１３時４２分） 

なお、教育長、江添信城君の退場を求めます。 

（教育長退場） 

○議長  再開します。（１３時４３分） 

日程第 13、議案第 13 号、教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについてを
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議題とします。 

本案についての説明を求めます。 

町長、薄友喜君。 

○町長  議案第 13 号、教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについてご説明

申し上げます。 

本年 12 月 25 日で任期満了となります教育委員会教育長につきましては、その職務の重

要性を十分に考慮し、選考いたしました結果、現職にあります江添信城さんを適格者とし

て認め、引き続き教育委員会教育長として任命したいので、ここにご提案申し上げる次第

であります。 

なにとぞ、満場一致をもって、ご同意を賜りますようお願いを申し上げます。 

○議長  お諮りします。 

本案については、質疑、討論を省略したいと思います。これにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、本案についての質疑、討論は省略することに決しました。 

これから議案第 13 号、教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについてを採

決します。 

お諮りします。 

本案は、原案のとおり同意することにご異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議案第 13 号、教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについては、原

案のとおり同意することに決しました。 

暫時休議にします。（１３時４６分） 

○議長  再開します。（１３時４７分） 

ただいま教育委員会教育長として任命、同意されました教育長、江添信城君からあいさ

つしたい旨の申し出がありますので、これを許します。 

教育長、江添信城君。 

○教育長  このたびは、教育長の再任の同意をいただきまして、ありがとうございます。

議長に許しをいただき、一言ごあいさつを申し上げます。 

西会津町に着任してから４年が経とうとしています。私は町の未来を考え、未来への投

資ということで教育改革を進めてまいりました。議員各位のご理解もいただき進めてこら

れたことに感謝申し上げます。就任時にもお話をさせていただきましたが、本町の地域力

である不易を最大限に取り入れ、産、官、学、民の知のリソース、流行等を融合させなが

ら、新しい学びを通して、未来を生き抜く力を育んでいく教育改革を推進してきたところ

であります。 

今般のコロナ禍において、教育活動に様々な制限がありましたが、本町の地域の力や産、

官、学との連携をさらにデジタルの強みを生かし、教育活動に取り組んできたことは、県

内外から高い評価をいただいたところであります。 
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また、産、官、学との連携では、最近、町が連携協定を結んだエプソンやコードフォー

ジャパンとも連携協定でお力添えをいただいているところであります。さらに文部科学省

のＧＩＧＡスクール担当の高橋洋平氏には、西会津町地域教育アドバイザーになっていた

だいております。併せて、全国学力調査や福島県学力調査を担当されている文部科学省の

大根田頼尚氏も本町に来ていただき、直接指導を受けております。文部科学省とも強いパ

イプをつくり、教員の指導力向上に努めているところであります。 

私はこれからも地域の教育力や産、官、学、民の知のリソースを学校教育に生かしなが

ら、子どもたちが地域を知り、地域と関わり、地域に貢献する、地域に開かれた学校を目

指し、コミュニティスクールとしてきらっと光る西会津町の教育を推進してまいりたいと

思います。そして教育と福祉の連携を図り、子育てコミュニティ施設や、こども園と連携

し、乳幼児から小中学校へと連続した教育にも力を入れていきたいと思います。今後とも、

子どもたちや保護者、地域の声を聞きながら、校長先生や教職員の方々と情報を共有し、

共通の認識を持って教育改革に取り組んでまいります。 

結びに、子どもたちは町のかけがえのない宝であります。議員の皆さまのご理解とご支

援をいただきながら、町の未来を託す子どもたちを皆さんとともどもに育んでいく決意で

ありますので、よろしくお願い申し上げ、再任のあいさつといたします。よろしくお願い

いたします。 

○議長  日程第 14、広報広聴常任委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

広報広聴常任委員会よりお手元に配付しました特定事件について、閉会中の継続審査の

申し出があります。 

お諮りします。 

広報広聴常任委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありま

せんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、広報広聴常任委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決定

しました。 

日程第 15、議会運営委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会運営委員会よりお手元に配付いたしました特定事件について、閉会中の継続審査の

申し出があります。 

お諮りします。 

議会運営委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議ありません

か。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議会運営委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決定しま

した。 

日程第 16、議会活性化特別委員会の継続審査申出についてを議題とします。 

議会活性化特別委員会よりお手元に配付しました特定事件について、閉会中の継続審査
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の申し出があります。 

お諮りします。 

議会活性化特別委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることにご異議あり

ませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

○議長  異議なしと認めます。 

従って、議会活性化特別委員会から申し出のとおり、閉会中の継続審査とすることに決

定しました。 

本定例会に付議された事件は、以上をもって審議を終了しました。 

町長よりあいさつがあります。 

町長、薄友喜君。 

○町長  閉会にあたりまして、一言ごあいさつを申し上げます。 

今期定例会は、条例の一部改正及び、令和３年度一般会計補正予算及び人事案件など、

町政が当面する重要な案件 13 件についてご審議をいただいたところでありますが、議員

各位におかれまては、特段のご精励を賜り、全議案について、原案のとおりご議決及びご

同意をいただき、厚く御礼を申し上げます。 

今後は、一般質問及び議案審議の過程で皆さまよりいただいたご意見を十分に尊重し、

誠意をもって町政に反映させてまいる所存であります。 

新型コロナウイルス感染症対策の行動制限が緩和されたとはいえ、また新たな変異株が

発生するなど、油断することなく基本的な感染防止対策を継続していくことが大事であり

ます。議員皆さまには、なお一層ご自愛の上、町勢発展のために特段のご理解とご協力を

賜りますよう衷心よりお願いを申し上げまして、閉会のごあいさつといたします。ありが

とうございました。 

○議長  閉会にあたり一言あいさつを申し上げます。 

今期定例会は去る 12 月３日以来、本日まで６日間にわたり、条例の一部改正、令和３年

度の補正予算、指定管理者の指定、人事案件と多数の重要案件について、議員各位の終始

極めて真剣なご審議をいただき、議事進行に各位のご協力を得ましたことに対し、厚く御

礼を申し上げます。 

また、町当局におかれましても、審議の間、実に真摯な態度をもって審議に協力されま

したことに対し、深く敬意を表しますとともに、本会議において議員各位から述べられま

した意見、要望事項につきましては特に留意され、適切なる執行に十分反映されますよう

に切望し、町勢伸展のため一層のご努力をお願い申し上げます。 

これから新型コロナウイルスへの感染拡大に備えて、ワクチンの３回目追加接種が開始

されます。町民への周知を十分にされ、円滑な事業実施をお願いするものであります。 

今年も残り少なくなり、寒さも厳しさを増してまいりました。議員の皆さま、執行部の

皆さま方におかれましても一層ご自愛の上、よい年をお迎えられますようご祈念申し上げ

ますとともに、今後とも、町政の積極的な推進にご精励賜りますようお願い申し上げ、閉

会のあいさつといたします。 

これをもって令和３年第８回西会津町議会定例会を閉会します。（１３時５９分） 


